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は し が き

税効果会計とは、法人所得税をはじめ企業の課税所得に賦課される税金の期

間配分を行う会計処理である。多くの国々では、すでに、一般に認められた会

計原則の一部を構成しており、実務においても広く取り入れられている。一方、

日本ではその理論的性格と会計関連法令との関係から、実務的には限定された

領域にのみ導入されているにすぎず、また、その理論的研究の歴史も浅い。し

かも、税効果会計に関する議論の大半が技術的な問題であるため、その処理の

複雑さとも相まって我が国の会計実践においては重要性の乏しい事項と見なさ

れがちである。ところが、単なる計算技術論を越え財務会計制度の根幹に関わ

る問題としてとらえた場合、この税効果会計という概念は重要な諸領域と密接

に関連しているため、会計制度全体を概観する際のきわめて有用なテーマとな

る。

筆者はこれまでに、この税効果会計を研究課題の一つとして取り上げてきた。

具体的には税効果会計の基礎理論、会計実践における処理の実際、およびその

発展の可能性の3つの領域について自らの見解を示した。本書はそれらをまと

めたものである。

ところで、現在この税効果会計に関する基準が世界的に見直されつつある。

1 987年12月、税効果会計の先進地であるアメリカの会計基準設定主体は時代

の変化に対応するため税効果会計処理基準を一新した。新しい基準の適用開始

は1988年12月15日の後に始まる事業年度とされ、それ以前の早期適用も奨励さ

れた。ところが、現実には実務における新基準の採用ははかどらず、会計基準

設定主体はその対応に苦盧することとなった。そして、二度にわたって新基準

の適用を延期し、その間に当該基準の見直しを行い修正した新基準を再度公表

した。現在、修正新基準に対する評価とその採用動向を世界中の会計関係者た

ちが注目している。
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また、国際会計基準についても税効果会計に関する基準の見直し作業が進ん

でいる。1979年7月に公表された現行基準は大幅な改定が予想されており、新

基準は当初1995年11月に公表される予定であった。（但し、1995年末時点では

何らかの理由により公表が延期されている｡)

日本において税効果会計は、現在連結財務諸表において任意に適用されてい

る。しかしながら、政治経済的環境や企業行動の変化により徐々にではあるが

税効果会計の導入範囲拡大を求める動きが顕在化しつつある。さらに新たな国

際会計基準が個別財務諸表への税効果会計の導入を求めた場合、その影響はき

わめて大きなものになると予想される。

そこで今、税効果会計全般に関する理論や歴史、さらに現在の実務のおかれ

た状況を整理することは、来るべき税効果会計の個別財務諸表への導入に際し

展開されるであろう議論の背景情報として有益であり、しかもこうした作業を

通じて得られる知識は財務会計全体の関係を再確認することにも役立つと筆者

は考える。本書はこうした目的で作成された。

本書の作成に際しては多くの方々にご協力をいただいた。この場を借りて心

より感謝申し上げたい。特に、神戸大学経済経営研究所所長吉原秀樹教授をは

じめ研究所スタッフの皆様には本耆をまとめる機会を下さったお礼を申し上げ

たい。また、大学院から今日に至るまで変わらぬご指導を頂いている神戸大学

経営学部黒田全紀教授にも感謝申し上げたい。

平成7年11月

梶原 晃

皿
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第1章 税効果会計の理論

I 税効果会計の前提

税効果会計(tax effect accounting)とは、法人所得税等（以下、法人税と

いう）の期間配分(interperiod tax allocation)を行う会計処理である。

また、税効果(tax effect)とは、企業会計上の期間利益に見合う税額が実際

の申告納税額と一致しない事実、およびその差異額をさす。これは、一定期間

に計上した企業の会計帳簿上（企業会計上）の収益および費用が課税所得計算

上（税務会計上）は他の期間の益金および損金として扱われることや、欠損金

の繰越控除および繰戻控除が行われること、あるいは連結会計上損益が個別企

業会計上の損益の総和と異なること等により発生する。そこで、この税効果を

会計上認識する、すなわち企業会計上の各年度の利益に見合う法人税負担額を

適正な期間配分の下に算定するとともに、当該年度の申告税額との差異を明ら

かにし、これを財務諸表本体に表示することが税効果会計となる。

一般に、税効果会計は法人税の費用性を前提とした法人税の期間配分計算が

その主要な内容であって、財務会計上の重要なテーマの一つとされている。

1 法人税の地位

税効果会計の対象となるのは課税所得(taxable income)に対して一定の税

率をもって賦課される税金全般であって、法人所得税に限られたものではない。

しかし、現実には法人に対する所得税が税効果会計の主な対象となっている。

ここで、税効果会計の先進地であるアメリカと対比しながら、日本の法人税の

性格を明らかにしよう。
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日本の法人税

法人税は、法人の所得に対し課税される税金である。すなわち、法人税は法

人の所得を課税対象および課税標準として課税され、かつ、その税源も所得で

ある。したがって、法人税は収得税、広義の所得税に属する。また、その課税

主体は国であるから国税に属し、さらに、納税者と担税者が同一であるものと

予定されているので直接税に属する（中村[1990] p.3)。

日本で所得に対し課税される国税としては法人税と所得税がある。法人税は

法人の所得に対して課税され、所得税は個人の所得に対して課税される。すな

わち、納税主体が法人であるか個人であるかによって広義の所得税が法人税と

所得税に分けられている。この点、アメリカの税法では所得税として一括され、

法人税と所得税の区別はない。日本でも法人に対して所得課税が開始された18

99年以降、1940年までは単一の所得税法のなかで第1種所得税として規定され

課税されていた。1940年に法人税が所得税から独立し、以後法人税法により法

人税として課税されている。

法人税のほかに法人の所得に対し課税される税金として法人住民税（都道府

県民税および市町村民税）がある。その課税主体は地方公共団体であるから、

法人住民税は地方税に属する。この税金は当初は国税の所得税付加税として始

まったものである。現在は法人税額を課税標準とする法人税割と資本等の金額

に応じた均等割が課される。

日本ではこれら法人税および法人住民税が税効果会計の主たる対象となる
（1）

う。

(1)これらの税金のほかに事業税も税効果会計の対象と考えることができる。事業税

とは都道府県税の一種で、地方公共団体の区域内で事業を行う場合に地方公共団体

から法人に対して便益を与えることに対して納付される税金である。税金の性格か

ら本来は所得に対して課せられる性格のものではないが、徴税技術上所得の金額に

応じて一定率を乗じることにより算出されるため税効果会計の対象となりうる。
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３

アメリカの法人税

アメリカでは所得に対する税を納税主体では分けておらず、一括して所得税

とされる。ただし、アメリカの税制について注意すべき点は、連邦政府とは別

に地方政府（州）が独自に課税権を有し、税法および税体系、税の名称、課税

対象、税率が州ごとに異なる点である。さらにこのことは郡あるいは市といっ

た下位の地方政府にも当てはまり、それらに対しても州税法が許容する範囲内

で独自の課税権が与えられている。したがって、アメリカの税法を検討する際

には連邦政府レヴェルと地方政府レヴェルに分ける必要がある。

連邦政府が法人に対し課す所得税は、法人の所得をその課税標準とし、かつ、

その税源も所得であるから、日本の法人税と同様に収得税に属する。また、そ

の課税主体は連邦政府であるから連邦税に属し、さらに、納税者と担税者が同

一であるものと予定されているので直接税に属する。連邦法人所得税は1909年
（2）

に初めて課され、現在は内国歳入法(Internal Revenue Code)がその根拠法と

なっている。

州政府が法人に対して課す所得税は1911年にウィスコンシン州で導入されて

以来各州に拡大し、現在州税全体の三分の一強を占める税目となっている（本

庄[1990] p.19)。連邦所得税と同様に州法人所得税は課税標準を法人の所得と

し、当該州内で営業活動を行う法人（当該地を源泉地とする所得を稼得する法

人）に対して課税される直接税である。

アメリカではこれら連邦法人所得税および州法人所得税のほか、他の（所得
（3）

を基準とする）外国・州・地方税が税効果会計の対象とされている。

(2)連邦税法はほぼ毎年改訂されており、1954年内国歳入法(Internal Revenue Act

of l954:IRA 1954)をベースにして改正された1986年内国歳入法(IRA 1986)に

1 989年、1 990年、および1993年の財政調整法(The Revenue Reconciliation Act

of l989,1990,1993)により改訂を加えられたのが現行法である。この法律にはすべ

ての連邦税が含まれており、所得税（法人および個人）は第1条から第1563条に規
定されている。

(3)同様の目的を有する州、地方税の中にはその地方政府により名称や課税対象が大
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本書ではこうした法人の所得額を課税対象とする税を総称して法人税と呼ん

でいる。

2 法人税の費用性

税効果会計は法人税を企業の費用として認識し、期間配分するというもので

ある。したがって法人税の費用性は税効果会計の前提となる。アメリカでは法

人税を費用として認識することはすでに実務において支配的であり、会計理論

もこうした事実を追認する形で展開されている。また、日本においても実務的

には同様であると言えるが、理論的な裏付けは未だなされてはいない。法人税

が費用であるということに対してコンセンサスが得られれば、費用収益間の対

応概念を通じて税効果会計の必然性を主張しうる。しかし、法人税の費用性に

対し異議を唱えこれを利益処分とする見方も少数ながら存在する。

日本での法人税の費用性に関する考え方

日本において明確に法人税を費用とする会計規則はない。したがって、法人

税を費用とするか利益処分とするかは関連法令を詳細に検討する必要がある。

法人税を利益処分とする根拠としては、以前税制上配当軽課措置があったた

め利益のうち配当として処分される金額が株主総会で議決されることなくして

きく異なるものも存在する。例えば、法人は設立登記時、増資時、他州法人(foreign

corp oration)の事業許可申請時に登記料(initial fee)を支払い、その後毎年その
営業許可の対価としての税金や登録更新料(filing fee)を州政府等に支払わなけれ

ばならない。この際、営業許可の対価である税金は、営業権税(franchise tax) ､

免許税(licence tax)といった州により異なった名称が付され、また、税額算出に

ついても所得額、授権資本額、純資産額を課税標準にする州もあれば、それらに関

わらず一定額を賦課する州もある。したがって、州および地方税をその名称で一括

し税効果会計の対象と考えることはできず、「所得を基準とする」税にその対象は

限定される。
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は法人税額の確定を見なかった点や、法人税は目的費用としての性格を持たず

収益稼得に随伴する必要費用ではない点、さらに、法人税は利益を課税標準と

する租税であるから利益確定前に費用としての控除性を持ちうるという論理は

成立しない点などが考えられる。これらに対し、法人税を費用と解する立場か

らは以下のように反駁できる。商法では債権者保護の建前により純資産から資

本金と法定準備金を控除した額を限度に利益の配当を可能にしている（商法第

290条)。ここで純資産とは総資産から総負債を控除したものであるが、この算

出過程で法人税は債務として成立しているので負債として控除されねばならな

いことになる。つまり、配当可能利益が株主に帰属する利益である以上、法人

税は社会的強制費用として配当可能利益から差し引くべきである（配当可能利

益算出過程での控除性)。また、法人税の支払義務は株主総会における利益処

分の決議外である点も法人税の費用性を支持する。では、利益処分説の論拠と

された、確定した決算に基づいて決定される法人税が決算時点の商事貸借対照

表上負債の部に計上されることが可能であるかという疑問にはいかに答えるべ

きか。これに対しては、商法は金額の確定と切り放して租税債務成立に重点を

置いている事実（義務の成立と申告納税額確定の分離）から説明できる。すな

わち法人税の納税義務成立を事業年度終了時とし（国税通則法第15条2-3)、同

時に税額の確定は国税に関する法律の定める手続による（同法第15条1）もの

としており、これは、事業年度終了時には納税義務たる租税債務は成立するが、

申告納税額は確定していないことを意味する（金額不確定の租税債務)｡さら

に商法第287条の2の解釈では条件付債務や金額不確定債務は債務である以上、

特別な規定がなくとも当然に負債として計上すべきであり（田中[1980]p.136)、

法人税は商法上金額不確定の租税債務として事業年度終了時点での負債となる。

また、法人税の社会制度的意義を考盧すると、単なる税額の確定計算を強調す

る利益処分説よりは社会的強制費用たる租税債務として費用概念に含める方が

理解しやすい。
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また法人税に関する費用説と利益処分説の相違は会計主体論に関する思考の

相違からも生じる(COFRI[1993] p.170)｡すなわち、企業を株主の集合体と

する立場と企業を株主から独立したものとする立場である。前者の所有主説で

は、企業の利益は株主に帰属するものと考えられ、これは法人税法における個

人源泉課税説と結びつく。一方、後者の企業実体説からは、企業の利益は企業

自体のものととらえられ、法人独立課税主体説につながる。個人源泉課税説で

は、企業の利益を株主の所得とみなし、法人税を最終的な納税義務者である株

主の所得税の源泉税と考えている。一方、法人独立課税主体説では、企業の利

益は株主の利益とは別の、企業という主体の独立したものととらえ、その納税

義務者である法人に課す所得税が法人税であると考える。日本においては、個

人源泉課税説の立場がとられており、この考え方では株主の所得は税引前利益

であり、これから支払われる法人税は株主の所得の分配とされる｡ 1963年の商

法改正前では、税引前利益を損益計算書で示し、法人税を利益処分項目として

取り扱っていたのはこうしたことによる。しかし、同年の商法改正により損益

計算書上税引後利益により企業利益が表示される方法に変更され、以後法人税

額を損益計算書の中で控除する会計実務が定着した。この改正により、法人税

額は、事業年度末に国税通則法により納税義務が発生し申告により確定する債

務であるから、株主総会が利益処分として決定するものではなく、損益計算書

に計上すべき費用であることが実務上合意されたと考えられる。

アメリカでの法人税の費用性に関する考え方

アメリカでも法人税の費用性に対して完全に理論的な合意が得られていると

は言い難い。しかしながら、法人税の費用性を認めた裁判所の判例はかなり以

前より存在【史また､財務会計の領域でも法人税の費用性に関する公式見解
が存在してきた。

現行の「一般に認められた会計原則」(Generally Accepted Accounting
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Principles :GAAP)を根底から支持する概念フレームワーク( Conceptual

Framework)には明確に法人税の費用性が示されている。財務会計基準の設定

主体である財務会計基準審議会( Financial Accounting Standards Board :
（5）

FASB)は財務会計概念ステートメント第6号「財務会計の構成要素」において

費用を資産の流出あるいは費消により生じるものと定義し、その際当期の利益

に課される税金を費用として例示した(FASB [1985] par.81)。

また、フレームワーク全体からも以下のように法人税の費用性を導き出すこ

とができる。
（6）

FASBは財務会計概念ステートメント第1号「財務会計の目的」において、

財務会計の目的をその一般利用者に対する経済的意思決定に有用な情報の提供

にあると定義した。同時にこの場合の有用な情報を将来キャッシュフローを評

価する際に役立つ情報であるとしながら、具体的には発生主義会計に基づく資

源(resource)および持分(equity)とそれらを変化させる情報であるとした。

通常、企業の将来純キャッシュフローは企業業績の分析を通じて評価される

ため、目的適合的な財務会計情報はそうした指標を当然含むことになる。この

場合の最も有用なものが利益情報である。

ところで、法人税というのは一定の算定公式にしたがって企業に賦課される

強制的なキャッシュアウトフローであるが、この税額の算定過程は決して一律

(4)中田は、1925年イリノイ州最高裁判所がサンガモンカウンティ鉱業会社事件で利

益に基づく監督者の賞与算定に関連して法人税が事業の純利益を減額する必然的な

費用であると判示したこと、および、1943年配当支払いに関するアミック対ケーブ

ル事件において、配当可能利益確定のためには法人税は費用として適切に控除され

るべきものとの判決があったことを指摘した（中田[1993a] p.5)。

(5) FASB, S"teme"t Q/ F加α"ααJ Accou"tmg Co"cepfs JVo.6.･ EJeme7zrs

Q/Fmα"aaJ S"teme"s, 1985.

(6) FASB, St"eme"t q/ Fman,c"J A cco"rz""g Corzcepts IVo .I: Objec""es

q/Fma凡aaJRepo〃mg by BzJsZ"ess E"terp7､ZsGs, 1978.
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ではなく、税法の適用にあたってはある程度の裁量の幅が認められている。こ

のため、当該企業における税務政策の如何によっては、たとえ同額の利益を計

上する企業であっても実際の法人税支払額には差異を生じることもあり得る。

こうした節税行為を当該企業の経営効率の問題としてとらえた場合、経営者の

節税能力は将来純キャッシュフローに大きな影響を及ぼしうる。法人税は将来

純キャッシュフロー予測に有用な利益情報にとって、不可欠な構成要素である。

このように、利益概念を企業の将来純キャッシュフロー予測に有用な指標で

あるとするならば、法人税は純キャッシュフローに関連する経営者の節税能力

を示す指標としての属性を持つことになり、利益の構成要素に含められるべき

であって、法人税は会計上費用としての性格を有する。

Ⅱ 税効果会計の基本概念

企業会計上の期間利益に見合う税額が実際の申告納税額と一致しない事実、

およびその差異額が税効果であり、この税効果を会計上認識し適切な法人税額

の配分結果を財務諸表本体に表示することが税効果会計であることは先に述べ

た通りである。

本節では、こうした税効果をもたらす差異の発生原因、税効果会計を行う際

の差異の認識範囲、および法人税の期間配分方法について検討する。

1 差異の発生原因

企業会計上の期間利益に相当する各年度の税負担額とその年度の申告税額が

乖離するのは、企業会計上の各年度の利益とその年度の課税所得との間の相違

による。こうした差異項目はその発生原因により期間帰属差異と永久差異に大

別される。
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期間帰属差異(timing difference)

企業会計上の費用収益の期間帰属と課税所得計算上の損金益金の期間帰属の

相違を原因とし、ある一定の期間を経過すれば解消する差異である。より具体

的には以下のような状況において発生する。

。ある期間の収益または利得がそれ以降の期間の益金になる場合。

例：割賦販売の収益認識基準として、企業会計上は販売基準を適用し、課税所

得計算上は回収基準を適用する。

例：長期請負工事契約の収益認識基準として、企業会計上は工事進行基準を適

用し、課税所得計算上は工事完成基準を適用する。

例：投資利益の認識方法として、企業会計上は持分法を適用し、課税所得計算

上は原価法を適用する。

。ある期間の費用または損失が、それ以降の期間の損金になる場合。

例：製品保証費の費用認識基準に関して、企業会計上は発生主義により、課税

所得計算上は現金主義により認識する。

例：係争中の裁判で、敗訴の時の見込損失の認識基準に関して、企業会計上は

発牛主義により、課税所得計算上は現金主義により認識する。

例：市場性のある有価証券の評価損計上に際して、企業会計上は時価下落時に

評価損を計上し、課税所得計算上は即時損金算入しない。

。ある期間の収益または利得が、それ以前の期間の益金となる場合。

例：賃貸料やロイヤリティー等を前受けした場合の収益認識基準として、企業

会計上は実現主義により、課税所得計算上は現金主義により認識する。

例：固定資産売却益に関して、企業会計上はセールスアンドリースバック方式

で処理し、課税所得計算上は売却処理をする。
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ある期間の費用または損失が、それ以前の期間の損金となる場合。

例：有形固定資産の減価償却について、企業会計上は定額法を適用し、課税所

得計算上は定率法を適用する。

例：税務上の加速償却を利用する。

永久差異(permanent difference)

期間帰属差異と同様、ある年度における企業会計の利益と課税所得との相違

が原因となるが、いったん生じればその後決して解消されない差異である。具

体的には以下のような状況において発生する。

・企業会計上の収益または利得が、永久に課税所得計算上は益金に算入されな

い場合。
（7）

例：特定債券等の受取利息や他社株式保有に伴う受取配当金の益金不算入。
（8）

例：法人税等の還付金等の益金不算入。

・企業会計上の費用または損失が、永久に課税所得計算上は損金に算入されな

い場合。

例：税務上損金算入が否認される政治献金および交際費。

例：法人税、罰科金等の損金不算入。

・課税所得計算上の益金が、企業会計上は収益または利得として認識されない

場合。

例：（省略）

(7)アメリカにおいても、特定の産業振興債(industrial development bond)等の

州債または地方政府債の利息は非課税扱いである(IRA 1986,Sec.103 (a)(1))。

(8)アメリカでは、連邦法人税の課税所得算定に際して地方法人税の損金算入が認め

られているため、これらの還付金等は益金となる。一方、連邦法人税は損金算入が

認められていないため、その還付金等は益金とはならない。
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･課税所得計算上の損金が、企業会計上は費用または損失として認識されない

場合。

例：（省略）

以上が企業会計上の利益と課税所得との相違をもたらす主な原因である。税

効果会計はこれらのうち期間帰属差異のみを認識し、特定の処理方法によって

企業利益と支払税額との適切な対応関係を財務諸表上に表示しようとするもの

である。
（9）

以下では、設例を用いて税効果会計の実際を概観する。

設例1－差異の発生原因

A社の税引前利益は、1995年および1996年において1,000,000円であった。

A社は1995年に割賦販売を行い1996年に当該割賦代金を回収した。割賦販売収

益は企業会計上では販売基準によって、課税所得計算上は回収基準によって認

識した。

第1．1表 法人税申告額

1995年 1996年 合 計

税引前利益
割賦販売収益

課税所得

税率

法人税申告額

\1,000,000
(100,000)

\1,000,000 \2,000,000
100,000 0

％
０
０
０
５

０００９

％
０
０
０
５

０００１１

2,000,000
50％

\450,000 \550,000 \1,000,000

(9)以下の設例は清村[1993]に加筆および修正を加えたものである。
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(1)税効果会計を行わない場合の損益計算書

第1．2表(1)税効果会計を採用しない損益計算書

1995年 合 計1996年

税引前利益

法人税

税引後利益

税引前利益に対する
法人税の割合

\1,000,000
450.000

\1,000,000
550,000

\2,000,000
1,000,000

\550,000 \450,000 \1,000,000

45％ 55％ 50%

(2)税効果会計を行う場合の損益計算言

第1．3表(2)税効果会計を採用した損益計算書

1 995年 1996年 合 計

税引前利益

法人税：

申告額
配分額

\1,000,000 \1,000,000

\550,000
(50,000)

\2,000,000

\1,000,000
0

０
０

０
０

０
０

０
０
５
５

４

500,000 500,000 1,000,000

税引後利益

税引前利益に対する
法人税の割合

\500,000 \500,000 \1,000,000

50% 50% 50%

2 差異の認識範囲

このように、企業会計上の期間利益に相当する各年度の法人税負担額と当該

年度の申告税額との乖離現象である税効果は、企業会計上の各年度の利益と当

該年度の課税所得との間に差異が生ずることにより発生する。その発生原因で

ある期間帰属差異の認識範囲については以下の見解が存在する。



第1章 税効果会計の理論 13

実際税額説(flow-through concept)

法人税は各期間ごとに課されるものであり、当該期間に認識されるべき法人

税額は実際に納付する金額であって、未払法人税は確定した租税債務でなけれ

ばならないとし、税効果会計を認めない見解である。その根拠としては、税効

果を認識し、貸方あるいは借方繰延税金(deferred tax credit or charge)を計

上することによって、多くの企業が将来の相当期間に解消する見込みのない法

人税の無期限繰延をなす可能性があり、適正な会計処理とはいえないとする点

である。

部分的配分説(partial allocation concept)

企業会計の利益と課税所得との間で発生する、無期限の法人税繰延または継

続的節税をもたらす経常的な期間帰属差異（反復的差異recurring difference)

を認識せず、非経常的な（例えば3年ないし5年以内に当該税効果の解消が確実

な）期間帰属差異のみを税効果会計の対象とする見解である。

この説は以下のように一定の仮定の下に支持されうる。

ある企業が順調な経済環境の下で、数量的に安定したあるいは増加傾向にあ

る減価償却資産を保有し、その償却方法として企業会計上は定額法を課税所得

計算上は定率法を採用している場合、過年度に発生した税効果の当期解消分は

当年度に発生する税効果を実質的に相殺する。こうした状況が続く限り永久に

その法人税相当額は支払を猶予される。このように相当期間にわたりその支払

または回収がされず、またはそのことが合理的に予想できる場合には当該法人

税を当期損益計算から除外すべきである。

包括的配分説(comprehensive allocation concept)

包括的配分説とはすべての期間帰属差異による税効果を認識し、それらを法

人税の期間配分計算の対象とする考え方である。
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これは、収益とこれにかかる費用とを対応させることにより利益が導出され

るという会計学上の損益法原理にその論拠をおく。企業会計上、費用収益が認

識された期間と同一の期間に、それらに対応する法人税費用が認識されるべき

であるとするものである。この考え方によると、税金の発生認識と実際の支払

の間に期間的ずれが存在する場合には、すべての期間帰属差異項目に関して、

貸借対照表上に貸方あるいは借方繰延勘定（繰延税金）が設定されることにな

る。

以上、期間配分計算の対象となる期間帰属差異項目の認識範囲について、そ

の主な見解を示した。

ここで、実際税額説と他の2つの考え方はその基本的な思考において全く異

なっており、実際税額説は税効果会計自体を否定するものである。したがって、

税効果会計の実施を前提としてその差異の認識範囲を論じる場合、その対象と

なるのは部分的配分説と包括的配分説の両者となる。

そこでこれらの問題点を検討する。

部分的配分説のところで示した仮定の通り、順調な経済環境の下では当期新

たに発生した税効果が過去の税効果解消分を相殺するため、部分的配分説をと

ろうと包括的配分説をとろうと、財務会計上の利益数値は変わらない。しかし、

こうした一連の相殺過程にあっても税効果解消の事実自体は存在するのであっ

て、それを認識の対象から除外するのは会計理論上問題が残る。また、これに

伴い差異事項の認識に関して窓意的な判断がなされる危険性の存在にも注意を

要する。その上、部分的配分説の前提条件でもある、前述のように想定された

順調な経済環境が以後も継続するという仮定については、その仮定した内容の

実現が不確実であるという問題がある。

企業は社会の一構成員であり、企業をとりまく経済環境は通常外生的に決定

される。したがって、そうした環境の下におかれた企業は経営活動に予測や見
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積という要素を含めなければならず、会計の領域においてもこれらはまた必要

とされる。しかし、こうした予測や見積といった行為は経済的合理性を越えた

窓意的判断の介在を許し、外部環境の不確実性への対応という本来の目的から

逸脱する可能性をも含んでいる。その一例として、以下のような過度の保守主

義の問題があげられる。

ある企業が順調な経済環境の下で部分的配分説により税効果会計を行い、か

つそのような外部状況が継続すると予想される場合、反復的差異についての税

効果は認識されず財務諸表には表示されない。しかし、経済環境が変化し、新

たな減価償却資産の取得等税効果を発生させるような取引が抑制された場合、

過年度に発生した税効果の当期解消額と当期税効果発生額との差異が財務諸表

上に顕在化し、利益数値を圧迫する。このような事態はその企業の財務報告の

内容を悪化させ資本市場における評価を下げることになる。また、企業は担当

する公認会計士に対し一連の処理の責任を追及するであろう｡

一般に、実務において選択が認められている会計処理については、特別な事

情がない限りできるだけリスク回避的な処理方法が選択される。先に示した場

合もあえて部分的配分説を採用して危険を冒すよりは、包括的配分説によりす

べての期間帰属差異を認識する方が企業および担当公認会計士にとり有利とな

る。こうした企業およびエージェントとしての公認会計士の保守的な姿勢は、

必要以上の保守主義を惹起する。

以上が部分的配分説に対する批判である。一方、包括的配分説による期間帰

属差異の認識についても問題はある。それは貸借対照表における繰延税金項目

の膨張である。

アメリカでは部分的配分説は現在認められておらず、1967年に公表された公

式見解以降、期間帰属差異の認識は包括的配分説によりなされている。このこ

とは、その間幾度となく改正された内国歳入法や税制上の各種優遇措置のもた

らした、企業会計上の当期支払法人税額と申告納税額との乖離に一層の拍車を
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かける結果となった。

ある調査で貸方繰延法人税勘定の推移を調べたところ、1954年から1973年の

間に繰延法人税勘定に変動があった企業の中で、設備が減少した企業、すなわ

ち設備についての反復的差異が実現したと考えられる企業の数は、調査対象企

業のわずか2,9％に過ぎなかった。また、一期間において貸方繰延法人税勘定

が増加した企業数は、最も少ない年度においても対象企業の75％もあり、19年

間を平均すると78％の企業で増加していた。これを金額の面で見ると、貸方繰

延法人税の一期間ごとの増加額はその減少額の37.6倍、最も少ない年度でも1.4

倍であって、19年間を平均すると増加額は25億2949万ドルであったのに対して、

減少額は3億4665万ドルに過ぎなかった(Davidson et al.[1977] pp.53-59)。

またFASBが行った別の調査では、調査対象企業1,100社において貸方繰延法

人税勘定が平均して利益額の約20％も存在し、フォーチュン誌製造業500社の

うち25社の企業が株主持分の平均26.7％相当額の繰延税金を貸借対照表に計上

していた(Townsend [1987] pp.26-31) ｡

これらの調査をもって、繰延法人税残高は年々増加する傾向にあり、その主

な原因は反復的差異の未実現残高累積にあると考え、このような解消する可能

性の低い反復的差異を認識対象とすべきではないとするのが部分的配分説支持

の見解である。

これまでの議論は両者がその会計目的において大きく異なっていることを明

らかにする。部分的配分説により期間帰属差異項目を認識する場合、作成され

た財務諸表は企業の客観的財政状態を伝達することより、企業のポテンシャル

(将来キャッシュフローに関する情報）を伝達することに重点が置かれること

になる。また、包括的配分説により期間帰属差異項目の認識が行われる場合に

は、期間帰属差異項目をすべて認識の対象とすることによる網羅性が財務諸表

の客観性を支持することになる。このように、部分的配分説と包括的配分説の

間にはトレードオフ関係にある2つの概念、すなわち、将来キャッシュフロー
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指向と客観性指向との対立が存在する。

どちらの説を支持するかはその会計の指向性に大きく依存することになるが、

同時に次項で検討する繰延税金の期間配分計算とも密接に関連している。つま

り、部分的配分説は繰延税金の解消可能性を重視し、その貸借対照表能力を中

心に考えるのに対して、包括的配分説は損益計算における費用としての税金の

適正な計上を重視する。したがって、債権債務法が繰延税金の差異消滅時の調

整金額を重視し、将来において支払われるべき資産負債としての観点より期間

配分を考える立場は、繰延税金の解消可能性を中心に考える部分的配分説とよ

り整合的である。一方、繰延法は差異発生年度の税引前利益と税金費用の対応

関係を中心に構成されたものであり、こうした点を考慮に入れると包括的配分

説により整合的であると言える（中田[1973] p､89) ｡

ここで、差異の認識範囲に関する例を以下にあげておく。

設例2－差異の認識範囲

B社は1995年度より毎年20,000円の機械設備を購入する予定である。この機

械設備の耐用年数は2年、償却後の残存価額は0円とし、企業会計上は定額法

を用い課税所得計算上は購入時に一括して費用計上を行うものとする。法人税

率を50% (将来も変更はないものする)、毎年の減価償却費と税金を差し引く

前の利益を100,000円とすれば、法人税申告額は40,000円( =80,000円×50%)と

なる。

設例2では、減価償却方法の不一致を原因とする期間帰属差異が毎期発生し、

その税効果(5,000円)は前期の繰延税金の解消額と同額になる。したがって、

税効果の発生と解消が毎期相殺され、貸方繰延税金の残高が5,000円のまま消

滅しないことになる。
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包括的配分説では、こうした反復的差異をも認識と対象にするのに対して、

部分的配分説ではこうした反復的差異は認識されない。

第1.4-1表 損益計算書

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

税金及び減価償却費
控除前利益

減価償却費
\100,000 \100,000 \100,000 \100,000 \100,000 \100,000

10,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

税引前利益

法人税：

申告額

配分額

90 , 000 80 , 000 80 , 000

０
０
０
①

０
０
０
０

０
０
０
０

０
０
５
５

８
４

く

80 ,000

ｊ

Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
０
５
５

８
４

くｊ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
５
５

４
く

０
０

０
０

０
０

０
５

４

ｊ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
５
５

４
く ７

０
０
０

０
０
０

０
０
０

０
５
５

４
く

45,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

税引後利益 \45,000 \40,000 \40,000 \40,000 \40,000 \40,000

第1.4-2表 貸借対照表（－部）

1995年 1996年 1997年 1 998年 1 999年 2000年

資産：

機械設備 \20,000 \40,000 \40,000 \40,000 \40,000 \40,000
減価償却累計額 10,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

負債：

未払法人税 \40,000 \40,000 \40,000 \40,000 \40,000 \40,000

貸方繰延税金

または繰延税金負債 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000
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3 期間配分計算の方法

法人税の期間配分計算については、期間帰属差異の発生・解消する期間にお

ける差異認識の根拠やそれに伴う取扱い上の相違により繰延法、債権債務法お

よび純税額法に大別される。

繰延法(deferred method)

繰延法とは、当期に発生した期間帰属差異に対応する法人税相当額を繰り延

べ、当該差異の解消する期間において、それまで繰り越された繰延税金をその

期の法人税支払額に繰り入れる方法である。したがって、本法によると、繰延

税金の計算はそれが借方・貸方のいずれの側に計上されるもの(deferred tax

charge or deferred tax credit)であれ、当該期間帰属差異が発生した年度に

おける税率を用いて行われ、その後税率が変更されてもすでに貸借対照表上に

ある繰延税金は修正されない。そして、差異解消期間においてそのまま法人税

支払額に充当されることになり、繰り越された税効果残高は当該差異の解消と

ともに償却される。

以上から、繰延法は期間帰属差異発生期の収益への税効果を重視しており、

損益計算書志向である（中瀬他[1978] p.126)。

債権債務法(liability method)

債権債務法とは資産・負債アブ°ローチ(asset and liability approach)とも

呼ばれ、当期発生した期間帰属差異が将来において解消される際に税金として

実際に支払われる金額を負債（未払税金liability for taxes to be paid in

future periods)として認識する、あるいは将来の収益に対応する税金の前払

いを資産（前払税金asset for pre-paid taxes)として認識する方法である。

この場合、税効果の計算に用いられる税率はそれぞれの期間帰属差異が解消す

る将来の期間におけるものであり、税率が変更された場合には貸借対照表上の
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繰延税金勘定は修正されることになる。

この方法は期間帰属差異発生期における税引前利益と申告税額を対応させな

がら漣将来の支払税額を考慮した繰延税金の計上を尊重することから貸借対照

表志向の会計処理である（中瀬他[1978] p.126)。

純税額法(net-of-tax method)

純税額法とは、税効果自体の認識は繰延法または債権債務法により行うが、

その税効果の原因となった期間帰属差異が属する資産負債または損益項目を、

税効果考慮後の純額にて計上し、税効果額そのものは財務諸表に区分表示しな

い方法である。つまり、純税額法による税金の期間配分というのは、税金の加

減算の可能性をもとにして特定の資産負債または損益項目を調整するという一

種の評価方法または税効果の表示方法とも考えられる。

以上、法人税の期間配分に関する3通りの方法をまとめて解説した。以下で

は、簡単にそれらの特徴と問題点を論じる。

繰延法による法人税の期間配分計算は、その後の税率変更に伴う修正を必要

としないことから債権債務法に比べその処理が簡便であり、また現行税率を用

いることによりその処理に伴う計算から窓意性を排除しやすいという長所を有

する。しかし、長期にわたり大幅な税率の変更が行われた場合、こうした変更

に伴うその後の修正計算がなされないため、貸借対照表上の繰延税金残高は経

済的合理性を失った無意味な数字と化す恐れがある。また、これら残高の会計

上の性格も明確には説明できない。

また、繰延法では当期税引前利益と支払税額との対応を重視するため、すべ

ての期間帰属差異により生じる税効果の認識が求められる。したがって、包括

的配分説との関係で議論されることが多く、部分的配分説には馴染みにくい

(鮒子田[1976] p,43) ｡
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一方、債権債務法による法人税の期間配分計算では、税率の変更に伴い過去

に認識された税効果も修正の対象とされるため、その結果算出された税効果考

慮後の利益数値の経済的合理性は高いと考えられる。しかし、一方では、その

ための追加的な作業量の増大と計算の複雑さが最大の欠点となっている。アメ

リカの現行会計基準はこの債権債務法をとっているが、基準設定以来未だにこ

の問題に関しては議論が続いている。

純税額法については、以下のような欠点があり実務的にはどの国においても

導入されていない。この方法によると、例えば、企業会計上認識される未払費

用のうち税務上の許容限度を超える部分の税効果は、前払税金としては貸借対

照表借方に計上されず、当該未払費用はこの税効果額だけ減算して表示される。

したがって、費用として損益計算書に計上される金額もこの税効果分だけ控除

された後のものが表示されることになり、損益項目は総額で表示されず税引前

利益は部分的にはすでに税効果考盧後の金額となる。こうした点は論理性を欠

き、他との整合性を保つことはできない。

これまで、法人税の3つの期間配分方法について考察した。ここで注意すべ

き点はそれぞれの方法で繰り延べられた法人税の性格が異なる点である。すな

わち、繰延法人税は、繰延法の立場からは税金繰延のための計算技術的貸借対

照表項目として認識される一方、債権債務法の立場からは租税債権債務として

理解される。また、純税額法では繰延法人税を評価勘定としてとらえており、

税効果の未実現部分としての繰延法人税が会計理論的には全く別の性格を有す

ることになる。

以下では、繰延税金の期間配分計算について例をあげて解説する。

設例3－期間配分計算の方法（法人税率の変更がない場合）

C社は1995年に40,000円の機械設備を購入した。当該機械設備の耐用年数を

4年、償却後の残存価額を0円とし、企業会計上は定額法により課税所得計算上
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は級数法により減価償却計算を行うものとする。法人税率を45％とすると1995

年および1996年の法人税申告額は以下のようになる。

第1．5表 税額表

1995年 1996年

税金及び減価償却費控除前利益

減価償却費（級数法）

課税所得

税率

法人税申告額

\100,000
16,000

\100,000
12,000

84,000
45％

88 , 000
45％

\37,800 \39,600

ここで、繰延法、債権債務法および純税額法により作成された損益計算書と

貸借対照表を示せば以下のようになる。

第1.6-1表 損益計算書

(1)繰延法 (2)債権債務法 (3)純税額法

1995年 1996年 1995年 1996年 1995年 1996年

税金及び減価償却費

控除前利益
減価償却費

税引前利益
法人税：

申告額

配分額

\100,000 \100,000 \100,000 \100,000 \100,000 \100,000
10,000 10,000 10,000 10,000 12,700 10,900

０
０
０

０
０
０

０
６
９

０
９

９
３

90 , 000 90 , 000

０
０
０

０
０
０

０
６
９

０
９

９
３

87,300 89,100

０
０

０
０

８
７

Ｚ
２

３ ０
０

０
０
８
７

７
２

３

37,800
（）

０
０

０６９３

40,500 40,500 40,500 40,500 37,800 39,600

税引後利益 \49,500 \49,500 \49,500 \49,500 \49,500 \49,500
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第1.6-2表 貸借対照表（一部）

(3)純税額法(1)繰延法 (2)債権債務法

1995年 1996年 1995年 1996年 1995年 1996年

資産：

機械設備
減価償却累計額

負債：
未払法人税

貸方繰延税金

繰延税金負債

\40,000
23,600

\40,000
10,000

\40,000
20 ,000

\40,000
10,000

\40,000
20.000

\40,000
12,700

\39,600\37,800

2,700

\39,600
900

\37,800

2,700

\39,600

900

\37,800

(1)繰延法では税引前利益に税率を掛けることによって企業会計上の法人税額

が決定され、これと課税所得計算上の申告税額との差額が繰延税金として他期

間に配分される。また、繰延法による繰延税金の計算には当該期間帰属差異の

発生した年度の法人税率が用いられる。

第1．7表 仕訳等

1995年 1 996年

法人税（税引前利益×税率) \ 40,500 \ 40,500
法人税申告額（課税所得×税率) 37,800 39,600

繰延法人税 \ 2,700 \ 900

〔仕訳〕1995年：（借）法人税(\90,000×45%)

（貸） 未払法人税( \84,000
貸方繰延税金

\40,500

45%) \37,800

2,700

1996年:(借）法人税(\90,000×45%)

（貸） 未払法人税( \88,000
貸方繰延税金

\40,500

45%) \39,600
900
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(2)債権債務法では期間帰属差異に法人税率を掛けることによって他期間に配

分されるべき繰延税金が算出され、この繰延税金と課税所得計算上の申告税額

を合わせて企業会計上の法人税額とされる。また、債権債務法による繰延税金

の計算には当該期間帰属差異の解消される年度の予想法人税率が用いられる点

は繰延法と大きく異なる。

第1．8表 仕訳等

1 995年 1996年

税法上の減価償却費（級数法）
企業会計上の減価償却費（定額法）

期間差異の発生

税率

繰延税金

\ 16,000
10,000

\ 12,000
10,000

％
０
５

０
４

０６

2,000
45％

\ 2,700 \ 900

〔仕訳〕1995年：（借）法人税 \40,500
（貸） 未払法人税（￥84,000×45％）

繰延税金負債(6,000×45%)
￥37,80(）

2,700

1996年：（借）

（貸）

法人税 \40,500
未払法人税(\88,000×45%)
繰延税金負債( 2,000×45%)

\39,600
900

(3)純税額法では税効果額を資産、負債および関連する収益、費用の評価項目

として認識する。設例では、減価償却方法の不一致が期間帰属差異の発生原因

であるため当該期間帰属差異の税効果は減価償却費の内部に含まれることにな

る。税効果額については繰延法、債権債務法のいずれを用いて計算してもかま

わない。設例の場合はいずれも同じ結果となる。



第1章 税効果会計の理論 25

第1．9表 仕訳等

1995年 1 996年

企業会計上の減価償却費
減価償却にかかわる税効果

損益計算書上の減価償却費

\ 10,000
2,700

\ 10,000
9()0

\ 12,700 \ 10,900

〔仕訳〕1995年：（借）法人税(\84,000×45%) \37,800

減価償却費 2,700

（貸） 未払法人税(\84,000×45%) \37,800
減価償却累計額 2,700

1996年：（借）法人税(\88,000×45%) \39,600

減価償却費 900

（貸） 未払法人税(\88,000×45%) \39,600
減価償却累計額 900

設例4－期間配分計算の方法（法人税率の変更がある場合）

D社は1995年に40,000円の機械設備を購入した。当該機械設備の耐用年数

を4年、償却後の残存価額を0円とし、企業会計上は定額法により課税所得計算

上は級数法により減価償却計算を行うものとする｡ 1995年の法人税率は45%

であったが、1996年以降は50％に変更されることになっている。この場合、

1995年および1996年の法人税申告額は以下のようになる。

第1. 10表 税額表

1996年1995年

税金及び減価償却費控除前利益
減価償却費（級数法）

課税所得
税率

法人税申告額

\ 100,000
12,000

\ 100,000
16,000

84 ,000
45％

88 ,000
50％

\ 37,800 \ 44,000
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ここで、繰延法、債権債務法および純税額法により作成された損益計算書と

貸借対照表を示せば以下のようになる。

第1.11-1表 損益計算書

(1)繰延法 (2)債権債務法 (3)純税額法

1995年 1996年 1995年 1996年 1 995年 1 996年

税金及び減価償却費
控除前利益

減価償却費

税引前利益
法人税：

申告額
配分額

\100,000 \100,000 \100,000 \100,000 \100,000 \100,000
10,000 10,000 10,000 10,000 12,700 11,000

90,000 90,000 90,000 90,000 87,300 89,000

０
０

０
０

８
７

Ｚ
２

３ ０
０

０
０

０
０

４
Ｌ

４ ０
０
０
０

８
０

７
３

３ ０
０

０
０
０
０

４
Ｌ

４ ０
０

０８
７

７３ ０
０

００４４

40,500 45,000 40,800 45,000 37,800 44,000

税引後利益 \49,500 \45,000 \49,200 \45,000 \49,500 \45,000

第1.11-2表 貸借対照表（一部）

(1)繰延法 (2)債権債務法 (3)純税額法

1995年 1996年 1995年 1996年 1995年 1996年

資産：

機械設備
減価償却累計額

負債：

未払法人税
貸方繰延税金

繰延税金負債

\40,000
10,000

\40,000

20,000
\40,000

10,000
\40,000

20,000
\40,000

12,700
\40,000

23,700

㈹
㈹
一

８
７
，
，

７
２

３ 帥
帥
一

０
０

４
１

４ 側
一
帥

８
０

７
３

３ 帥
一
的

０
０

４
１

４ 帥
一
一

８７３

44,000
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(1)繰延法では、法人税率の変更があっても繰延税金の修正計算は行わない。

第1．12表 仕訳等

1995年 1996年

法人税（税引前利益×税率）
法人税申告額（課税所得×税率）

繰延税金

\ 40,500
37,800

\ 45,000
44 , 000

\ 2,700 \ 1,000

〔仕訳〕 1995年：（借）

（貸）

法人税(\90,000×45%) \40,500
未払法人税(\84,000×45%) \37,800
貸方繰延税金 2,700

1996年：（借）

（貸）

法人税( \90,000×50%) \45,000
未払法人税(\88,000×50%) \44,000
貸方繰延税金 1､000

(2)債権債務法では、法人税率の変更があった場合は変更後の税率を用いて繰

延税金の修正計算が行われる。

第1．13表 仕訳等

1995年 1996年

税法上の減価償却費（級数法）
企業会計上の減価償却費（定額法）

期間帰属差異の発生
予想税率

繰延税金

\ 16,000
10,000

\ 12,000
10,000

6,000
50%

2,000
50％

\ 3,000 \ 1,000

〔仕訳〕 1995年：（借）

（貸）

法人税 \40,800
未払法人税(\84,000×45%)
繰延税金負債( 6,000×50%)

\37,800

3,00(）

1996年：（借）法人税 \45,000
（貸） 未払法人税(\88,000×50%)

繰延税金負債( 2,000×50%)
\44,000

1,000
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債権債務法の特徴は、税率が変更された場合あるいは新たな税が賦課された

場合に繰延税金資産および負債の金額を修正することである。例えば、1997年

に税率が55％に変更された場合には次のような修正計算を行うことになる。

第1．14表 計算

1997年期首の累積期間帰属差異合計

（1995年\6,000+ 1996年\2,000)
新税率

\ 8,000
55％

修正繰延税金

帳簿上の繰延税金(\3,000+ \1,000)

1997年の法人税への修正

０
０

０
０

４
０

４
４

\ 400

(3)純税額法では、繰延法あるいは債権債務法によって算出された税効果額を

用いて表示されることになる（次の計算は繰延法による)｡

第1．15表 計算

1995年 1996年

企業会計上の減価償却費
減価償却にかかわる税効果

損益計算書上の減価償却費

\ 10,000
2,700

\ 10,000
1,000

\ 12,700 \ 11,000

〔仕訳] 1995年:(借）法人税( \84,000×45%) \37,800
減価償却費 2,700

（貸） 未払法人税(\84,000×45%) \37,800
減価償却累計額 2,700

1996年：（借）法人税(\88,000×50%)
減価償却費

（貸） 未払法人税(\88,000
減価償却累計額

\44,000

1,000

50％） ￥44,000
1.000
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このように法人税率が当該期間帰属差異の解消される前に変更された場合、

繰延法と債権債務法では算出される税効果額に違いが見られ、企業会計上の税

引後利益も同一にはならない。

Ⅲ 税効果会計の効果

本章では税効果会計の基本概念を、さまざまな面から取り上げてきた。これ

らを踏まえながら、まとめとして税効果会計の持つ効果について考察する。

会計に限らず広く経済的現象は、その現象に対する立場の相違により異なっ

たものとして理解される。これは会計についても当てはまる。すなわち、本書

のテーマである税効果会計についても、その考察する立場の違いによっては異

なる効果を持つものと見えるかもしれない。そこで、本項ではこうした立場あ

るいは会計観の違いを考慮に入れつつ、税効果会計の持つ効果を以下のように

まとめる。

目的適合的会計情報提供のための税効果会計

税効果会計は、企業の将来純キャッシュフロー予測への貢献という財務会計

目的に適合した発牛主義会計の特性を、より有効に発揮させるための対応原則

の一形態として理解できる。さらに、この前提には財務会計の目的を企業の将

来純キャッシュフロー予測に有用な情報の提供にあるとした概念フレームワー

クがある。

また、利益情報を将来純キャッシュフロー予測に有用であるとするならば、

税引後利益を用いた財務指標作成を重視する立場もこの範時にいれることがで

きる。これは、税引後利益を用いて財務指標を作成する際、税効果会計がおこ

なわれなければ適切な情報が得られないとする立場であり、特に株価収益率に
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関して以下のような見解を展開するものである（中田[1973] pp.20-22)｡

株価収益率とは1株当たり利益に対して株価が何倍まで買われているかを表

し株価の相対的水準を判定するものであるが、その計算には正常な1株当たり

利益の算定が求められる。この場合、期間帰属差異により法人税費用が変動す

るならば1株当たり利益は正常な数値を示さず、株価収益率は適正な経営成績

を反映しない。そのため、税引後利益が正常な経営成績を表示し得るように、

(企業の選択によってもたらされる）法人税の繰延または前払いの影響額をそ

れぞれ対応する期間に配分する税効果会計が求められる。

時価評価に関連した税効果会計

アメリカ会計学会(American Accounting Association :AAA)は「基礎的会
（10）

計理論」の中で会計情報の有用性を強調し、情報の目的適合性等を重要な会計

基準としてあげた。その中で、検証可能性および客観性が要求される法的会計

には歴史的原価(historical cost)が目的適合的であり、また、将来の予測と行

動の指針を策定するには現在原価(current cost)による時価評価が有用である

とした。さらに財務諸表には歴史的原価欄とともに現在原価欄を設け、原価情

報と時価情報を対比して表示することを提唱した（2欄式会計報告書の作成)｡

その際注目すべきことは現在原価の評価増に伴う追加課税の可能性を認識し、

具体的にはその金額を貸借対照表および損益計算言に示した点である。すなわ

ち、貸借対照表の現在原価欄に現在原価評価増見積法人税(estimated taxes

in increase to current cost)を設ける一方、損益計算書においては現在原価

評価利得(net gains from current cost valuations)に対する連邦法人税引当

額(federal income taxes applicable)を控除して純利益を表示した。これら

の処理は時価評価に関連した税効果会計の一形態とも考えられる（飯野[1969］

pp.129-131)。

(10) AAA, A St"eme"t Q/ BQsZc Accoz"ztmg Tﾉleofy, 1966
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企業行動を合理化する税効果会計

批判的立場からは、税効果会計がある経済現象に対応した企業行動を合理化

する働きがあるとする。すなわち、税効果会計が企業会計上認識される法人税

費用を増大させ、税引後利益を減少させるとの前提の下に、配当の抑制および

公共事業の高料金設定に対して論理的支持を与えるというものである。

企業に対する課税の緩和が進められた1980年代後半、税効果会計によって

(企業会計上の法人税費用が増大し、税引後利益が縮小表示されて）実際の支

払法人税額と会計上の法人税費用との乖離がより顕著になったが、配当可能利

益としての税引後利益のこうした縮小は現金配当抑制を合理化する直接的な手

段になった。

また、税効果会計は公共事業の料金設定にも大きな影響を与えるとする。一

般にアメリカの公共事業料金は、営業費(cost of service)に公正報酬( fair

return)を加えて算定される。この場合の公正報酬は通常、資産原価( original

cost)から定額法によって算定された減価償却累計額を控除したものに一定の

公正報酬率(fair rate of return)を掛けて算出される。ところで、公益事業

会社の料金算定においては、ほとんどの州公益事業委員会は資産原価に基づい

た定額法減価償却のみを規定しているため、事業費に含まれる減価償却費につ

いても定額法以外の方法は採用できないものとなっている。一方、公益事業会

社の課税所得計算においては級数法(sum-of-the-years'digits method) ､ 2倍

逓減法(dOuble-percentage-on-book-value method)の採用が認められているた

め、料金設定のための費用計算過程とは異なる減価償却法が採用できる。この

場合、営業費の一部として算入される法人税費用の算定方式が問題となる。

(税効果会計を行わない）実際税額説による法人税費用額（申告税額）は通常

税効果会計を採用して算出される法人税費用額より小さく表示される。逆に、

税効果会計（公益法人会計の場合は正常化法(normalization methOd)と呼ば

れる）を実施すれば、そこに計上される法人税費用額は実際の支払税額より大
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きくなる。したがって、税効果会計（正常化法）を採用すれば、実際税額説に

よる場合に比べ当該公益事業法人の報告利益は圧縮され、結果的に算定される

公共事業料金の額を高める要因となるから、税効果会計は高い料金設定を合理

化する手段の1つと考えられる。



第2章 アメリカにおける税効果会計の発展

I 初期税効果会計概念の形成

本節では、税効果会計に関するGAAPの形成過程とその要因を初期の段階か
（11）

ら解明する。これは、税効果会計についてのGAAPを構成する公式見解 の歴

史的変遷を考察し、同時にその時々の経済環境とそれらに対応した会計実務に

おける税効果会計の導入状況を分析することで可能となる。

税効果会計がそれ自体完結した1つの会計領域として確立したのは1960年代

後半であるが、法人税の期間配分という概念はGAAP形成の初期の段階から公
（12）

式見解の中で展開されてきた。

課税所得と企業利益の乖離が税効果会計の本源的原因であり、その乖離が初

めて顕在化したのは1930年代半ば以後のことである。

当時、連邦政府は経済恐慌の後に続いた不況に対処するため金融緩和政策を

(11）ここで言う、GAAPを構成する公式見解とは、アメリカ会計士協会( American

Institute of Accountants :AIA)の下位機関である会計手続委員会( Committee

on Accounting Procedure:CAP)の公表した会計研究公報( Accounting

Research BulletinS:ARB)、アメリカ公認会計士協会(American lnstitute of

Certified Public Accountants:AICPA )の下位機関である会計原則審議会

(Accounting Principles Board:APB)の公表した意見書(Opinions )、および

財務会計財団(Financial Accounting Foundation:FAF)の下位機関である財

務会計基準審議会(Financial Accounting Standards Board:FASB)の公表す

る財務会計基準書(Statements of Financial Accounting Standards:SFAS)

を指す。それぞれ、CAPは1939年から59年までの20年間に51のARBを、APBは

1961年から72年までの間に31の意見書を公表した。そして1973年以降現在に至るま

でFASBは100を超えるSFASを公表し続けている。しかし、議論の展開上必要な

場合にはこれらに限定せず、その他の機関による公式見解を含めることとする。

(13 西村は税効果会計の起源を、1937年SECの証券法通牒(Securities Act Release)

第1210号における、中間財務諸表上での租税債務の見積計上規定に求めた（西村

[1987b] p.47)。
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実行し、その一環として市中金利を引き下げた。これにより過去に高金利で発

行された社債の繰り上げ償還と低利率による借換債発行のブームが起こった。

その結果として償還された社債の未償却割引発行差金および償還プレミアムに

関する会計処理が実務上重要な問題となり、CAPは1939年にARB第2号「償還
（13）

社債の未償還割引発行差金と償還プレミアム」を公表してこの問題に対応し

た。

この中で、CAPは償還社債の未償却割引発行差金および償還プレミアムの

会計処理について、

a法 損益計算書上での即時一括償却

b法 利益剰余金賦課による即時償却

c法 当該償還社債の当初償還期間にわたる毎期償却

のいずれの方法も容認した。ところが、課税所得計算上では未償却割引発行差

金および償還プレミアムは償還年度の損金と見なされたため、a法による処理

の場合には問題は生じなかったが、b法およびc法による処理を行った場合には

企業会計上の利益と課税所得計算上の所得の間に差異が生じることとなった。

しかしARB第2号ではこうした差異に関しては何ら言及されておらず、この点

に関する公式見解は1942年のARB第18号「償還社債の未償却割引発行差金と
（14）

償還プレミアム（補遺版)」の公表を待つこととなった。

ARB第18号では、ARB第2号が触れなかったこれらの問題に対して次のよう

な手続を求めた。すなわち、償還社債の未償却割引発行差金および償還プレミ

アムに関する会計処理は、ARB第2号での、

(13) CAP, ACcoI"z""g Reseaﾉ℃ﾉzB皿〃“m No.2.･ U"αmoF〃zed DZscoz"zta凡d

Redemptjon, Pだ"皿Jm o" Bo"ds Re/t"zded, 1939.

(14 CAP, Acco"“"zg Reseaﾉ℃ﾉz B""etm No.18.･ U"αmoF〃zed DjscoI"zt

α"d RedeﾉγzptZoFz PFemZI"7z orz BoIzds Ra/Wzded (SuppJemeﾉzt), 1942.
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(1)b法による処理を行う場合、対象となる未償却割引発行差金および償還プ

レミアムのうち、当該社債償還による法人税の減少額を超えた部分のみを利益

剰余金に賦課し、この法人税減少額相当部分を損益計算書上の費用とする、

(2) c法による処理を行う場合には、社債償還による法人税減少額相当の未償却

割引発行差金および償還プレミアムを償還年度における費用として損益計算書

に計上し、残りの部分を資産として繰り延べるか、社債償還による法人税減少

額と同額を将来支払うべき法人税の引当金として費用計上する、

こととした。

以上のことからARB第18号は、純税額概念による法人税の期間内配分（上

記(1)）および期間配分（上記(2)）を規定していることは明らかであり、税効

果会計に関する最初の公式見解とされている（飯岡[1974] p.34、Beresford

[1983]p.135)。

一方では、この間に第2次世界大戦が勃発し、アメリカにおいても戦時経済

体制がとられた。その際に導入された戦時緊急設備(emergency war facilities)
（15）

に関する税務上の早期償却制度は、先に述べた社債の繰上償還問題や、1930

年代後半になされた欠損の繰越控除を容認する条項の制定(IRA 1939, SeC.125)

とともに税効果会計導入の大きな契機となった。また、戦費調達のためになさ

れた戦時税制下での法人等への重課税は、企業会計上での税引前利益と当期支

払法人税との対応関係の適切な表示をめざす税効果会計の必要性を強く喚起し

た。

(13 必要証明書(certificate of necessity)等の添付を条件に税務上5年間の特別償

却(five-year amortization)を認めた(IRA 1942, Sec.124)。
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第2．1表 連邦財政構造の歴史的変化（対GNP比率）

（単位：％）
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第2．2表 法人税率の変遷

(単位：％）
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(出所）西村[ 1987b ] p.56。

このように税効果会計が必要とされた状況の下で、CAPは法人税に関する
（16）

包括的な公式見解としてARB第23号「法人所得税会計」を1944年に公表した。

この中では法人税は費用と見なされ、他の費用同様利益をはじめとする他の

諸勘定に対して配分されるべきものと規定された。また反復的差異を除いたす

べての期間帰属差異をその認識の対象とし、純税額概念による法人税の期間配

分を要求した。こうして、税効果会計を一会計領域としてはじめて取り上げた

この公式見解は、部分的配分説および純税額法を支持しながら、法人税の期間

配分に関する実務上の指針を明確に示した。

(16) CAP

Tα蛇es，

A cco邸"""g Resea戸cﾉz B""etm Ⅳo.23.･ Acco""""g /oF I"come
1944.
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しかし、この公式見解に対して監督機関である証券取引委員会(Securities
（17） （18）

and Exchange Commission :SEC)は1945年に公表したASR第53号 の中で批

判的な見解を示した。これによれば、法人税費用は税法により算定された実際

支払税額でなければならず、ARB第23号による法人税費用を修正する方法で

の税配分は認められないとした。初期にはこうした意見の対立をはじめとして、

税効果会計自体の是非を問う議論が盛んになされた(Keller [1966] pp.384-410)。

その後、1950年に朝鮮戦争が起こり連邦政府はその遂行を支援するため、戦

時緊急設備に対して税務上の早期償却を認めるという、第2次大戦時と同様の

政策を実施した。CAPはこれをうけて1952年にARB第42号「緊急設備一償却

㈹ SECとGAAPとの関係を簡単にまとめると以下のようになる。

SECは連邦証券諸法の運用にあたる独立した行政委員会であり、規則制定権お

よび準司法的権限を有するが、具体的な会計処理や財務諸表の作成に関する基準な

どGAAPを構成する内容についてはその作成を職業会計士団体に委ねている。こ

のことは以下のようにASR第4号および第150号において示されている。

ASR第4号(1938年）によれば、SECに提出される財務諸表は「有力な権威の支

持」(substantial authoritative support)のある会計原則に遵って作成されねば

ならないとされたが、ここで「有力な権威」とは会計原則を作成する職業会計士団

体と解され、以後この包括的規定に従ってCAPやAPBが会計原則の設定活動を続

けた。また、ASR第150号(1973年）はこの規定の範囲をFASBにまで広げた。一

方、SECはGAAPに関して自らの基本的見解をASRを通じて表明するのみであっ

た。

SEC, AccoI"ztmg Ser､ies Releq,sG No､4.･ Adm,mjs〃a""e Po"cy o" F加α凡cZqj

S"teF7ze"ts, 1938.

SEC, AccoI"ztirzg S"Zes ReZe(Jse lVo.150.･ St"eme"t qf Po"cy o" tﾉle

Esmb"sﾉzmemα"d Impm"eme7zt Q/Acco"凡""g P'WzcjpZes Q"d Sjα"dα,､ds,

1973．

(18) ASR第53号は法人税の期間配分には反対したが、本規定の遵守を強制すること

はなかった。

SEC, AccoI"ztmg Se"es ReleczsG IVo.".･ I7z, tﾉzG MqtteF､ Q/ "Cﾉzα晤esz凡

LjgzJ Q/ Tα虻Gs"-St"eme"t q/ t/ZE CommZssjoFz's OpirzZoFz Regar､amg

"C/zα嗜es m LiezL Q/1IzcoP7ze Ta苑gg q"d !P7､ouZsjo"s /b'､ I"come Ta苑eS ''

mtﾉzE Pm/it (znd Loss Stateme"t, 1945.
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（19）

と法人所得税」を公表し、税務上の早期償却に由来する期間帰属差異につい

て、これにかかる法人税の期間配分を求めた。その中で、従来からの純税額法

による表示を認めながらも、債権債務法による法人税の期間配分計算をはじめ

て示した。
（20）

1953年のARB第43号「会計研究公報の再述および改訂」ではこれまでに公

表されたすべてのARBが整理および改訂されたが、税効果会計に関するARB

第23号および第42号は大きな変更を受けることなくGAAPの一部として体系化

された。ただ、ARB第23号への準拠が実務上不適当であれば繰延法人税を独

立表示することを認め、また、計算方法としては債権債務法を認めながらも初

めて繰延法適用を勧告した点は注目すべきである。

朝鮮戦争終了後、アメリカ経済は不況に陥りアイゼンハワー共和党政権は景

気回復のための減税を経済界から求められた。しかし当時の財政状態は厳しく、

朝鮮戦争の終結に伴い軍事支出の削減は行われたものの、戦時超過利潤税の廃

止や新たな財政支出増加のために、収支見通しは1954年当時赤字であった。ま

た一方では、そのころ均衡財政主義が共和党政権下で支持されており、大統領

は経済界からの減税要求と均衡財政主義貫徹との間できわめて困難な選択を迫

られた。議会では法人税率の引き下げが議論されたが、巨額の税収減が予想さ

れるとして結局減税法案は否決された。このような状況の下で、法人一般減税
（21）

の代わりに税務上の加速償却制度等の導入を含んだ各種の選択的減税 が考慮

され、これらを盛り込んだ1954年内国歳入法(IRA 1954)が公布された。同法

(19) CAP, ACCoIJ"tmg RGseaﾉ℃ﾉz B""etm No.42..Eｱ刀gﾉ句ge7zcy FQc""es-

Dep/-ecj"Zo", Am,or､"zaなo凡α"αI"come Tα妬Gs, 1952.

CO) CAP, Accoz"ztmg Resem､c/zBu〃“加No.43.･ Rest"eme砿α凡d Re"isto"

Qf Accoz"ztmg Resear℃/z B""etms, 1953.

@1)2つの加速償却法(200%定率法(declining-balance method at the straight-

line rate)および級数法）の導入のほかに、欠損繰戻期間の1年延長や試験研究費

に対する税制上の優遇措置をその主な内容とした。
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は税効果会計の確立に決定的な役割を果たすことになったが、それは次の内容

による。

まず、税務計算上の早期償却制度が、過去に実施されたような戦時経済下に

おける緊急設備を対象とした一時的かつ限定的な制度ではなく、規定を満たし

た一般的な償却資産にまでその対象を広げ200%定率法や級数法などの加速償

却法を認めた点である(IRA 1954, Sec.167)。このため、減価償却に関する期

間帰属差異の発生が経常的になると同時に対象となる金額も増えたため、これ

らについての処理は重要な会計項目となった。

また、課税所得は各法人が自主的に採用した会計処理基準により決定した利

益を基礎に計算されると規定した(IRA 1954, SeC.446)。このことは、租税政

策上の特別措置によって生じる、企業会計上の利益と課税所得との乖離を容認

するものであった。

こうして1954年内国歳入法以後、税効果会計はより普遍的かつ重要な問題と

して展開していった。

先に示した、税務計算における加速償却の容認により発生した期間帰属差異
（22）

に関して、CAPは同年ARB第44号「逓減残高償却法」を公表し、課税所得計

算上は加速償却を用いながら企業会計上ではその他の償却方法を採用する場合、

それによる差異の適切な表示のための、財務諸表上での税効果会計採用の必要

性を主張した。また、本公報では加速償却による課税繰延が比較的短期間内に

回復されると合理的に予想できない期間帰属差異については認識の必要を認め

ず、部分的配分説の立場をとった。
（23）

しかし、1958年に公表されたARB第44号（改訂版）「逓減残高償却法」 で

" CAP, AcCo""""g RGseaﾉ℃ﾉz B""etm No.44.･ Dec〃"mg Bqjq"ce

Dep"αα〃o", 1954.

" CAP, AccoIJ"tmg Reseaﾉ℃/zBIJ〃e"〃No.44 (Re[ﾉZse(D.･ Dec"""g BqZq"ce

Dep7､ecjα〃o7z,, 1958.
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は、こうした部分的配分説の立場を改め新たに包括的配分説を主張するととも
（24）

に、反復的差異に関してはそれによる税効果を追加的減価償却により認識す

ることもあわせて認めた。

その後、こうした税効果会計に関する基本概念の整備に伴い、その適用範囲
（25）

は連結財務諸表にまで拡大した。1959年公表のARB第51号「連結財務諸表」

では、子会社の未分配利益を親会社に送金する際課税されると予想される法人

税については、連結損益計算書上での見積による引当計上が妥当であるとし、
●

また、資産に含まれる連結未実現利益に対して法人税が支払われた場合は、そ

の支払済法人税を繰り延べるか、あるいはその未実現利益の消去額から当該支

払済法人税を控除することとした。

このように、税効果会計実務が進展する中、SECは財務諸表における繰延法
（26）

人税の取り扱いに関するASR第85号を1960年に公表して法人税の期間配分計

算に対するSECの立場を明らかにした。この中でSECは、減価償却方法が税務

計算上と企業会計上で異なるために生じるすべての税額軽減についてはその効

果を将来へ繰り延べることとし、またその方法としては先のASR第53号にお

いて適用に否定的見解を示した繰延法あるいは純税額法を容認した。

n APB以後の税効果会計の発展

これまでは、主にCAPにより公表されたARBの再検討を通じて、税効果会

“ 包括的配分説の下では、部分的配分説をとる場合に比べ財務諸表上での当期法人

税費用がより大きく表示されるため、表示上の純利益を減少させる。公認会計士や

証券アナリストはこの点を重視した(Keller [1962] pp.59-65)｡

" CAP, ACCoz"z""g Resear･cﾉzBz4〃鈍加 Ⅳo.51.．Co71,so〃ααted Fmα"cZ(zZ

St"eme"ts, 1959.

" SEC, AccoI"Ztmg Ser･Zes ReZease No.85: St"emgFzt Q/ Admmis"､α"Ue

Po"cy Rega7amg Bqjarz,ce Sﾉzeet TJ-e"ﾉγze" Q/ C7edZt Eq"ZIJqjerzt jo
RedzJc"o凡加1"COr7Ze Tα虻es, 1960.
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計の初期発展段階における関連GAAPの変遷を概観した。そこでは、当初ごく

限られた領域で展開された税効果会計の概念が、外部環境の変化とそれに伴う

会計実務の要請に伴い、次第により広い会計領域へとその適用範囲を広げていっ

た過程が観察できる。

1957年に名称を変更したアメリカ公認会計士協会(AICPA)はGAAP設定の

ための新たな機関として会計原則審議会(APB)を創設し、これまでCAPが続

けてきた活動をこれに引き継がせた。そこで、次にこのAPBによる公式見解
●

(意見書）の公表経過を概観することにより税効果会計の次の発展段階の考察

を試みる。

APBがはじめて公表した、GAAPを構成する公式見解は、1962年の意見書
（27）

第1号「新しい減価償却の指針および規則」であった。これは内国歳入局(U.S.

Treasury Department lnternal Revenue Service)による、減価償却資産の標
（28）

準耐用年数の短縮等を内容とする新たな取扱通達の決定をうけて公表された

もので、新しいガイドラインの下でのARB第44号（改訂版）の適用を求めた

点は税効果会計にも大いに関係するものであった。

ところで、当時のアメリカはケネディ民主党政権の下にあった。経済状況は

きわめて悪く、民間設備投資の不振や高水準の失業率、国際収支の悪化など多

くの問題を抱えていた。こうした経済状況に対してケネディのとった政策は設

備投資を主とした資本蓄積の促進であった。そして、雇用状況の改善と高い経

済成長の実現、合理化投資の促進による生産性の向上とそれによる国際競争力

の回復、結果としての国際収支の改善など、これらを同時に達成させようとす

" APB, APB Opi"io〃No.1.･ NeuﾉDep/･ecjα〃o〃G哩尅e""es fm,d R"Jes,
1962．

四 それ以前は1942年に制定された標準耐用年数により減価償却計算が行われていた。

62年の改訂の主たる対象は建造物を除いた機械および装置であって、標準年数で約
35％、実際年数で約15％それぞれ短縮された。

U.S. Treasury Department lnternal Revenue Service, TﾉzelVeI" Dep7gCi"Zo7z
GzJide〃〃es Q"d RIMes, Revenue Procedure 62-21, 1962 .
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る積極的な経済政策であった。

ところが、ケネディ政権においても引き続き均衡財政主義がとられており、
（29）

企業に対する一般減税の実施は遅れ、設備投資促進を目的とした2つの選択

的な減税措置が先行した。その1つが先に示した減価償却資産標準耐用年数の
（30）

短縮であり、もう1つが投資税額控除制度(Investment Tax Credit :ITC)の

導入であった。そして、このITCに関する会計上の取り扱いをめぐって以後議

論が展開された。

まず、APBはこのITCの立法化に伴い1962年に意見言第2号「投資税額控除
（31）

の会計」を公表したが、この中でITCに伴う法人税計算については繰延操作を

行わない実際税額法と繰延操作を行う繰延法の両者に言及しながらも結論的に

は後者を支持した。
（32）

ところが、翌年1963年にSECが公表したASR第96号では、両法のうちAPB

の支持しなかった実際税額説による処理を多くの企業が採用している事実を指

摘した上で、繰延法処理の一般承認可能性に疑問を投げかけAPBの意見書第2

号に反対する立場を表明した。
（33）

こうした意見書に対する批判をうけて、APBは次の意見言において大幅な

” 一般減税は1964年内国歳入法により実施された。これによると法人税の基本税率

は30％から22％へ8％引き下げられ、25,000ドル以上の所得に適用される付加税率

は22％から26％へ4％引き上げられた。

鋤 1962年内国歳入法により導入された投資税額控除制度は、すでになされた設備投

資の償却額とは関係なく1962年以降の設備投資額の7％が税額控除の対象とされた。

そしてその設備投資額の7％が25,000ドル未満の場合はその全額が控除され、これ

以上の部分についてはその1／4相当額が控除されるものであった(IRA 1962, Sec.

46)。

6') APB, APB OpmZo刀Ⅳo.2.･ Acco"""凡g/b戸鋺e"7"Ugsｵme"jC戸edit'' ,
1962．

" SEC, AccoIJ"""g Serfes ReZease No.96.･ AccozJ"""g /b7､t/ze @7""estme"t

CFed"'', 1962.

" APB意見書第2号に対しては、アメリカ会計学会(American Accounting

Association: AAA)も反対の立場をとった(AAA [1964a] pp.694-695)。
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（34）

譲歩を余儀なくされた。1964年意見書第4号「投資税額控除の会計」はこうし

た譲歩の結果であって、そこでは意見言第2号に対する一般からの承認の欠如

を認めながら、先に支持した繰延法に加え実際税額法をも認めた。このことか

ら少なくとも1960年代前半には、包括的な法人税の期間配分計算は実務からあ

まり求めていなかったことが理解される。

こうしてITCに関する会計処理については一応の結論が導き出されたが、こ

の一連の出来事は以後のAPBの活動に大きな課題を残すことになった。

ところで、この当時は法人税の期間配分方法としては繰延法、債権債務法、

純税額法の3法が公式見解の中に混在しており、その論理一貫性の欠如は大き

な問題であった。

第43号以降に公表されたARBの整理および再検討を目的として公表された
（35）

意見書第6号「会計研究公報の現状」では、この問題に答える形で繰延法およ

び債権債務法の両法を繰延法人税の計算に適用可能であるとした。

翌年、AICPAは税効果会計の理論指向的研究の成果として会計調査研究書
（36）

第9号「法人所得税の期間配分」を発表した。その中では、法人税を適切に期

間配分されるべき費用との前提の下に次のことが主張された(Black [1966] p.

123)｡

・法人税の期間配分は包括的配分説によりなされるべきである。

・借方繰延法人税は繰延法により、また、貸方繰延法人税は債権債務法により

配分されるべきであって、純税額法は適用されるべきではない。

" APB, APB OpiIzZo7z jVo.4 (AF7ze"dmg No.2) : AccoL"ztmg /o7，tﾉze

47"uGstme"t C"dZZ", 1964.

" APB, APB Op"ZoFz JVo.6.･ S""s Q/ Accou"戊凡g ReseQ7℃/z B""e""s,

1965．

" Black, H A., IMe7℃G7､jod A"oc"jolz Q/ Corpol､"G I"come Ta釦es：

AccoI"zrmg Reseα7℃ﾉz S"dy No.9, 1966.
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・長期にわたる繰延法人税債務は、内部利益率により割引計算された後表示さ

れるべきである｡(この繰延法人税の割引計算は同年に公表された意見書第10
（37）

号「各種意見」において否定された｡)

・欠損の繰延による課税軽減効果は、その実現が確実な場合に限り欠損期間に

おいて認識されるべきである。

そして、この研究言第9号による成果を公式見解に反映させたものが次に触

れる意見書第11号である。

1967年、APBは税効果会計に関するこれまでの見解を総合し、より体系的
（38）

な法人税の期間配分の実現を目指した意見書第11号「法人所得税の会計」 を

公表した。この意見言は、1987年12月に示されたFASBの新しい公式見解（財

務会計基準書第96号）により破棄されるまでは、長年にわたりアメリカにおけ

る税効果会計実務の拠り所とされたもので、以下のような要点により構成され

ていた。

・法人税の包括的期間配分は租税費用の決定に不可欠であって、法人税費用に

は税引前利益の決定を左右する収益費用取引の税効果を含めるべきである（包
（39）

括的配分説の支持）。

・法人税の期間配分は繰延法によりなされるべきである。

・繰戻欠損金の税効果は欠損年度へ配分し、その欠損年度の損益計算書におい

" APB, APB Opmio〃Ⅳo.10.･ Om,"Zbus Opmjo"-1966, 1966.

⑱ APB, APB Opmjo凡Ⅳo.".･ Acco邸凡""g /o'･ Irzcome Ta工es, 1967.

鋤 ここで注意すべき点は、包括的配分説を研究書第9号およびこの意見書が支持し

たことである。先のITCに関する議論が展開された際には、包括的配分説はあまり

支持されておらずむしろ部分的配分説の方が主流であったことを考慮すると、実務

は1962年から67年のわずか5年間に部分的配分説から包括的配分説に支持を変更し

たことになる。この背景には1954年に始まった一連の税制上の優遇政策（1954年税

務上の加速償却の容認、62年ITCの創設、64年法人税率の引き下げ等）が60年代半

ばには企業に対する課税強化（66年ITC停止、69年同廃止、68年法人税率の引き上

げ）へと変更されたことが深く関わっている。
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て認識されるべきである。また、繰越欠損金の税効果は、欠損年度においてそ

の実現が確実に予想される場合は当該年度の損益計算書において認識されるべ

きであるが、これ以外の場合は実現する年度まで認識されるべきではない。

・経営の成果を適切に表示するための、法人税の期間内配分は望ましい。

・財務諸表上の法人税費用および関連する繰延税金は、当期支払分と繰延分を

区別するとともに、繰延税金の流動分と非流動分も区別して表示しなければな

らない。

このように意見書第11号は、包括的配分説や繰延法といった現在に至るまで

長く実務的に支持されてきた法人税期間配分計算の基本思考を網羅しており、

税効果会計発展の歴史の中でも最も重要な公式見解の1つである。そして、こ

の意見書の公表後は先に示した要点とその背景にある論理の下に、さまざまな

特殊領域における税効果会計概念の整備が進められた。
（40）

意見書第23号「特殊領域における法人所得税の会計」 や意見書第24号「法
（41）

人所得税の会計」がその後1972年に公表されたが、両者はまさにこうした発

展の方向性を具体化したものであり、税効果会計のより一層の充実が図られた。

意見書第23号は、子会社の未分配利益、合弁事業法人(corporate joint

ventures)に対する投資、貯蓄貸付組合(savings and loan associations)の貸

倒準備金、生命保険会社(stock life insurance companies)の保険契約者剰余

金(policyholder's surplus)など特定領域における法人税期間配分実務を規定

した。その中では以下のような点が求められた。

・連結利益に含まれた子会社の未分配利益は、原則的には期間帰属差異として

㈹ APB, APB Opmjo〃Ⅳo23.･ Acco""""g /oｸ、/"come Ta非Gs-Spec jq j

A7､eQs, 1972.

《1) APB, APB OpZ"io凡No.24.･ Accoz"z"噂ノbr I"co7γLe T(z"Gs-I""es"7ze"ts

Z" Commo" Stoc" AccoI"zted /･oFbyjﾉzGEq哩ty met/zod (0t/ze7､ T加凡

SubsidZa戸jgs fmd Corpoγ､"e Jomt Ve7z“だs), 1972.
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処理されなければならないが、子会社からの利益送金が不確定な期限まで延期

されることが明らかな場合は当該差異の解消が不確実であるので、それに由来

する税効果は認識すべきではない。

・合弁事業法人に対する投資に対しては先の規定を適用する。

・貯蓄貸付組合における貸倒準備金、および生命保険会社における保険契約者

剰余金については、先の規定にあった差異解消の不確実な場合における税効果

の認識猶予を発展させ、差異の解消が確実である場合を除き原則的にはそれに

由来する税効果を認識すべきではない。

このように意見書第23号は、期間帰属差異の解消が不確実な税効果は認識す

べきではない、とする部分的配分説を特殊な領域に限定して導入した。

また意見書第24号は、持分法の対象子会社および合弁事業法人以外の会社の

未分配利益について規定しており、この場合にも税効果会計の必要性が指摘さ

れた。

さらに、1980年代前半までには次のような数々の公式見解が表明されており、

意見書第11号で展開された基本論理の下での税効果会計の体系化および総合化

が図られた（西村[1987a] p.76)。

・会計方法の変更に伴う期間内配分の要請
（42）

1971年意見耆第20号「会計方針の変更」

・従業員持株プランに関する税効果会計の規定
（43）

1972年意見書第25号「従業員持株の会計」

・中間財務報告における法人税の取扱規定
（44）

1973年意見書第28号「中間財務報告」

MJ APB, APB Opm,Zo〃No.20.･ Accoz"z""g C/zQ"99s, 1971.

" APB, APB Opmjo〃Ⅳo.25..A cco""立凡gんr､Stoc" IsszJed fo Empjoyees,

1972．

M APB, APB Opmio〃Ⅳo.28.･ 1"teJW7z Fma凡maJ Repo"m9, 1973.
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･外貨換算に関する税効果会計の規定

1975年財務会計基準書第8号「外貨建取引および外貨建財務諸表の換
（45）

算」
（46）

1981年財務諸表基準耆第52号「外貨換算」

･石油およびガス資源の開発に関する税効果会計の規定

1975年財務会計基準書第9号「石油およびガス生産会社における法人
（47）

所得税の会計」

1977年財務会計基準書第19号「石油およびガス生産会社における財務
（48）

会計と報告」

・イギリス税法の在庫救済制度に関する税効果会計の規定

1979年財務会計基準耆第31号「英国税法の在庫救済制度に関連する税
（49）

制上の優遇措置」

･貸借対照表における繰延法人税の分類基準
（50）

1 980年財務会計基準書第37号「貸借対照表上での繰延法人税の分詞

" FASB, Smteme"t Q/ Fmα"c"J Accou"tm,g S""dar､ds JVo.8.･ Accoz"z,"rzg

/or･tﾉzeT戸α几sIα"orz Q/Fo"唱凡Cz"r､e"cy T7､qn,saajo"s (md For､e唱刀

Cu"eJzcy Fma凡aaZ St"eme"ts, 1975.

㈹ FASB, S"teme"t o/ Fmα"cZ(zI Acco""血凡g S""dαﾉ､αs No.52.．Fo"ig"

CIJ"e7zcy T戸α瓦sjα〃o", 1981.

㈹ FASB, S"ter7zgrzt Q/ Fma刀c"Z Accou"血"gStα"da7ds JVo.9.･ Acco""""g

ん『/"come Ta虻Gs-O〃α"d Gczs PJ､oducmg ComPα"ies, 1975.

(43 FASB, S"remerzt Q/ F加α凡cZqJ AccoI"ztmg S""dα'ds No.19.･ F加α"cZqj

A ccoz"z""g q"d RepoF､""g by O〃α凡d Gqs PF-oα皿cZ"g Com,pames, 1977.

IIJ FASB, St"emeJzt Q/Fmα"ααJ Acco邸"""9 8""dαﾉへds No.31.･A ccoz"ztmg

jbrTa工Be"e/"s ReZ"ed to U.K.Tα苑LegjsZα〃o" CoFz,c〃,zZ"g StocJe

Re"e/, 1979.

" FASB, S"teme"t o/ Fmα"ααJ A ccoz"a""g Stan,daFds No.37:･ Bqjα凡“

SﾉZeetaass"jc"joFz qf De/を〃ed I"co'γzGTa元Gs, 1980.
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･生命保険会社の保険契約者剰余金に関する税効果会計の規定
／貝1、
kJAﾉ

1 982年財務会計基準耆第60号「保険会社の会計と報告」

61) FASB, S"tej7ze" Q/F加α"cjqJ Accoum加gStα"daFds IVo.60.･ Accoz"ztmg

α〃d Repo7""g by /rzsz〃､α"cg E"te噸〆ZsGs, 1982.





第3章 アメリカにおける新税効果会計基準

I 税効果会計実務の見直しと新基準の公表

前章で考察してきたように、税効果会計に関するGAAPはその過程において

様々に試行錯誤を重ねながら形成され、その結果集大成ともいうべき意見書第

11号において現代の税効果会計実務が確立した。そしてその後は、意見害第11

号を基礎とした、特殊領域への税効果会計の導入や税制上の特別措置に関する

取扱へと議論の焦点は移っていった。

ところで、第3-1表に見られるように1971年以降企業を取りまく租税環境は

優遇的であった。特に81年1月に発足したレーガン共和党政権が当初スタグフ

レーション解消を目指して行った経済再建政策（いわゆるレーガノミクス）は、

歳出削減、規制緩和、安定的金融政策および大幅減税をその柱とし、法人税率

の引き下げや税制上の優遇措置の拡大等、企業に対してはきわめて有利な内容

であった。こうして1970年代以降を通じて継続した企業に対する優遇的な租税

環境は、意見書第11号が求めた期間帰属差異の包括的配分とも相まって各企業

の財務諸表上に膨大な繰延法人税の未償却残高を生み出した。また、税制上の

優遇措置制度の数が増えるにつれて財務諸表における法人税の表示形態はより

複雑なものとなり、しかもその計算過程は論理的整合性を失って財務諸表利用

者に混乱を与えるようになった。さらに、意見書第11号以後に公表された公式

見解（前章末参照）の中には、こうした税制上の優遇措置の表示方法に関して

表明されたものが多数含まれるようになった。このことからも財務諸表におけ

る法人税表示の複雑化が理解される。

1987年12月、FASBは税効果会計の新しい基準となる財務会計基準書第96号
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第3．1表 企業に対する租税環境と法人税会計の歴史的推移

法人税の会計実務

法人税費用の認識方法 主要な公式見解

企業に対する租税環境

主要な税制上の優遇措置

純税額概念中立的

1944…･T-‐
｜

’
限定

部分配分説

ARB23 (1944)

社債償還による発行差金等の償却

ARB42 (1952)

戦時緊急設備償却の償却問題

ARB44 (1954)

非反復的差異のみの認識

限定

部分配分説

減税期

54年歳入法一加速償却の導入

62年歳入法-ITCの創設

64年歳入法一法人税率引き下げ

1954

新ARB44 (1958)

減価償却による全期間帰

属差異を認識

ASR 96(1963)

ITCによる期間帰属差異につ

いて純税額法と繰延法を容認

部分配分説

と包括的配

分説の議論

増税期

66年歳入法- ITCの停止

68年歳入法-4.8％の付加税

69年税制改革法- ITCの廃止

1 966

包括的配分

説への変化

APB意見書11 (1967)

繰延法による包括的期間配分減税期

71年歳入法- ITCの復活、

ADR制度の導入、法人税

率の引き下げ

75年減税法- ITCの拡大

1971

取扱いの

複雑化

APB意見書23，24

（1972）77年減税と税制簡素化法一

雇用税額控除制度の創設

78年歳入法一税率の引き下

げ、省エネルギー設備税額

控除制度の創設

81年経済再建法-ACRS ･

RITCの導入、試験研究費

税額控除制度の創設等

包括的配分

の見直し

法人税会計見直しに関するFAS

Bの公式表明（1982）
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増税期

82年歳入法－81年に導入さ

れたACRS ･ ITCの一部廃

止

84年財政再建法一各種税制

改革と増税

討議資料( discussion

memorandum )の公開

（1983）

1982

公開草案 ( exposure

draft)の作成

（1986）

新しい基準

の提示

財務会計基準書 96

（1988）

概念ステートメントの下

に展開された新しい税効

果会計の基準、債権債務

法による処理の要求

(出所) Townsend [ 1987 ] p. 30より作成。
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（52）

「法人所得税の会計」を公表した。基準書第96号は、従来とは異質の思考を

有するきわめて意欲的な内容であり、しばしば問題点の指摘されていたAPB

意見書第11号の廃止および関連GAAPの一部改正を求めるものであった。この

基準書は燕公表当初1988年12月16日以降に始まる会計年度からの適用開始とさ
（53）

れたが、その後3回にわたる適用開始の延期を経た後、1992年2月には修正さ
（54）

れた新しい財務会計基準書第109号「法人所得税の会計」に再度代わられた。

こうした一連の適用延期と修正は、基準書第96号が処理の過大な変更を実務に

求めた結果、実務がこの採用を拒否したために起こった。

そこで本節では、APB意見書第11号およびFASB財務会計基準書第96号の問

題点を指摘した上で、企業による新基準の採用行動を分析する。また、最新の

実務指針となる基準書第109号の内容もあわせて検討する。

1 APB意見書第11号とその問題点

長く税効果会計実務の基準であったAPB意見書第11号は法人税に関する一

般的前提として次の内容を示した(APB [1967] par､14) ｡

｡ FASB, St"eme"t Q/Fmα"cZqJ Acco哩刀""g Sta凡da7､ds No､96.･ Accoz"ztm,9

/br,1"come Ta範es, 1987.

御 以下の基準書により基準書第96号の適用開始が延期された。

FASB, Smteme"t Q/ F加α"ααI Accoz"ztmg Srα"da7as No.IOO.･ Accoz"ztmg

/" IJzcome Tares-De/を〃αJ Q/"eE"をc"UG D"e o/ FASB S"te77zg7zt

JVo.96, 1988.

FASB, S"teme"t q/ F加α"cjqI AccoI"z""g Stα"dα炉asNQm3.･ Accoz"ztm9

/br IIzCoP7ze Ta比es-De/を〃αj Qfr/zGE"をc"UG D"e o/ FASB S"tem,e"t

jVo.96, 1989.

FASB, Smteme"t Q/ Fma凡aaZ Acco""tm,g Sta凡dα『ds No. 108.･ Accoz"z""g

jb7 I"come Ta釦es-D罪〃α/Q/t/zeE"bc""e D"e o/ FASB St"eme7zt

JVo.96, 1991.

" FASB , St"eF7zelzt Q/ Fj"qrzc"J A ccoIJrztm9 8""dqr､as No.IO9.･

AccozJJztmg jb肝加com,g TQres, 1992.
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・課税の継続

継続企業の前提(going concern basis)の下に法人税は将来にわたり課税され

る。

・法人税の費用としての認識

課税対象となる所得を稼得する企業にとって、法人税は費用(expense)である。

・法人税の測定と期間帰属

費用としての法人税は他の費用項目と同様、測定と適切な期間帰属の認識が必

要である。

・対応概念

収益と費用の対応概念(matching concept)は利益決定の基本的仮説の1つで

あり、法人税の会計においてもこの対応概念が適用されるべきである。

意見書は以上の前提に基づき、法人税の期間配分計算を財務諸表上での法人

税費用決定に不可欠な手続であるとする一方、法人税費用には税引前利益を算

出する過程での収益および費用取引の税効果が含まれなければならないとした。

こうした前提の下に包括的配分説を支持し、法人税の期間配分計算には繰延

法を採用して、損益計算書上の税引前利益と法人税費用との適正な期間対応を

重視した。そして、企業会計上の法人税費用は税引前利益に永久差異項目を加

減した額に当期の法人税率を掛けて算出し、この法人税費用と税務上納付すべ

き額との差を繰延税金として貸借対照表に計上した。

しかし、本意見耆は1967年に公表された直後からその内容に対して様々な批

判をうけていた。

向けられた第1の批判は、意見書における各種概念の明確さの欠如に対して

であった。これは、意見書の求める手続が論理的に首尾一貫せず、その適用結

果が単なる計算過程の羅列に過ぎないことを意味した。その上、意見言の求め

る手続は複雑かつ不明瞭であったためその適用には多くの手間がかかり、それ
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に比べてもたらされる情報の有用性が小さい(not cost-benefitial)点も指摘さ

れた(FASB [1987] pars.197-198)。

また、その後に公表された財務会計概念ステートメントと|日基準との間の論

理的不整合性の存在に対しても批判が向けられた。この不整合性の存在は、G

AAPに対する論理的基礎の提供を目的として公表された概念ステートメント

が、意見書に基づいて認識された繰延税金の貸借対照表能力を否定したことか

らより鮮明になった。そして、概念ステートメントを基礎とした財務会計基準

体系内での、当該意見書の存在自体が論理的に否定されるに至った(FASB

[1978] pars.163-165, FASB [1985] pars.240-242)｡

第2の批判は繰延法により処理された繰延税金の性格とその表示の問題であっ

た。繰延税金は計算技術的貸借対照表項目としての属性をもち表示上の数値に

は経済的合理性が認められないにも関わらず、その外観は他の貸借対照表項目

と同様の印象を財務諸表利用者に対して与え混乱を招いた。さらに、反復的差

異をも認識の対象とする包括的配分説を意見書が採用したため解消される見通

しのない累積繰延税金が膨張し、繰延法固有の固定税率による繰延税金計算と

も相まって貸借対照表上に大きな歪みを生むことになった。

そして第3の批判は、経済環境の変化によって意見書の規定した処理がより

複雑さを増した点であった。前述のように1980年代初頭は歴史的な減税期にあっ

たが、とりわけ1981年に導入された加速償却制度(Accelerated Cost Recovery

System)は多くの有形固定資産の税務耐用年数を著しく短縮し極端な税務加速

償却を認めたため、貸借対照表上の繰延税金は増加し続けた。この結果、企業

会計上の償却計算と税務上のそれとの乖離が一段と拡大し、貸借対照表上で増

加の一途をたどる（特に貸方の）繰延法人税の意味がますます失われていった。

2 新基準策定への動き

FASBはこれまでの税効果会計基準であった意見害第11号のもたらした問題
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を克服するために、新たな基準の設定を目指して作業を開始した。新基準公表

までの一連の手続をまとめると以下のようになる。

一般に、新基準設定の第一段階は特定の問題がFASBの議案として採択され

るところから始まる。財務報告に関する問題点の認識は、通常、外部団体およ

びタスクフォースとのコミュニケーションやその問題の有する技術的性質の検

討、また公表された各種報告書および立法上あるいは規制上の変更とその変更

に関する調査を通じて行われる。

その際、議案として採択されるには次のような要因が評価の対象となる。す

なわち、その問題の浸透度合、基準の公表によって状況が改善されうる可能性、

技術的に実施可能な解決策が見いだされる可能性、および基準が外部の関係者

に受け入れられる可能性等である。特にこの段階ではその議案に関する技術的

な問題意識のみならず、実務がその会計基準を受け入れうるという意味での実

施可能性も重要視されている点に注意すべきである。

税効果会計の場合、1980年代初頭に基準の再検討を目指したプロジェクトが

始動したが、その理由としては前項末の3点が強調された。当時、税効果会計

は理論的にも、あるいは実務的にも大きな問題を抱えており、新基準設定の基

礎的条件はすべて満たされていた。そうした状況の下で税効果会計の見直しに

関する議案の採択が現実のものとなったのは当然といえよう。

こうして一旦議案として採択されると、その問題に関するFASBのすべての

活動が公開記録の対象となる。その際採択理由や委員による投票結果も同様で

あって、一貫して公開性が重要視されている。

第二段階は議案として採択された主要問題に対するタスクフォースの設置で

ある。このタスクフォースの役割は、問題の性格、計画の範囲、追加研究の必

要性ならびに討議資料(Discussion Memorandum)の作成について委員に対し

助言を行うことにある。税効果会計に関するタスクフォースは1982年1月に設

置された。
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討議資料の目的は、当該問題に関する利害関係者の分析と論評を奨励するこ

とであり、その内容は問題に対する特定の解決策を支持しない中立的なもので

ある。つまり、その中で当該問題とFASBの計画の範囲、ならびに財務会計上

および報告上の問題点を定義し関連する文献および研究の調査結果を提示しな

がら、当該問題に対する一組の代替的解決策に対する賛否とその理由を広く利

害関係者に対し求めているのであって、その結果は分析され実務の動向として

理解される。
（55）

税効果会計に関する討議資料「法人所得税の会計」は1983年8月に公表され

た。その内容は旧基準のもつ問題点や概念ステートメントとの関係に触れなが

ら、法人税に関する企業会計上のルール簡素化と財務諸表の有用性向上を目指

し下記のようなテーマをその内容とした。

・財務諸表における法人税費用の表示（税効果認識の是非)。

、期間帰属差異にかかる税効果の認識方法（繰延法および債権債務法の選択、

割引計算の是非)。

・期間帰属差異認識の範囲（包括的配分説および部分的配分説の選択)｡

、税務上の欠損金に由来する税効果の認識問題。

パブリックな論評の期間は討議資料公表の後にあり、その期間内に利害関係

者は討議資料に対する回答(letter)を文書により提出することが可能であるが、

同時に公聴会(hearing)での口頭による論評も奨励される。先の討議資料に関

する論評の期間は1984年1月31日までとされたが、その間総数428通もの回答が

寄せられた。また、公聴会は1984年4月23-25日にニューヨークで開催されたが、

これらの資料および議事録も記録として保存・公開されている。

ところで、その当時、法案作成のために議会関係者が企業に対する法人税の

㈱ FASB, AJz A"α〃sZs Q/ IsszJGs ReZ"ed Zo Acco""α"g/oγ､〃zco"zg
Ta苑es, DZsczJssZo" MemoFa兀血/Tz, 1983.
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実効税率を調査したところ、大企業の多くは税制上の優遇措置により軽減され

た課税額を適切な形では年次報告言上に表示していない事実が判明した。具体

的には対象となった大企業300社のうち23%もの企業がその年次報告言上にお

いて不適切な表示方法を用いることにより支払法人税額を水増ししていた

(Hasselback [1976] pp.269-276)。

また、同様の調査では年次報告書上に表示された当期支払法人税額が実際に

政府に対して支払われた法人税額に等しくないことが指摘され、調査対象企業

1,000社は全体として報告上の支払法人税額を実際の法人税債務額より大きく

表示する傾向にあったことが明らかになった(Stickney [1979] pp.421-433)。

このように企業会計における法人税の表示問題は非常に大きな問題を含んで

いた。また、税効果会計実務の見直しとも相まってFASBの示す見解に対して

重大な関心が寄せられ、かつ新たな基準の早急な策定が求められていた。

次の段階として、FASBはスタッフが作成した資料を検討するための会合を

持ち、その際当該問題点について合意が得られると彼らは基準書の公開草案

(Exposure Draft)を作成することになる。そしてFASB委員会で過半数の賛

成が得られると、公開草案がパブリックな論評を求めるために再び公表され
（56）

る。

FASBは先の討議資料をうけて、税効果会計に関する公式見解の基礎とな
（57）

る公開草案「法人所得税の会計」を1986年9月に公表した。その中では期間帰

属差異に代えて新たに一時的差異(temporary difference)という概念を導入し

た。この概念は従来の期間帰属差異の他に、

㈱ その後、FASBは受け取った論評に照らして公開草案を修正することもあるが、

大幅な修正がなされた場合には公開草案の改訂版が再公表され、さらに公聴会が開

かれることもある。

㈱ FASB, Pmposed SmtemeIzt q/ Fma"cjqI Accoz"ztmg S""d("ds.･

A ccoIﾙ"t加g/OFIJzcome Ta兀Gs, Erposw､e DFq/t, Financial Accounting

Series No.25, 1986.
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・税額控除に伴う減価償却資産の税務上の減額

・インフレーション指数による資産の税務上の増額

・買収法による企業結合の会計処理

等を含むより包括的な概念であった。また、繰延法人税の計算方法としては、

これまで実務において採用されていた繰延法を否定し債権債務法を支持した。

そのため、税制や税率に変更が生じた場合にはその変更があった期間において

変更額を計算し、それを特別損益としてではなく法人税費用として計上するこ

とが提案された。

さらに欠損金の取扱いについては、繰戻欠損金の課税軽減額については繰延

税金資産として計上するが、繰越欠損金の課税軽減額については将来の繰越期

間に予定される課税額との相殺分のみに限定して認識し、相殺超過額を繰延税

金資産として計上することを認めなかった。

こうした一連の手続きを経て、1987年12月FASBは新基準である基準書第96

号をついに公表したのである。その内容は若干の変更を伴いはしたものの、公

開草案に示された内容と基本的には同じであり、その適用開始を1988年12月15

日の後に始まる営業年度としながら、それ以前の早期適用をも奨励した(FASB

[1987] par.32)｡

3 FASB基準書第96号とその問題点

新たな税効果会計の指針となった基準書第96号の特徴をまとめれば以下のよ

うになる。

・一時的差異概念の導入

従来は税効果会計の認識対象を費用および収益に関する課税所得計算と企業

会計の間の期間帰属差異としていたが、基準書による新たな税効果会計は一時

的差異（従来の期間帰属差異をも含む、資産および負債の税務価額と財務諸表

価額との差異）をその対象とした。
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・資産負債アプローチ（債権債務法）の採用

法人税期間配分の方法として従来実務で採用されていた繰延法が否定され、

新たに債権債務法（基準書本文の表現では資産負債アプローチ）が採用された。

この方法によると、貸借対照表における繰延税金が先に決定され、その差額と

して損益計算書上の法人税が算出される。また、税法の改正や税率の変更によ

る影響が財務諸表上に認識されることもこの資産負債アプローチの特徴である。

。繰延税金資産の認識制限

当期の繰延税金資産を、当期以前の支払済法人税に対する還付可能額、ある

いは当期の繰延税金負債の削減可能額に限定することによって、従来の借方繰

延税金に比べその認識範囲を小さくした。

・租税計画戦略の採用

税効果会計の対象をできるだけ拡大し、かつ、税務上の恩恵を最大限に活用

する目的で策定された、一時的差異についての解消時期の調整を主な内容とす

る租税計画戦略の採用を選択的に認めた。

・特殊領域における税効果会計の適用

従来は個別的に考慮されていた、外貨換算や企業結合をはじめとする特殊領

域での税効果会計の適用を本基準書では総合的に取り扱った。

・表示方法の改善

繰延税金の分類基準が改められると同時に財務諸表上での表示規定もより詳

細になった。

先にも述べたように基準書第96号の最大の特徴は期間配分計算の方法を従来

の繰延法から債権債務法に改めた点にある。この方法では貸借対照表上の繰延

税金資産および負債が先に決定され、その差額として損益計算書上の法人税費

用が算出される。したがって、法人税率が変更された場合には貸借対照表に計

上されている繰延税金資産および負債は当該変更による影響額について修正計
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算される。

また、基準書第96号では財務諸表上においてすでに認識された項目のみで繰

延税金を算出することになった。これは、財務諸表上に記載されているすべて

の事象について当期あるいは繰延分の税効果を認識し当期未払税金または繰延

税金資産あるいは負債を計上するが、将来の年度に稼得される利益あるいは発

生する損失および費用による税効果や将来の税法改正および税率の変更は繰延

税金資産および負債の認識測定のために考慮しないということである。すなわ

ち、この考え方は貸借対照表のすべての資産負債項目がその帳簿価額で回収あ

るいは決済され、一時的差異項目以外には将来の課税所得または所得控除が生

じないという仮定に基づいている。したがって繰延税金資産については将来の

営業活動から生じる課税所得はないものとして算出されるために将来、所得控

除の対象となる一時的差異がいつ実現して所得控除の対象になるのかというタ

イミングが重要となり、仮に繰越欠損金の繰戻期間内に当該一時的差異が実現

して所得控除の対象となるかまたは他の一時的差異と相殺できない限り、当該

一時的差異に対して繰延税金資産を計上することができないとされた。また意

見言第11号では、当該繰越欠損金の税務上の恩恵の実現可能性が合理的に予測

される場合には、繰越欠損金のベネフィットの認識が可能であったが、基準耆

第96号では前述のように将来の営業活動から生じる課税所得はゼロという仮定

に基づいているため、将来実際に課税所得が生じるまでは当該ベネフィットの

認識は行えない。しかし、基準書のように将来の営業活動より生じる課税所得

をゼロと仮定すること自体が非現実的であり、また企業の継続性を前提とした

GAAPに矛盾することは明らかであった。

このように公表された基準耆第96号には問題点があって、それらに対しては

数多くの批判が寄せられた。他の問題点として以下の項目があげられる。
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。繰延税金資産の認識制限

基準書ではすべての繰延税金負債は認識するのに対して、繰延税金資産につ

いては認識を制限した。この規定に対しては、事象が認識されるのと同じ年度

にその財務上の帰結を認識するという概念ステートメント第6号に基づく発生

主義の枠組を不完全にするという批判がある。さらに、基準書が支持する包括

的配分説にも矛盾する。包括的配分説が取引の認識される同じ年度に、当該取

引についての発生可能性の高い税効果を認識するものである以上、繰延税金資

産の認識を制限するのは合理的ではない。

・税効果の年度別、課税法域別の明細言の作成

基準書は資産負債アプローチを採用するため、将来の各年度における課税金

額または税務控除額をもたらす一時的差異の純差引額についての明細書作成を

求めた。しかも、この計算手続は異なる課税法域である連邦、州、他の地方政

府、外国ごとになされる必要があった。また、各課税法域ごとに税率は異なり、

しかも税率の改正の度に修正計算が必要とされたため、大きな負担を実務に課

すことになった。

・税務計画戦略要件の仮定性

基準書は税務計画戦略の策定を、一時的差異が課税金額または税務控除額を

もたらすことになる年度を推定するために求めた。しかし、税務計画戦略には

不確実な要素が多く不明瞭さを増すことになった。

こうして基準書第96号は、公表当初1988年12月16日以降に始まる会計年度か

らの適用開始とされたにも関わらず、その後3回にわたり適用の開始が延期さ

れた。さらに、1992年2月には内容が一部修正および追加された新しい財務会

計基準害第109号「法人所得税の会計」が再度公表され、基準害第96号は実務

に受け入れられないままその効力を失った。
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4 税効果会計の適用状況

ここで議論の理解を助けるために、当時の税効果会計に関する背景情報を示

しておく。

当時、税効果会計はすでにGAAPの一部を構成しており、実務的にも一般に

採用されていた。その際の処理の基準となるものは意見耆第11号であって、こ

のことは基準書第96号が公表された後も変わらなかった。それは、実務が基準

書第96号の採用に消極的であったためである。

第3-2表は基準書第96号が策定されつつあった当時の、企業側の討議資料に

対する反応と実際の行動との関係を示したものである｡ 1990年フォーチュン誌

アメリカ製造業売上高上位500社中、1984年の時点で討議資料に対して回答を

提出した企業46社の回答内容の集計結果と、1990年における税効果会計基準の

採用状況との関係から以下の点が理解できる。

第3．2表 討議資料に対する回答と基準採用の関係

回 答 数

（1984年）

現実の採用数

(1990年）
討 議 資 料 の 項目

《問題1A》

a.税効果会計を行わない

b.税効果会計を行う

O社

46

O社

46

《問題1B》

a.債権債務法（新基準）

b.純額法

C.繰延法（旧基準）

d.これらを組み合わせた方法

３
０
０
３

１
３

４
０

２
０

１
３
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この表に示された項目は討議資料に盛り込まれた問いのうち、税効果会計の
（58）

実施前提とも言うべき事柄に関連したものである。これによると、どの企業

も税効果会計の採用自体については異論がないことがわかる。ところが、処理

の内容に関しては、旧基準で採用されていた繰延法を支持する企業が多く、ま

た、新たな基準である基準書第96号の公表後もこうした姿勢を変えない企業が

多かったことが理解できる。

また、別の期間帰属差異の発生状況に関する集計（清村[1993] p.31)も、当

時の税効果会計を取り巻く環境について示唆を与えてくれる。第3-3表は当時

の期間帰属差異の発生状況を、その原因別に分析している。

倒 税効果会計に関する討議資料は1983年8月に公表されたが、その内容は|日基準の

もつ問題点や概念ステートメントとの関係に触れながら、主として次に示した項目

に対して意向を問うものであった。すなわち、

《問題1A》税効果会計を行うべきか否か、

《問題1B》税効果会計を行う場合、債権債務法・純額法。繰延法。これらを組み

合わせた方法のうち、いかなる方法で期間帰属差異を認識すべきか、

《問題2》期間帰属差異を認識する場合、

<HA>当該差異を発生時の確定税率で計算すべきか、あるいは解消時の予想税率

で計算すべきか、

〈問B>割引計算を行うべきか否か、

《問題3》期間帰属差異による税効果はどの範囲まで認識すべきか、

《問題4》欠損金の繰越による税効果はどの期間に認識すべきか、

《問題5》投資税額控除やその他の控除はどの期間に認識すべきか、

《問題6》一連の規定を個人あるいは小規模企業にも適用すべきか、

の6項目であった(FASB [1983] par.31)。



税効果会計
〆戸

00

第3．3表 期間差異項目の発生状況

年度
1990年 1987年1991年 1 989年 1988年

項目

425社

121

162

166

85

56

50

37

30

24

19

21

444社

109

161

162

83

56

48

35

30

36

25

22

468社

118

131

131

92

65

59

38

33

70

27

14

454社

111

134

164

81

61

47

43

33

68

24

17

462社

119

146

146

92

63

63

39

33

72

30

22

減価償却費

年金

その他従業員給与

棚卸商品評価

事業活動廃止

長期請負契約

未送金収益

リース

建設中の税金及び利息

割賦販売

無形試掘費

保証

(出所) Shohet, Jack and Rikert, Richard, Accoz"ztmg TF､e"ds &

Tec/z"jqzJGs, 45th ed., American lnstitute of Certified Public

Accoutants. 1991, p. 331. Table 3-4, 46th ed., 1992, p. 309,

Table 3-4.より清村[ 1993 ]が作成したものを一部修正。

これによると、期間帰属差異の発生原因として企業会計上と課税所得計算上

の減価償却方法の相違によるものが最も多かったことがわかる。これは、多く

の企業が企業会計上では定額法を採用しながら、課税所得計算上は修正加速減

価回収システム(Modified Accelerated Cost Recovery System)を採用して

いたためである。

5 会計政策決定環境下の税効果会計基準

財務会計基準により特定の問題に関する処理が複数認められている場合には、

それらの選択適用は会計基準利用主体である企業が決定することになる。こう

した一連の会計処理についての企業の意思決定（会計政策決定）に関する研究
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は、特定の財務会計基準の下で企業が代替的会計手続について、企業あるいは

その経営者に課す顕在的あるいは潜在的な犠牲と、その代替的手続によりもた

らされる便益とを比較しながら、より大きな余剰を実現しうる手続の方を企業

が選択するという前提の下で行われてきた。しかしながら、企業によるこうし

た比較考量は特定の財務会計基準の下で認められた複数の処理に関する会計政

策決定においてのみ見られるものではなく、特定の問題に関する財務会計基準

そのものが複数存在する場合にもあてはまる。つまり、一つの問題に関して異

なる内容を規定した財務会計基準が何らかの理由で一定期間複数並存する場合、

こうした状況の下にある企業は当該財務会計基準の選択ならびにその適用を通

じて、先に示した会計政策決定に類似する環境を経験している。

当時の税効果会計はまさにこうした環境下におかれた事項であって、1987年

に基準害第96号が公表されてからはこの基準書とそれまでの実務を規定してき

た意見書第11号が共に有効な状態で並存した。両者間の選択は企業にまかされ

たのである。

以下では、会計政策決定類似環境下における実務の二分化に焦点をあて、い

かなる企業が新基準を採用し、またいかなる企業が採用を見送っているかを明

らかにしながら会計基準利用主体に関する議論を進めることとする。

ところで、一定の処理事項に関して企業側にその処理基準の選択権が与えら

れている状況の下では、特定の会計基準を選択・採用する際に、その採用を促

進させる何らかのインセンティヴの存在が考えられる。そこで新しい税効果会

計基準である基準書第96号の特徴に着目しながら企業側のインセンティヴを明

らかにしたい。基準書第96号は資産負債アプローチを採用しており税率変更に

伴う繰延税金残高の遡及的修正を求めているが、当時の大幅な税率引き下げ、

特にレーガン政権下での1986年税制改革法(Tax Reform Act of l986)におけ

る基本法人税率の46％から34％への引き下げのため、新基準採用初年度には臨

時的に多額の繰延税金修正益を計上することとなった。したがって、こうした
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事実に関連して次のような仮説を立てることができる。

[利益平準化仮説］

企業の業績と新基準の採用とは関連があり、業績の悪い企業ほど表面的な企

業業績を改善するため繰延税金修正益の計上を伴う新基準を積極的に採用しよ

り多くの利益を計上しようとするが、反対に業績の良い企業はこうした行動に

対するインセンティヴが乏しく新基準を採用しない傾向にある。

ところで、企業はその社会的責任の強調や企業に対する規制の強化等を通じ

て一般に政治的な攻撃の対象とされる傾向にあり、企業規模が大きいほど大衆

の注目を引きやすいため、こうした政治的圧力は企業の規模と正比例の関係に

あると考えられる。したがって、規模のより大きな企業は積極的なロビイング

活動や広報活動によってこうした圧力に伴う政治的コスト(political cost)を

削減しようとするインセンティヴをより強く意識すると思われる。新会計基準

の採用もこうした行動の一貫として理解されるため次のような仮説が成立する。

[規模仮説］

企業の規模と新基準の採用とは関連があり、規模の大きい企業ほど新基準を

採用し、規模の小さい企業ほど新基準を採用しない。

検証の際に利用したサンプルは、その対象をフォーチュン誌1990年度アメリ

カ製造業売上高上位500社中、税効果会計基準の採用状況が明らかで、かつ新

基準の公表されて間もない1985年度にもその存在が確認された424社とし、そ

れぞれMoody's lndustrial Manual l990年版と同1985年版におさめられてい

る財務データをもとに加工・作成したものである。
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第3．4表 仮説を検定する変数の一変量テスト（1985年）

変 数 平 均 標準偏差 t 値 有意水準

１
２

５
７

３
５

０
０

１
１

５
３

３
９

２
９

１

al O

l 1.06 0. 146

０
１

２ａ ９
１
６
３

８
３

４
４

２
２

６
３

６
５

-3.52 0.031

０
１

３ａ ３
１
９
０

５
５

０
２
６
７

１
１

-3.38 0.001

９
３

９
６

２
２a4 0

1

１
６

８
６

４
４

-0.49 0.314

２
４
４
３

３
３a5 0

1

３
２

１
２

１
９

２
１

-1.25 0.107

a6 0

1

９
２

０
６

２
６

７
２
５
６

１
１

９
４
４
１

３
１

８
４

１
２

0.029-1.90

２
９

４
９

４
０
２
６

２
３

１
１

４
３
２
６

２
４
６
７

１
１

a7 0

1 -0.82 0.206

a8 0

1
４
２

４
６

５
４
１
１

４
１

０
３

３
２

0.4030．25

第3．5表 仮説を検定する変数の一変量テスト（1990年）

有意水準変 数 平 均 標準偏差 t 値

４
５

０
４

０
９

１４
１

４
９

１
８

３
２

１
１

ｎ
Ｕ

１
１

１ａ

1.72 0.236

８
６
８
４

２
３

４
４

４
０

５
２

４
４a2 0

1 0.221-0.52

a3 0

1

４
２

７
４

４
４

７
２

７
６

１
１

0．23 0.425

３
４

０
２

２
２a4 0

1

１
３

４
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第3-4表および第3-5表から次のような結論を導き得る。

第一に利益平準化仮説についてであるが、第3-4表の変数a2 (=自己資本比

率）とa3 (=総資本経常利益率）において新基準の採用・非採用企業間にお

いて統計的に有意な差が見られる。特に変数a3には注目すべきであって、198

5年当時の財務指標を用いての検定においては利益平準化仮説は支持されると

考えられる。しかしながら、第3-5表見られるように1990年度に関しては有意

な差は見られない。これは、アメリカ経済をとりまく環境の変化にも起因しよ

うが、一つには1985年当時業績の芳しくなかった企業が新基準の採用により、

繰延税金修正益を計上すると共に膨大な繰延税金負債を圧縮することによって

企業財務の表面的な改善を図ったものとも考えられる。

次に規模仮説についてであるが、第3-4表の変数a6 (=売上高）に関して新

基準の採用・非採用企業間において統計的に有意な差（有意水準95％）が見ら

れることから、1985年当時の財務指標を用いての検定において規模仮説は支持

される。つまり、公表当初に新基準を採用した企業は、その多くの企業につい

て基準採用に伴う繰延税金修正益の計上という政治的圧力（企業の儲けすぎに

対する批判）を高める要因はあるものの、新基準の早期採用という社会的に望

ましい行動をとることによって政治的コストを削減しようとしたと考えられる。

1990年においては新基準採用のもつ政治的コスト削減効果が薄らいだために統

計的に有意な差は認められなかったのではないかと思われる。

6 FASB基準書第109号の公表

FASBは1992年2月に財務会計基準書第109号「法人所得税の会計」を公表し、

問題の多かった基準耆第96号を廃止した。

基準書第109号では、先の基準書第96号の思考が基本的には継承されている

ものの、批判の多かった点については以下のように改められた。
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。繰延税金資産計上基準の緩和

基準書第96号では将来の営業活動により生じる課税所得をゼロと仮定した。

基準書第109号では将来の営業活動により生ずる課税所得を合理的に見積もり、

一時的差異および欠損繰越金などの実現可能性が50%超の場合には繰延税金資

産の計上を認めた。

・一時的差異解消予定に関する計画策定義務の実質的撤廃

将来の営業活動により生じる課税所得を合理的に見積もることで、一時的差

異の実現可能性が検討できるとし、厳密なスケジューリングは不要とされた。

ただし、将来法人税率の変更が数回にわたって行われる場合または一時的差異

の実現可能性を判定するための資料として作成される場合は必要とされる。

。繰延税金負債の全面計上

意見書第23号に規定された包括的な繰延税金負債の認識に対する例外規定を

修正し、原則として繰延税金負債をすべて計上しなければならないとした。

第3．6表 APB意見書第11号・FASB基準書第96号・基準書第109号の比較

FAS109FAS96APB11

(a)税効果会計の基本的な考え方

各事業年度において企 将来において企業が本来負担すべき税金，あるいは還

業が本来負担すべき税金 付されるべき税金を貸借対照表に計上することを目的と

を損益計算書に計上する して繰延税金を計算する．貸借対照表重視の財産法の立

ことを目的として繰延税 場をとる．

金を計算する 損益計算書

重視の損益法の立場をと

る．

(b)財務会計上と税務上の差異の認識方法

財務会計上， 収益，費 財務諸表に計上された財務会計上の資産，負債と税務
用として認識する会計期 上の価額(tax basis)の差額を「一時的差異」(tempo-

間と，税務上，益金，損 rary differences)として計算し，繰延税金の認識の基
金として認識する会計期 礎とする。

間が異なることから生じ

る財務会計上と税務上の

差異を「期間帰属差異」

(timing differences)と
して計算し，繰延税金の

認識の基礎とする．
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(c)繰延税金費用の計算方法

当期末の一時的差異が

消滅する金額を将来の各

年度ごとに見積り，これ

をもとに当期末の繰延税

金負債・資産を算出する．

当期末の一時的差異を

もとに，当期末の繰延税

金負債・資産を算出する．

将来の税法税率変更が確

定していない限り，一時

的差異の消滅する金額の

将来の各年度ごとの見積

りは行わない．

当期税引前利益に基づ

いて永久差異(permanent
differences )を除外して

法人所得税の税額の計算

を行う．繰延税金費用は，

法人所得税総額と当期税

金費用との差額として計

算される．

繰延税金費用は，繰延税金負債・資産の当期純増減額，

すなわち，期首残高と期末残高の差額として計算される．

当期税金費用は，税務申告上の税額として別途計算され
る．

(d)実 効 税 率

一時的差異の税効果は，その一時的差異が消滅するで

あろう期間に適用される現行税法上の税率に基づいて計
算される．

期間帰属差異の税効果

は，その差異が発生した

ときの実効税率によって

認識される．

(e)税法・税率の変更

税法または税率が変更された場合，変更のあった時点
で，繰延税金資産・負債の残高は変更後の税法，税率に
よって再計算される．

税法または税率の変更

があっても，繰延税金の

資産・負債の残高が再計

算されることはない．

(f)繰 延 税 金 負 債

当期末までに発生した一時的差異の繰延税効果として
将来支払うことになる税額を表わしている．

将来の期間に配分され

る期間帰属差異の税効果

として認識された繰延税

金の累積貸方残高を表わ

す．

(9)繰 延 税 金 資 産

繰延税金資産は，欠損

金の繰戻しによって実現

することになる税金軽減

額を限度として認識され

る．ここでの税金軽減額

は(1)当期の税金，(2)当期

以前の支払税金，それに

(3)当期の繰延税金負債の

3項目の減額ないし還付

可能額をいう．

繰延税金資産は，将来

の期間に配分するために

繰り延べられた期間帰属

差異の税効果（ただし，

実現の合理的保証を条件

とする）の累積借方残高

を表わしている．

繰延税金資産は，当期

末までに発生した繰延税

効果として将来税金が軽

減ないし還付される額を

表わす．回収されない可

能性が高い場合には，評

価引当金を設定する．
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(h)繰 延 欠 損 金

繰延欠損金は，繰越許

容期間に予定される一時

的差異の取崩しから生ず

る課税所得額から控除さ

れる．発生した年度に繰

延欠損金の税効果を認識

しなかった場合は，認識

するに至った年度に， 源

泉となった利益の区分に

応じて計上する．

繰延欠損金利用の実現

性が合理的に疑念を差し

はさむ余地もなく確実視

される場合に財務会計上

の繰延欠損金の税効果を

認識することができる．

そうでない場合は，繰延

欠損金の利用により税額

が減額された年度に，そ

の減額された税額を異常

項目一前期損益修正とし

て認識することになる．

一時的差異同様，繰延

欠損金についても，繰越

税金資産を認識する． 回

収されない可能性が高い

場合には，評価引当金を

設定する．

繰越税金の貸借対照表上の分類

一時的差異の税務上の APB11同様，繰延税金

帰結のタイミングにより を生じるもととなった資

分類される．すなわち， 産あるいは負債の種類に
営業循環が1年の場合に 応じて短期と長期に区分

は，短期繰延税金負債は， 表示される．すなわち，

次年度に課税所得になる 流動負債・資産関連の繰

一時的差異による未払税 延税金は短期繰延税金負
額をいい，長期繰延税金 債・資産に計上し，固定

負債は，2年目以降に課 負債・資産関連は長期繰

税所得になる一時的差異 延税金負債・資産に計上

による未払税額をいう． する．ただし，貸借対照
営業循環が1年超の場合 表の特定の項目と結びっ

はその期間に応じて短期。 かない一時的差異，繰越

長期の分類が行われる． 欠損金に関わる繰延税金

同様に，繰延税金資産の については, FAS96同様，

短期，長期の分類も税金 一時的差異等の税務上の

の減額ないし還付のタイ 帰結のタイミングにより

ミングによって決まる． 分類する．

(i)

繰越税金を生じるもと

となった資産あるいは負

債の種類に応じて短期と

長期に区分表示される．

すなわち，流動負債・資

産関連の繰延税金は短期

繰延税金負債・資産に計

上し，固定負債・資産関

連は長期繰延税金負債・

資産に計上する．

(出所）青山監査法人、プライスウォーターハウス編

「アメリカの会計原則 1995年版」 東洋経済新報社 p.p. 57-59を一部
加筆修正。
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こうした内容をもつ基準書第109号は1992年12月16日以降に開始する会計年

度より適用されることになり、ようやく次代の税効果会計の指針が示された。

Ⅱ 新基準の論理的構造

前項では、新たな税効果会計のGAAPを担うべく公表された財務会計基準書

第109号（以下、基準書という）の概略について触れた。この基準害第109号の

基本思考は先に公表され、後に基準書第109号により廃止された基準書第96号

の内容を概ね踏襲したものである。両基準書はこれまでの税効果会計に関する

公式見解とは明らかに論理的性格を異にしていた。特に、両基準言の体系的で

論理一貫した会計処理の要請は、APB意見書第11号および関連する公式見解

には見られないものであった。これは、FASBによるGAAPの形成を論理的に

支持する概念ステートメントに負うところが大きい。こうした論理的基礎に裏

付けられた公式見解は、法人税期間配分計算の対象となる会計領域の拡大とも

相まって、今後の税効果会計の発展に大きく貢献するものと思われる。

そこで本節では、基準害とこれに対して論理的支持を与える財務会計概念ス

テートメントとの関係を考盧しながら、基準書の持ついくつかの特徴を論理的

に解明する。

1 税効果会計の本質

概念ステートメントによると、発生主義会計が今日一般的に採用されている

のは、それが現金主義会計と比べ企業の将来純キャッシュフロー予測により有

用な情報を提供するからである。そして、そのための手続が期間配分であり、
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（59）

それを論理的に支持する基本思想が対応概念である。

この対応概念に基づく期間損益計算というのは、一般的には費用を、認識さ
（60）

れた収益と当該費用との間の識別可能な積極的相関関係 に基づいて特定期間

に実現した収益と関係づけることであり、その特定の期間における結果の照応

性を示すことである。法人税に関してはある期間の税引前利益と当該期間につ

いて実際に支払われる税額との間にはこのような照応性を見いだすことはでき

ないOしかしながら、対応概念に基づく適正な期間損益計算とは同一期間に行

われた企業活動に由来する収益と費用を、その企業活動がなされた期間におい

て対応させることであるため、適正な税引前利益を算出するためには、そのも

ととなる税引前利益を、それを構成する収益や費用を生じさせる原因となった

企業活動の税効果と対応させる必要がある。このように税引前利益と法人税費

用が明確な結果の照応性を持つように、一時的差異による税効果を期間配分す

る手続が会計上要請される（鈴木[1988] pp.41-44)。これが基準言において展

開される税効果会計である。

前章で触れたように、概念ステートメント第1号において展開された財務会

計の目的は企業の将来純キャッシュフロー予測に有用な情報の提供である。ま

た、今日発生主義会計が広く採用されるのは、それがこの目的に適合する特性

を備えているからであり、そうした特性を有効に生かすための基本概念が先に

あげた対応概念である。そして、この対応概念を適用した法人税の期間配分計

算は、一時的差異のもたらす課税の延期あるいは繰り上げといった効果を財務

脚 対応概念は努力と成果の対応と解され、これを原因と結果の関係から基礎づけよ

うとする態度が伝統的にとられた。しかしながら、こうした因果関係は概して相対

的なものであって、その関係を会計的にとらえることは困難である。したがって、

対応概念を因果関係ではなく、企業活動によってもたらされる積極的結果（収益の

発生）と消極的結果（費用の発生）との間の結果の照応性として理解するほうが合

理的である（武田[1983]pp l38-139)。

側 この積極的相関関係とは、一定の原因によりもたらされた相反する2つの結果を

計算的に写像する際に生じる当該価値量間の照応性を意味する（武田[1973] p､27)。
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諸表上に反映し、将来の純キャッシュフローに及ぼす税金支払の影響に関する

情報の提供を可能にする。また、税効果を永久差異によるものと一時的差異に

よるものに区別することによって、経営者の、節税能力や税務上の恩恵を有効

に利用して政府からの無利子での資金調達を可能にする財務会計能力をも評価

しうるが、これらもまた企業の将来純キャッシュフロー予測にとり有用な情報

となる。

このように、税効果会計は企業の将来純キャッシュフロー予測への貢献とい

う財務会計目的に適合した発生主義会計の特性を、より厳密かつ有効に発揮さ

せるための、対応概念の一適応形態として理解できる。

2 資産負債アプローチの意義

繰延税金の貸借対照表能力

基準書では法人税期間配分計算の方法として、繰延法に代え資産負債アプロー

チ（債権債務法）を採用した。これに伴い、基準言にしたがって作成された財

務諸表における繰延税金の性格も大きく変化した。

それは、従来の繰延法概念では、繰延税金が支払税金繰り延べのための計算

技術的な貸借対照表項目として理解されたのに対して、資産負債アプローチの

下では租税債権・債務として認識されることを指す。この場合、問題となるの

がこうした租税債権債務の貸借対照表能力、すなわち資産負債としての属性の

有無である。

ところで、資産負債の概念については古くから議論が展開されてきた。意見

害第11号とほぼ同時に公表された、当時のGAAPに関する理論的見解を示した
（61）

APBステートメント第4号は、これらについて以下のように定義している。

「資産（負債）とは、GAAPに準拠して認識され測定される企業の経済的資源

61) APB, APB S"teme"t No.4．･ BQsZc Co"ceptsa凡aAccoz"z""g P7､mcjpJes

【〃zd"lym9 F加α"cjq,J S"te/7ze"s Q/ BIJsj"ess E"terpr､ZsGs, 1970.
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economic resources (経済的債務economic obligations)である。また、資産

(負債）は、資源（債務）ではないが、GAAPに準拠して認識され測定される

繰延費用deferred charges (繰延収益deferred credits)を含む｡｣ (APB[1970

b] par.132)

この定義は、企業の経済的資源あるいは経済的債務という現実社会との関連

を示した点で、それ以前の議論において展開された資産負債概念に比べより具

体的な内容を示したといえる。しかし同時にGAAPに対して積極的な評価規範

を求めたため、資産（負債）とはGAAPが資産（負債）として認めるもののみ

を意味することとなり、GAAPの内容が明らかにされない限り資産（負債）の

概念も明らかにされないという不合理な面も残した。この定義にしたがうなら

ば、繰延税金に関しても、GAAPが繰延税金と認めたものは資産負債としての

性格を有することになるが、問題なのはなぜ繰延税金が資産負債としての属性

を有するかであり、このステートメントも本質的な解答にはならなかった。

その後、GAAPの作成という任務を引き継いだFASBは、包括的基礎概念た

る概念的フレームワークの一部としてこの問題に取り組み、その結果として以
（62）

下のような結論を概念ステートメント第6号の中で示した。

「資産は、過去の取引あるいは事象の結果として、特定の実体により取得され、

または支配される将来の予想される経済的便益であり、・・・（中略）・・・、

負債は謎特定の実体が、過去の取引あるいは事象の結果として、将来において

他の実体に資産を引き渡したり、用役を提供するための現在の債務から生じる

将来の予想される経済的便益の犠牲である｡｣ (FASB [1985] par.35)

ところがこのように定義された資産負債概念は、債権債務法あるいは純税額

法により認識された繰延税金の性格とは合致するが、当時の基準であった意見

耆が採用していた繰延法により処理された繰延税金には適合しないという新た

｡ FASB, SMteme"t q/ F加α凡cjqJ Acco""""g Co"cepts No. 6.･ EJeme"ts

Q/F加α"cZqZ S"teme"js, 1985.
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な問題を引き起こした。概念ステートメントはその第6号において、会計上の

メカニクス（複式簿記）でいう、借方貸方の具体的な構成要素を提示したが、

その中で債権債務法あるいは純税額法により認識された繰延税金に関してはそ

の構成要素の一部となりうるが、繰延法により認識された繰延税金はその要件
（63）

を満たさないと指摘したのである。

これは、論理一貫性を目指した概念的フレームワークの下での繰延法の否定

を意味するものであって、同時に繰延法を採用していた当時の実務との論理的

コンフリクトの存在を明らかにした。こうした事実は新たに公表された基準書

が概念的フレームワークとの論理的整合性を求める意味で資産負債アプローチ

(債権債務法）を採用するに至ったことを裏付ける。

資産負債アプローチ（債権債務法）を用いた法人税期間配分計算に際して、

従来その実現の不確実性や債権債務の一般的要件である法的拘束性の欠如のた

めに、繰延税金を租税債権債務として認識することには解釈上の議論を伴って

いた。しかし、新たに展開された概念的フレームワークの下、財務会計の目的

を企業の将来純キャッシュフロー予測に有用な情報の提供とするならば、そう

した資産負債概念の要件をその実現可能性や法的可能性に必ずしも限定する必

要はなく、企業に将来純キャッシュインフローをもたらすものは資産として、

あるいは将来純キャッシュアウトフローをもたらすものは負債として認識され

るべきである。

つまり、繰延税金負債をもたらす税効果は、当期以前の事象に由来する一時

的差異の結果として生じ、しかも、それは当期の財務諸表においてすでにその

発生が認識されているため、その義務は当期の財務諸表において予定されてい

㈹ 貸方項目(deferred income tax credits)を例に取れば、債権債務法により認

識された繰延税金は負債として、あるいは純税額法により認識された繰延税金は資

産の評価勘定としてそれぞれ構成要素としての要件を満たすが、繰延法により認識

された繰延税金はそのどちらの性格も有しないため、概念的フレームワークの下で

は論理的に存立し得ないとした(FASB [1985] pars.240-242)。
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る点、さらに、それは政府に対する未払の金額であって、税法規定に従うなら

ば将来においてその差異が解消される時には支払われなければならない税金で

ある点を考慮すれば、繰延税金負債は将来見積経済便益の犠牲、すなわち将来

純キャッシュアウトフローという負債の要件を満たしており、負債としての属

性を持つ。

同様に、繰延税金資産をもたらす税効果についても、当期以前の事象と結び

つく一時的差異の結果として生じ、しかも、それは当該実体にのみ帰属する点、

さらに、それは一時的差異の解消する将来の時点において課税所得が存在する

限り、税金支払を軽減させるという点を考慮すれば、繰延税金資産は将来の経

済便益すなわち将来純キャッシュインフローという資産の要件を満たしており、

資産としての属性を有することになる。

このように、概念的フレームワークの下で展開される財務会計においては、

繰延税金計算の方法として資産負債アプローチ（債権債務法）が最も目的適合

的である。

繰延税金資産の認識

基準書は繰延税金資産の認識にあたって、回収されない可能性の高いものに

ついては評価引当金を設定し、資産性の確保を図っている。

この繰延税金資産の認識という事項は意見書第11号、基準書第96号、および

本基準書を通じて、最も関心の寄せられた問題領域であって、基準書第96号が

実務から拒否された原因の1つもこの点にあった。

基準書第96号は繰延税金資産の認識を、当期以前に支払った税額が還付によ

り回収されるか、あるいは当該繰延税金資産が他の一時的差異による繰延税金

負債を相殺できる範囲に制限した。こうした処理を支持する根拠は、繰延税金

資産の持つ次のような性質によるものとされた。すなわち、第1に繰延税金負

債による課税は常に当期の税金支払をもたらすのに対して、繰延税金資産によ
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る税務控除は当期または還付請求できる過年度において発生した課税額を相殺

する場合にのみ当期に節税効果をもたらすという点であり、第2に、支払済法

人税あるいは当期未払法人税を減額できない税務控除額は繰越欠損となるが、

将来において課税所得が生じない場合はその節税効果がなくなってしまうとい

う点であった。もちろん、この場合将来において課税所得が生じれば、繰越欠

損はその期間において節税効果をもたらすことにはなる。しかし、基準書第96

号に見られた繰延税金資産の認識制限を支持する立場からは、そのような将来

における課税所得の存在という未来事象をあらかじめ見越して当期の法人税計

算を行うことを発生主義に基づいた税効果会計の基本原則に反する行為と考え

た。つまり、ある事象のもたらす税効果は、その事象が発生主義に基づいて財

務諸表上に認知された期間において初めて認識されるべきであって、未だ発生

していない事象の税効果をあらかじめ認めることは発生主義会計の枠組みから

の逸脱であるとした。

一方では、基準書第96号が審議されていた当時から、こうした繰延税金資産

の認識制限に反対する意見も存在した。その論拠は次のような発生主義会計の

解釈にあった。

「発生主義会計(accrual accounting)とは、企業が現金の受け入れあるいは支

払をした期間だけでなく、企業に現金の出入りをもたらすような取引・事象．

状況が生じた時期に、それらが企業に及ぼす財務的な影響を記録するものであ

る(FASB [1978] par.44, FASB [1985] par.139)」が、「発生主義会計は現金取引

に基づくだけでなく、・・・（中略）・・・、企業に現金の動きをもたらすが、

同時的な現金の動きを伴わない事柄にも基づくのである( FASB [ 1985] par@

1 40)｡」とした。また「発生とは、期待される将来の現金受入あるいは支払に

関係があり、それは将来において通常は現金の受入あるいは支払がなされると

期待される金額を、資産、負債あるいは包括的利益の構成要素について認識す

るプロセスである(FASB [1985] par.141)」とした｡(下線筆者）
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つまり、将来において課税をもたらす貸方税効果も税務控除をもたらす借方

税効果も上記の発生主義会計および発生の定義にしたがえば、ともに当該税効

果をもたらす一時的差異の発生した年度において認識されるべきである点、ま

た、繰延税金資産実現の前提となる将来における課税所得の存在を予測するこ

とは発生主義とは何ら矛盾しない点をその論拠に、繰延税金資産の認識制限は

財務諸表上での一方的な繰延税金負債の表示を容認し、発生主義会計枠内での

将来純キャッシュフロー予測に弊害をもたらすとして繰延税金資産の認識制限

に反対したのである(FASB [1985] pp.17-20) ｡

FASBは基準書に当時のこうした主張や実務からの意見を取り入れ、繰延税

金資産の認識基準を緩和した。

以上のような繰延税金資産の認識に関する議論は、将来における課税所得の

存在が不確実であるために生じるものである。こうした不確実性を伴う事柄に

関する基準は、その論者の立場やその時々の環境により見解が別れがちである。

したがって、最終的にはそうした会計規範を受け入れる会計実務がこれらに対

し評価を下すことになろう。

3 包括的配分説の支持

基準耆では基本的には従来と同じく包括的配分説に基づいた法人税の期間配

分計算を行うことと規定された。この問題は意見書第11号に対する批判の一つ

でもあり、また今回の税効果会計基準の変更に際して多大な関心が寄せられた

点でもあったため、特に累積繰延税金負債の解消問題ともあわせて実務的には

大きな課題を残す結果となった。

ところで、一時的差異による繰延税効果を認識する場合、すべての一時的差

異をその認識対象とする包括的配分説と、反復的差異以外の一時的差異を認識

の対象とする部分的配分説の2つの考え方があることは第1章で述べた。これ

ら繰延税効果の認識範囲に関しては、学説的にも統一した見解は示されておら
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ず、また実務においても多様な処理が採用されている。

先述のように、税効果会計の導入される目的は、それが将来のキャッシュフ

ローに対する繰延税効果の影響を、その税効果発生時の財務諸表に反映させる

ことによって、将来純キャッシュフロー予測に有用な情報を提供しうるからで

あり、そうした意味において税効果会計は発牛羊義と同じく将来キャッシュフ

ロー指向の属性を備えている。したがって、税効果会計の対象となる差異は、

企業の将来純キャッシュフローに影響を及ぼすものに限定されるべきである。

このように包括的配分説と部分的配分説の間に対立が生じるのは、反復的差異

のように繰延税効果の実現が長期にわたって延期される一時的差異の累積額が、

将来絶対に減少しないと現実には保証できないことによる。つまり、この両者

の相違は将来における繰延税効果の実現が不確実な一時的差異の認識に対する

立場の違いを表すものであって、前者は反復的差異累積額が将来においても減

少しないとする仮定への不確実性を強調したものであり、財務諸表の客観性を

追求したものであるのに対し、後者はそうした不確実性への対処よりも当面の

キャッシュフローに対する影響を重視したものであって、企業のポテンシャル

をよりよく伝達することに重きを置くものである。

税効果が将来実現すると予想される差異についてのみ、繰延税効果が認識さ

れる点に関しては一般に承認されている。ところが、現実には将来に対する不

確実性が存在するために、認識範囲に関して議論の余地が生じることになる。

従来より部分的配分説を採用してきたイギリスの会計基準では、一時的差異

の繰延税効果はそれによる債権債務が将来確実に実現すると予想される限り計

上されねばならず(ASC [1985]par.25)、また、そうした債権債務が将来確実に

実現しないことが予想される限り計上されてはならない(ASC [1985] par.26)と

規定されており、その差異に由来する税効果の実現可能性に基づいて当該繰延

税効果の認識範囲を判断すべきとしている。

確かに、客観性とキャッシュフローへの影響のいずれを重視するかについて
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は実務的にも合意の得られにくい問題ではある。しかしながら、税効果会計が

企業の将来キャッシュフロー指向という発生主義会計の一適応形態であること

を考慮に入れると、キャッシュフローへの影響を重視する部分的配分説のほう

がより目的適合的である。包括的配分説によるならば、繰延税効果の認識に際

し経営者の窓意的判断は排除され、客観的な繰延税金資産負債の計上が行われ

うる。しかし、こうした包括的配分説は客観性に固執するあまり、財務会計本

来の目的である企業の将来純キャッシュフロー予測への有用性を阻害しかねな

いo

本来、将来キャッシュフローを指向する発生主義会計においては、認識およ

び測定にあたっての経営者による予測を完全に排除することは不可能である。

したがって、財務会計においてはキャッシュフローへの影響を重視した、イギ

リスに見られるような一定の合理的前提に基づく部分的配分説が支持されるべ

きであろう。
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補論 アメリカにおける財務会計基準設定主体

現在、アメリカにおける財務会計基準は主としてFASBにより設定されてい

る。会計基準設定主体としてのFASBの性格およびその公表する、一般に認め

られた会計原則(GAAP)を構成する公式見解の内容をまとめると次のようにな

る。

FASBは、財務会計財団(FAF)、および財務会計基準諮問評議会( Financial

Accounting Standards Advisory Committee :FASAC)とともにグループを
（64）

形成する機構の一つであって、企業会計をも規制する政府の一機関であるSEC

とは異なりプライヴェート・セクターとしての形式をとる。そして、各種連邦
（65）

規制機関の規則作成プロセスと同様、正規の手続(due process )を通じて

64) FAFは他の2つの組織の基礎となる、デラウェア州法に基づく非営利法人であっ

て、その最高意思決定機関である理事会(Board of Trustees)はアメリカ公認会

計士協会(AICPA)の役員、AICPAにより任命された公認会計士、財務担当役員

協会( Financial Executives lnstitute )、アメリカ会計人協会( National

Association of Accountants)、証券アナリスト連合会(Financial Analysts

Federation)、アメリカ会計学会(AAA)、および証券業協会(Securities lndustry

Association)のそれぞれの団体から任命された計16名の理事( trustees )により構

成される。その主な役割はFAFの資金調達や年度予算の承認、規約および基準設

定プロセスの基礎構造を調査することにあり、同時にFASBおよびFASACの委員

を任命する権限も有する。

FASACは、財務報告問題に関する学識経験者や弁護士、公認会計士、政府関係

者および財務諸表作成者ならびに利用者の代表等計40名前後の委員により構成され

たFASBの諮問機関であって、FASBの議題およびその項目の優先順位、注目すべ

き問題、特定の問題のためのタスクフォースの設置等の事項をFASB委員長

(chairm an)に助言し、また、基準書案や解釈指針案に論評を加えることをその目

的としている。

FASBはFAFにより任命された7名の委員とその下で調査技術活動に従事する50

名前後のスタッフにより構成されており、その職務はGAAPとしての各種報告書

の公表ならびに財務会計報告に関するその他の通知の発行、および基準設定活動を

支援するための研究の実施とされている。

㈱ FASBのとる手続規則は、各種規制が「正規の手続」の原則に従って作成される

ことを意図した、連邦規制機関の規則作成プロセスを統括する連邦行政手続法

(Federal Admininstrative Procedures Act)の規定に準拠している。この場合

の正規の手続とは、規制措置に関わるあらゆる利害関係者が措置の決定に先立って

その内容を知る機会を持ち、かつ、提案された規制に対して論評することにより結

果（＝具体的な規制）に影響を及ぼすことができることを意味する。
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GAAPたる以下の4種類の公式見解を公表する。

「財務会計基準書」(Statements of Financial Accounting Standards :

SFAS)は、特定の用語による基準自体の表明を目的としており、関連する背

景情報を記述しながら代替的基準群の中から当該基準を採用した概念的あるい

は実証的理由を公表している。また、基準採択に関する委員の投票結果は記録

され、同時にその基準に対して反対を表明した委員の理由をも併せて盛り込ま

れている点から財務会計基準設定プロセスにおける公開性がいかに重視されて

いるかが理解できる。

「解釈指針」(Interpretations)は既存の財務会計基準を明確にし、説明ある

いは詳述することを意図している。

「適用指針」(Technical Bulletins)は既存の基準が取り扱っていない特定の

状況に対して、その問題解決の糸口を提供することを目的として公表される。

「財務会計概念ステートメント」(Statements of Financial Accounting

Concepts)は先に述べたSFAS、解釈指針、および適用指針とは異なり、財務

会計実務に対して直接的な働きかけを意図したものではなく、「概念的フレー

ムワーク」(Conceptual Framework)と呼ばれる、個別の基準の選択ならびに

公表のための理論的基礎を提供するものとして位置づけられている。
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(参考資料）

財務会計基準言第109号「法人所得税の会計」

導入

1.2．（省略）

財務会計および報告の基準

範囲

3.この基準書は以下の事項に由来する当期支払税金および税効果の会計処理お

よび報告の基準を設定するものである。この基準書は従来の基準耆第96号を廃

止するものであり、同時に附属Dに記載されるその他の会計処理に関する公式

見解を廃止ないし修正するものである。

a企業会計上認識される期間と課税所得計算上認識される期間に差異

がある収益・費用・利得・損失。

b資産・負債に関してその税務価額と財務諸表価額との間に差異を生

じさせる差異。

c､欠損金の繰戻・繰越。

4.この基準書の原則および規定は以下のものに適用されることとする。

a､内国連邦法人所得税および所得を基準とする外国・州・地方税。

b連結または結合されているか、あるいは持分法により会計処理され

ている内国・外国子会社等の事業活動。

c､アメリカのGAAPに基づいて財務諸表を作成している外国会社。

5.この基準書は以下の事項には言及しないこととする。

a投資税額控除の会計処理(APB意見言第2号および第4号にて言及)。

b税金の割引計算（同APB意見書第10号)。

c税金の期間内配分（法令改訂等による税効果認識の基準を除く）
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(同APB意見書第28号)｡

目的と基本原則

6法人税等の会計の目的は第1に当期の支払および還付税額を認識することで

あり、第2に財務諸表および税務申告書で認識した事象の将来税効果を繰延税

金負債・資産として認識することである。

7.第2の目的は、厳密に言うと財務諸表または税務申告書で認識した事象の予

想される将来税効果を認識することであると言い換えうる。ただし、(a)税務

申告書による税金の支払あるいは還付額はその申告書に含まれるすべての項目

の総合的な結果であり、(b)将来年度に支払うあるいは還付される税額は当期

または過年度の事象および将来年度の事象の総合的な結果であり、(c)将来の

情報は限定されているため、税額を個々の項目および事象に配分しようとする

と窓意的になるためごく単純な場合を除けば見積と概算が必要となる。

8.これらの事情を考慮し前述の目的を達成するためには、財務諸表日現在の法

人税等の会計に関して以下の基本原則が（第9項で後述される唯一の例外を除

き）適用される。

a当期の税務申告書により、支払または還付見積税額を当期の未払法

人税等または法人税等還付未収金として認識する。

b.一時的差異および繰越額に起因する将来見積税効果額を繰延税金負

債・資産として認識する。

c当期分および繰延される税金負債・資産は現行税法の規定に基づき

計算され、将来の税法または税率改訂等は考盧に入れない。

。繰延税金資産は、必要に応じて、実現されない税金軽減額を減じて

計上する。

9.これらの基本原則は以下の点についてのみ例外的に適用されない。

a､本基準書においてもAPB意見書第23号（本基準耆第31-34項におい
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て一部修正）で言及されている分野での繰延税金の認識規定に対する

一部例外事項を引き続き継続する。

b.本基準書はアメリカ蒸気船会社の法定準備金計上による一時的差異

に関して暫定的特例を設けている（第32項)。

c本基準書は基準書第13号および解釈第21号で規定するレバレッジド

リースの会計処理を修正しない（第256-258項)。

｡､本基準書は償却額を税務上減算できない営業権の全部または一部に

関して繰延税金負債・資産の認識を禁止する（第30項)。

e､本基準書は会社間取引の未実現利益に関する法人税等の繰延方法の

規定(ARB第51号）を変更しない。また、買い手の租税管轄地域に

おける税務上の金額と連結財務諸表で報告されたコストとの差額によ

る繰延税金資産の認識を禁止する。

f本基準書は次の場合に生じる繰延税金負債・資産の認識を禁止する。

基準書第52号により資産・負債を現地通貨から取引日の為替相場によ

り機能通貨に換算して生じる差異。また(1)為替相場の変動、あるい

は(2)税務上で指数化することにより発生する差額。

一時的差異

10.特定年度の当期支払法人税等は通常、その年度の財務諸表中に認識されて

いる大部分の事象の税効果を含んでいるが、税法と財務会計基準では資産・負

債・持分・収益・費用・利得・損失等の認識および測定基準が異なるため、以

下の間で差異が生じる。

a特定年度における課税所得と企業会計上の税引前利益。

b資産あるいは負債の税務価額と企業会計上の価額。

11.GAAPに基づいて作成される財務諸表はその資産・負債の計上価額が将来

的にはそれぞれ回収あるいは決済されるという固有の前提を有する。資産また
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は負債の税務上の価額と企業会計上の価額との差異は、将来の年度において資

産の計上価額が回収されまたは負債の計上価額が決済される時に、課税対象額

あるいは税務控除対象額をもたらす。その例は以下の通りである。

a企業会計上の損益計算において認識された後に益金となる収益・利

得（割賦売掛金)。

b企業会計上の損益計算において認識された後に損金となる費用・損

失（製品保証債務)｡

c企業会計上の損益計算において認識される前に益金となる収益・利

得（予約購読前受金)。

｡企業会計上の損益計算において認識される前に損金となる費用・損

失（税務上の加速償却)。

e投資税額控除による償却資産税務価額の減額。

投資税額控除相当額を償却資産の税務価額より控除する場合、当該償

却資産の企業会計上の累積償却額は当該資産の（減額された）税務価

額を上回ることになるが、その超過額は資産の償却時に益金算入され

ることになる。

f繰延法により処理された投資税額控除。

APB意見書第2号により、投資税額控除は関連資産の取得価額の減額

として処理される（ただし財務諸表上では、繰延投資税額控除を繰延

利益と表示)。そのため、（投資税額控除により減額された）当該償却

資産の企業会計上の累積償却額は当該資産の税務価額を下回ることに

なるが、その差額は資産の償却時に課税所得計算上減額されることに

なる。

g現地通貨が機能通貨である場合の物価指数による税務資産価額の増

額

特定の租税管轄地域の税法は物価変動の影響による税務償却資産価額
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の修正を求めている。この場合、税務上は物価変動修正後の税務資産

価額を基礎に資産の減価償却費または売却損益を計算する。現地通貨

による実際原価の将来回収額はその資産に関する税務残存価額を下回

るが、その差額は当該資産が回収される年度に税務上控除される。

h買収法により処理された企業結合

APB意見書第16号に基づき買収法を適用した場合、認識された資産・

負債の企業会計上の評価額と税務価額との間には差異が生じる。その

差異は資産・負債がそれぞれ回収・決済された時点で税務卜補余ある

いは損金に算入される。

12第11項a-dの例は、収益・費用・利得・損失等が企業会計上の税引前利益と

して認識される年度より以前ないし以後の年度の課税所得に含まれる。課税所

得と企業会計上の税引前利益の間に生じたこれらの差異はさらに資産・負債の

税務価額と企業会計上の価額との間に（時に1年を超える）差異を生じさせる。

e-hの例は資産・負債の税務価額と企業会計上の価額との間に生じるその他の

事象を示している。これら8つの例はすべてその差異が財務諸表上の資産．負

債が回収・決済される時点で税務上の益金・損金に算入される。

13本基準書ではこれら8つの例で示された差異と第15項で説明する差異を総

称して一時的差異という。関連する資産・負債が回収・決済された時点で税務

上益金算入されるような一時的差異のことを課税一時的差異と呼び（第11項の

例ade)、同様に将来税務上損金算入される一時的差異を控除一時的差異と呼

ぶ（同bcfg)｡買収方式による企業結合（同h)においては両方の一時的差異

が生じる。

14差異の条件によりその関連する企業会計上の資産。負債が将来回収・決済

されても税務上の益金・損金とならないために、繰延税金負債・資産をもたら

す一時的差異とはならない場合がある。現行のアメリカ税法における一例とし

て払込保険料を超える生命保険解約金があげられる。この場合の超過金額は、
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保険を解約することで解約金額が回収されると期待されるならば一時的差異で

あるが、被保険者死亡時の税効果に関係なく資産が回収されると期待されるな

らば一時的差異ではない（被保険者死亡時まで保険が解約されない場合には課

税対象は存在しない)｡

15.一時的差異の中には税務上繰り延べられた所得または控除が企業会計上の

特定の資産・負債に結びつけられないものがある。その一例が企業会計上は進

行基準、課税所得計算上は完成基準によって処理された長期請負契約である。

企業会計上進行基準で認識された利益に係る一時的差異は税務上繰り延べられ、

当該契約が履行されるまで課税所得計算上は認識されない。他の例としては創

立費があり、企業会計上は発生時に費用として認識されるが税務上は繰り延べ

られ次期以降に課税所得から控除される。

認識と測定

16企業は第17項の規定に基づき、すべての一時的差異および繰越額について

繰延税金負債・資産を認識しなければならない。企業の繰延税金負債・資産の

年度中の純増減額は繰延税金費用・収益となる。年度中に買収方式の企業結合

により取得した繰延税金負債・資産については、結合日以降の増減額がそれに

該当する。当期法人税費用・収益は繰延法人税と当期支払法人税の合計である。

繰延税金負債・資産の年次計算

17繰延税額は納税義務者単位ごと（個々の実体もしくは税金目的のために連

結した複数の実体の集合体)、租税管轄地域ごとに決定される。その決定過程

は以下の通りである。

a. (1)現在の一時的差異の類型、金額を明らかにし、(2)損失および投

資税額控除の繰越額とその残存繰越期間を特定する。

b適用税率を用いて、課税一時的差異について繰延税金負債の純額を

測定する（第18項)。
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c適用税率を用いて、控除一時的差異および損失の繰越額について繰

延税金資産の純額を測定する。

。各税額控除の繰越額について繰延税金資産を測定する。

e繰延税金資産の一部または全部の実現しない見込みが実現する見込

みより大きいければ、入手できる証拠の重要度に基づき評価引当金を

設定し、繰延税金資産を実現する見込みが50％である水準まで減額さ

せなければならない。

18年次計算の目的は繰延税金負債・資産が決済・実現すると予想される年度

の課税所得に適用される予想税率を用いて繰延税金負債・資産を測定すること

である。現行のアメリカ連邦税法では、課税所得が一定額を超える場合には課

税所得の全額が実質的に単一税率によって課税される。累進税率が重要な意味

を持たない企業はその一律の税率を用いて繰延税金負債・資産を測定する。累

進税率が重要な意味を持つ企業は繰延税金負債・資産が決済・実現すると予想

される年度の見積課税所得に適用される累進税率の平均値を用いて測定する

(第236項)。一時的差異や繰越の種類によっては税法の他の規定も考慮に入れ

税率を決定する（例えば税法は通常の所得とキャピタルゲインでは異なる税率

を定めている場合もある)。税法が将来年度の税率変更を予定している場合に

は適用税率を決定するにあたって繰延税金負債・資産がいつ決済・実現される

かという情報が必要となる。

19連邦内の租税直轄地域では適用税率は通常税率が用いられ、本基準害の第

17項deの規定に従い代替最低税額控除繰越額について繰延税金資産を認識する。

連邦租税直轄地域以外で代替税制度が存在する場合には2つの税制度間の相互

関係に配慮した上で税法と整合する方式で適用税率が決定される。

20評価引当金の設定を証拠の重要性に基づいて決定する場合には入手可能な

すべての積極的・消極的証拠を検討しなければならない。企業の当期財政状態

および経営成績に関する情報はすでに存在するので、将来年度についての情報
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を補充して検討する。ただし、場合によっては過去情報が利用できないこと

（例、企業の創業時）や関連性の小さい情報しか入手できないこと（例、最近

起こった状況の重大な変化）もあるので注意を要する。

21現存の控除一時的差異または繰越による税の軽減額が将来実現するかどう

かは税法で定められている繰戻・繰越期間内に適正な課税所得（通常の所得や

キャピタルゲイン等）が存在するか否かに依存する。次の4つのケースで税法

上そのような税利益をもたらす課税所得が得られる。

a現存の課税一時的差異の将来における取り崩し。

b.一時的差異および繰越額の取り崩しを除く将来の課税所得。

c損失の繰戻控除が可能なときは、繰り戻しできる過年度の課税所得。

d.下記の目的のために実施される租税計画戦略。

1損失の繰越期限切れを避けるための課税額の繰上。

2通常の所得・損失のキャピタルゲイン・ロスへの変更。

3非課税投資から課税投資への切り替え。

こうした課税所得の源泉に関する証拠は、租税管轄地域ごとあるいは年度ごと

に異なる｡1つ以上の課税所得の源泉に関する証拠が評価引当金の設定を不要

と結論するに十分である限り、他の源泉を考慮する必要はない。ただし、繰延

税金資産に関して認識される評価引当金の額を決定するためには、それぞれの

源泉を検討しなければならない。

22.場合により(a)慎重で実行可能な、(b)通常ならば採用しないが損失または

税額控除の繰越額が未使用のまま期限切れになることを避けるためには採用す

るような、(c)繰延税金資産が実現する結果になるような、行動が考えられる

(税務目的で選択されるものを含む)｡本基準書はこのような行動を租税計画戦

略と呼ぶ。企業は必要な評価引当金の金額を決定する際には租税計画戦略を考

慮することになる。租税計画戦略を実行するのに必要な費用や、実行した場合

に認識されるであろう損失（当該費用または損失に関連し認識できる税効果差
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引後）は評価引当金に含めなければならない。詳細は第246-251項を参照のこ

と。

23最近の年度に累積損失がある等消極的証拠がある場合には、評価引当金を

要しないと結論づけることは困難である。他の消極的証拠には以下のようなも

のがある。

a損失または税額控除の繰越額が未使用のまま期限切れになった実績。

b現在は黒字であるが、近い将来損失を計上する予測。

c不利に解決した場合将来継続的に事業および損益に悪影響を与える

ような未解決案件。

d繰越・繰戻期間が短いため、(1)単一年度に取り崩される見込みの

ある重要な控除一時的差異がある場合、(2)企業業績が循環的で税利

益の実現に限界がある場合。

24.消極的証拠があるにも関わらず評価引当金を要しないと結論づけるための

積極的証拠の例としては以下のようなものがある。

a現在の契約あるいは確定受注残高により繰延税金資産を実現するの

に十分な課税所得を生じさせることが現行の売価・費用構造から明ら

かなこと。

b税務上の純資産額を評価資産額が上回りその差額が繰延税金資産を

実現するのに十分であること。

c将来控除される金額（損失の繰越額または控除一時的差異）のもと

となった損失を除く十分な利益実績と、その損失が継続的でなく一時

的であること。

25.企業は積極的および消極的証拠の両方を総合的に考慮し判断を下さなけれ

ばならない。積極的・消極的証拠の結論への影響力に与える重要性は客観的に

検証しうる範囲に対応させなければならない。消極的証拠が多くなればそれだ

け(a)さらに多くの積極的証拠が必要とされ、また(b)繰延税金資産の一部ま
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たは全部に対して評価引当金が不要であることの立証が困難になる。

評価引当金の変動

26.環境の変化により評価引当金期首残高に変動が生じ、それにより関連する

将来年度の繰延税金資産実現に関する判断が変わる場合には、その変更の影響

は通常継続事業による利益に含める。唯一の例外は第30項と第36項c・e-gの規

定により配分される一部の税利益の初期認識（評価引当金の減額による）につ

いてである。その他の評価引当金残高の変動の影響額は継続事業による利益お

よび第35項で規定されるその他の項目との間で配分される。

税法または税率の改正

27繰延税金負債・資産は税法または税率が改正された時点で修正されなけれ

ばならない。その影響額は改正税法の制定日を含む期間の継続事業による利益

に含めなければならない。

企業の税務上の立場の異動

28．（省略）

規制企業

29．（省略）

企業結合

30被合併会社の買収方式による資産・負債の受入額と税務上の金額との間の

差異に関しては、本基準書の規定に従って繰延税金負債・資産を認識しなけれ

ばならない（償却額を税務上否認された営業権、配分されなかった消極的暖簾、

レバレッジドリースおよび意見言第23号の差異を除く）。被合併会社の合併時
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における控除一時的差異や欠損あるいは税額控除の繰越に関する繰延税金負債・

資産に対して評価引当金を認識する場合は、評価引当金を減額して取得日後の

財務諸表上繰延税金資産を最初に認識した時にこれらの項目に関する税務上の

恩典を(a)まず、合併に関連するあらゆる暖簾をゼロにし、(b)次に合併に関

連する他の無形固定資産をゼロにし、(c)最後に法人税費用を減額するために

充当しなければならない。

意見書第23号およびアメリカ蒸気船会社に関する一時的差異

31.-34．（省略）

期間内の税金配分

35.-38．（省略）

ある種の準再建

39．（省略）

子会社の区分財務諸表

40. (省略）

財務諸表の表示

41.企業は分類貸借対照表において、繰延税金負債・資産を流動・非流動の金

額に分けて表示しなければならない。繰延税金負債・資産は財務報告上関連す

る資産・負債の区分に基づいて流動・非流動に分けられる。財務報告上の資産・

負債に関連しない繰延税金負債・資産は繰越額に関係する繰延税金資産を含め、

基準書第37号に基づき一時的差異の予想取崩日により分類されなければならな

い。特定の租税管轄地域における評価引当金は当該租税管轄地域の流動・非流

動繰延税金資産に比例配分される。
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42.一企業の内のある特定の納税主体は特定の租税管轄地域に関して、(a)すべ

ての流動繰延税金負債・資産を相殺して単独の金額として表示し、(b)すべて

の非流動繰延税金負債・資産を相殺して単独の金額として表示する。ただし、

企業内の異なる納税主体に帰するものや異なる租税管轄地域のものを相殺して

はならない。

財務諸表の開示

43.企業の貸借対照表上認識した繰延税金負債・資産の純額は以下のように開

示される。

a第17項の(b)の方法により計算されたすべての繰延税金負債の総額。

b第17項の(c) (d)の方法により計算されたすべての繰延税金資産の総

額。

c第17項の(e)の方法により決定した繰延税金資産に対して認識され

た評価引当金の総額。

年度中の評価引当金の変動額の純額は開示されなければならない。公開企業に

おいては一時的差異および繰越額の各項目で繰延税金負債・資産の重要部分を

構成する税効果額の概算額を開示しなければならない。非公開企業についても

項目の開示義務はあるが項目ごとの税効果額の開示は省略することができる。

公開企業ではあるが、その所得に係る税金が所有者に直接賦課されるため、所

得税の対象とならない企業についてはその事実および企業の資産・負債の報告

額と税務上の金額との差異の純額を開示しなければならない。

44意見書第23号（本基準書にて改訂）で言及されたいかなる分野に対する繰

延税金もしくはアメリカ蒸気船会社における法定準備金に係る繰延税金の包括

的容認の例外により繰延税金負債が認識されない場合は必ず以下の情報を開示

しなければならない。
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a.繰延税金負債を認識していない一時的差異の種類およびその一時的

差異が課税される原因となる事象の種類。

b.一時的差異の種類別の累計額。

c､その負債の金額を実務上決定できる場合には、外国子会社および永

続的になされるジョイントベンチャーへの投資による一時的差異に関

して認識されていない繰延税金負債の金額、できない場合にはその旨

の文書。

d第31,32項の規定によって認識されなかった上記c以外の一時的差異

（国内事業の未分配利益、貯蓄貸付組合他適格中小金融業者の貸倒引

当金、生命保険会社の保険契約者剰余金、蒸気船会社の法定準備金）

に対する繰延税金負債の金額。

45表示各年度の継続事業に係る法人税要素のうち重要なものは財務諸表また

は注記中に開示されなければならない。下記にその例を示す。

a,当期税金費用あるいは収益額。

b繰延税金費用あるいは収益額｡(ただし、以下に列挙された要素の

効果を除く）

c投資税額控除額。

。政府交付金（法人税等の減額として認識された範囲に限る)｡

e・損失の繰越控除による税金の軽減額。

f税金の軽減額を直接資本勘定に配分するか、あるいは被合併会社の

暖簾またはその他の無形固定資産を減額するために配分した法人税等

の額。

g.税法あるいは税率の改正、または税務上の立場の異動による繰延税

金負債・資産の修正額。

h将来の繰延税金資産に関する実現可能性を変更させるような環境の

変化によって修正された評価引当金期首残高の修正額。
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46継続事業に配分された税金費用・収益の金額および第35-39項の規定により

別途他の項目に配分された金額はそれらの項目の表示各年度について開示され

なければならない。

47.公開企業は損益計算言表示各年度の継続事業に起因する法人税等の報告金

額と継続事業にかかる税引前利益に内国連邦法定税率を適用して計算した法人

税等の金額との百分率または金額による調整表を開示しなければならない。代

替的な税率がある場合には通常税率を法定税率とする。重要な調整項目の内容

と見積額は開示されなければならない。非公開企業においては重要な調整項目

の内容は開示が求められるが調整額は省略することができる。本項ならびに第

43-46項で要求される開示によっても状況が明確にならない場合には、すべて

の企業は全表示年度の情報の比較に影響する他の重要な事項の内容および影響

を開示しなければならない。

48.企業は、(a)税務上の損失および税額控除の繰越額の金額と繰越期限を、(b)

繰延税金資産の評価引当金のうち結果的に認識される税務上の恩典が被合併会

社の暖簾または他の無形固定資産の減額に充当される金額または資本勘定に直

接配分される場合（第30,36項）は該当金額を、開示しなければならない。

49.連結税務申告書を提出する集団の構成会社は、その区分財務諸表に以下の

開示を行わなければならない。

a表示した各損益計算書における当期および繰延税金費用の総額、お

よび各貸借対照表日現在の法人税等に関する関係会社債権または債務

の総額。

b当期および繰延分の連結税金費用を集団構成企業間で配分した方法

の主な規定。また、aが提出された期間に配分方法に変更が生じた時

（ならびに関係会社間の残高計算に変更が生じた時）はその変更内容

とそれによる影響。
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発効日および経過措置

50本基準書は1992年12月15日後に開始する会計年度から適用されるが、より

早期の適用も奨励される。企業は発効日前の連続する任意の年度に遡って本基

準書に準拠し財務諸表を修正することも可能であるが、初めて適用する場合は

会計年度の開始日をもって実施することとする。したがって、発効日前または

第1中間期を除く中間期に本基準書が適用された場合には、その年度中の前の

全中間期の財務報告を修正しなければならない。修正再表示された中間期また

は年度の繰延税金負債・資産の認識についての要求はその日現在の事実及び状

況に基づいて適用し、その後の状況の変化を考慮してはならない。

51.本基準書を初めて適用する際の影響については、会計原則の変更に関する

影響額としてAPB意見耆第20号第20項に規定される会計原則の変更による累

積影響額と同様の方法で報告されなければならない。ただし、本基準書の規定

により包括的利益から除外される種類の税務上の恩典で最初に認識されたもの

を除く。修正再表示した初年度の財務諸表を表示しない場合には、剰余金およ

び必要に応じて他の資本勘定について、表示された最も古い年度の期首現在に

おいて修正再表示による影響額を修正する。第30項では企業が結合した結果最

初に認識される取得税務恩典の報告方法が言及されており、また第36項では包

括的利益から除外され税務上の恩典が拠出資本あるいは剰余金に配分される5

項目(c-g)が特定されている。過年度の修正再表示を行わない場合には遡及適

用したと仮定した場合の影響額の表示を要しない。

52本基準言を初めて適用し財務諸表を公表する際には以下の事項を開示しな

ければならない。

a修正再表示した過年度の財務諸表を表示しなかった場合は、本基準

書の適用による適用年度の継続事業の税引前利益（例えば買収方式に

よる企業結合や規制企業への調整の影響)、異常項目前利益および純

利益への影響額。
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b.修正再表示した財務諸表を表示する場合には、修正再表示による各

年度の継続事業への影響、異常項目前利益および純利益（および関連

する1株当たり利益）への影響額。

以前の企業結合

53.-56．（省略）

純額法あるいは課税後基準に基づき報告される規制企業の資産

57.-59．（省略）

付録A:結論の基礎

付録B:特殊領域への基準書の適用

付録C:背景情報

付録D:現行公式見解に対する修正

付録E:用語解説

第60-222項

第223-276項

第277-285項

第286-288項

第289項





第4章 諸外国における税効果会計

I 重要な組織および国における税効果会計

本書を執筆中の1995年末現在、国際会計基準委員会は税効果会計に関する新

たな国際会計基準を策定中であり、来年度中に公表する見通しである。また、

イギリスでも税効果会計に関する基準の見直し作業が始まり、手続の大幅な変

更が予想されている。

このように、めまぐるしく変化する経済環境や企業行動に歩調を合わせる形

で、税効果会計に関する各国の財務会計基準はより一層整備、拡充されつつあ

る。そこで、本章では、世界の主要各国における税効果会計基準の動向を概観

し、前章までで見た税効果会計実務の発展と次章において展開される日本への

税効果会計導入の可能性との橋渡しを試みる。

1 国際会計基準

国際会計基準委員会( International Accounting Standards Committee :
（66）

IASC)は、1979年7月に国際会計基準第12号(IAS 12)「法人税等の会計」 を公

表し、税効果会計の導入を求めた。

IAS 12は税効果会計の処理方法として繰延法と債権債務法の両法を容認し

た。また、差異の認識範囲として包括的配分説を採用したが、将来の相当な期

間（3年以上）にわたり期間帰属差異の解消が見込めないとする合理的な根拠

がある場合には、当該期間帰属差異を認識の対象からはずすことができるもの

とした(IASC [1979] par.43)。

" IASC, "S 12.･ AccoIJ"""g /oF Tqg'des o" 1Izcome, 1979
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その後、IAS 12の改訂を目指して、1989年1月に公開草案第33号(E 33)「法
（67）

人税等の会計」が公表された。このE33ではIAS 12で容認された繰延法と債

権債務法の選択適用を改め、債権債務法のみを認める提案がなされた。これに

より繰延税金資産負債は財務諸表の作成表示に関する枠組みに定められた資産

および負債の概念に合致することになった。また、差異の認識範囲としては原

則的には包括的配分説を採用し、部分的配分説は代替的適用方式と明示した

(IASC [1989] pars.40-41)。

しかし、E33が公表された後にアメリカでおこった税効果会計基準に関す

る論争とそれに伴うFASB新基準の適用延期は、国際会計基準の策定にも大き

な影響を与え、IASの改訂作業は中断を余儀なくされた。その後1992年2月に

FASBが新たな基準を公表したことから、この問題に一応の決着が付けられる

こととなり、IASCも再度新基準の設定を目指して公開草案第49号(E 49)「法
（68）

人所得税」を1994年10月公表した。

ところで、債権債務法には損益計算書債権債務法と貸借対照表債権債務法が

あるという（藤田[1995]p.107)｡ IAS 12は両者を認め、E33は損益計算書債

権債務法の強制適用を提案したが、E49は貸借対照表債権債務法の強制適用

を求めている。

損益計算書債権債務法と貸借対照表債権債務法の相違点は、損益計算書債権

債務法が期間帰属差異に予測税率を掛けて繰延税金を算出するのに対して、貸

借対照表債権債務法は一時的差異に予測税率を掛けて繰延税金を算出すること

にある。例えば、再評価剰余金や課税所得に影響を与えない政府補助金のよう

に一時的差異であっても期間帰属差異には含まれない項目は損益計算書債権債

務法では認識されない。これに対して、貸借対照表債権債務法はすべての繰延

税金資産負債を認識するのに適しており、E49ではその強制適用を提案した

f7) IASC, Erposz"-e DF城E33.．AccoI"z""g /bj- Tα工eso凡〃zcome, 1989

㈱IASC, E%posIJr･e D,､q/Z E49.･ I"come Tq"es, 1994.
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と考えられる（藤田[1995] pp.107-110)｡

2 イギリス

イギリスの財務会計は、主に会社法(Companies Act)と会計基準設定主体

から公表される公式見解に基づいて行われている。会計基準を構成する公式見

解とは、以前は会計基準委員会( Accounting Standards Committee :ASC)の

公表する会計実務基準書(Statements of Standard Accounting Practice :SS

AP)のことを意味したが、1990年8月に会計基準審議会(Accounting Standards

Board :ASB)が新たな会計基準設定主体となってからは、その公表する財務報

告基準(Financial Reporting Standards :FRS)もあわせてGAAPを構成する

こととなった。税効果会計については、1978年10月に公表され1985年5月に改
（69）

訂されたSSAP第15号「繰延税金の会計」 が現行実務の指針となっている。

イギリスにおける税効果会計の導入については、1973年5月に公表された公

開草案(Exposure Draft :ED)第11号からその導入に関する検討が開始され、
（70）

1975年8月にSSAP第11号「繰延税金の会計」で実務への導入が決定された。

この基準書の特徴は繰延税金の処理にあたって包括的配分説（基準言では全額

計上方式(full provision for deferred taxation on all material timing

differences) )を採用したことであった。

その後、経済環境等の変化により新たな対応が実務から求められたことや、

アメリカにおいてみられたような多額の解消されない繰延税金の累積問題がイ

ギリスにおいても顕在化したことから基準見直しの気運が高まった。そして

1977年5月にSSAP第11号の改正を目指したED第15号が公表され、これをうけ

て1978年10月にSSAP第15号が公表された。
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新たに公表されたSSAP第15号は旧基準と同様に期間帰属差異に対して税効

果会計の適用を求めたが、差異の認識範囲としては包括的配分説にかえ部分的

配分説（基準書では部分計上方式(partial provision) )の立場をとった。

また、繰延税金の計算方法としてSSAP第15号は債権債務法を採用した。

その後、1981年会社法において法人税等に関する開示規定が改正されたこと

や、1981年財政法(Finance Act l981)において従来期間帰属差異として処理

されていた一部の所得控除が永久差異に変更されたことによって、基準は見直

しを求められ、1983年6月のED第33号の公表を経て1985年5月にSSAP第15号は

一部改定された。

旧基準のSSAP第11号が包括的配分説を採用していたために先述のような未

償却繰延税金の累積問題が発生したが、改訂SSAP第15号ではこの問題への対

策をより強化し、期間帰属差異の解消の結果がほぼ確実である場合に限り繰延

税金計上を認めるように改めた。そして、予見できる将来期間に解消しないこ

とがほぼ確実な期間帰属差異については認識の対象から外すこととされた。ま

た、その判断は財務計画をはじめとするすべての関連する情報を考慮に入れな

ければならないものとし、特に将来の予想について不確実性が大きい場合には、

慎重性概念を採用するべきであると規定した(ASC [1985] pars.25-28)｡

こうした繰延税金の認識をその解消の確実性に基づいて行うという思考は、

イギリスにおける税効果会計の最大の特徴である。この点をさらに詳しく分析

すると以下のようになる。

SSAP第15号は将来の繰延税金の解消が確実であると判断されるような合理

的前提がある場合に限り繰延税金を認識させた。そしてこうした判断には、当

該繰延税金の解消が可能となるような将来期間にわたる財務計画や経営予測か

らの情報、および経営者の見通しなどから得られた税金発生パターン等が考慮

されるべきことが求められ、また、個々の期間帰属差異だけではなく期間帰属

差異全体を総合して繰延税金実現可能性の判断を行うべきことがASCによって
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提案された。したがって、次にあげたような場合には、当該期間帰属差異なら

びにそれから発生する税効果は認識の対象とされない。

第1に、短期に解消する期間帰属差異の場合、業績がほとんど変動しない会

社においては毎期ほとんど同額の期間帰属差異の発生と消滅の繰り返しが予想

される。したがって、繰延税金の解消時期が明らかではないのでこのような場

合には税効果を認識する必要がない。

次に、税務上の加速償却についても、償却資産への投資が安定的になされて

いる企業または増加している企業にあっては、加速償却から発生する期間帰属

差異は連続して発生し、また、1つの差異の消滅は新たに発生する差異により

相殺され、税金債務の支払がいつ発生するかは不明である。したがって、この

ような場合も税効果は認識対象とされない。ただし、突発的にあるいは不規則

に資本的支出がなされた時、税金債務として実現するかどうかは長期間の考慮

が必要となる。新たな資本的支出が減少したりあるいはなされなくなったりす

る場合は、すべての発生期間帰属差異は消滅しても、税金債務の実現可能性が

合理的に存在する限り繰延税金は計上されるべきことになっている。

さらに、固定資産の再評価剰余金については、再評価された固定資産を売却

する意思決定が行われた後、直ちにその再評価後の固定資産の貸借対照表価額

に基づき、債務として実現する範囲内で繰延税金が再評価剰余金から振り替え

られるべきこととなっている。

ところで、こうした内容をもつSSAP第15号の再改訂がASBにより現在検討

されつつある。これは現在の経済環境および税制がSSAP第15号の公表された

当時とは大きく異なってしまったことを最大の原因とするが、他の財務会計基
（71）

準との不整合性の拡大や、税効果会計に関する国際会計基準やアメリカ財務

(71）特にSSAP第24号「年金費用の会計」(Accounting for Pension Costs)や緊

急問題専門委員会(Urgent lssues Task Force:UITF)の示したUITF abstract

6「年金以外の退職厚生プランの会計」( Accounting for Post-Retirement

Benefits other than Pensions)との不整合は大きな問題となった。SSAP第15

号の一部修正がなければ、こうした費用の計上が適切な時期にできなかったという。
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会計基準書の改訂といった諸外国の動向もその一因となっている。これをうけ
（72）

てASBは新たなFRSの策定を目指して1995年3月に討議資料「税金会計」を公

表し、関係者からの意見聴取を求める作業を目下進めている最中である。

3 ドイツ

ドイツでは財務会計がすべて商法典をはじめとする法律により規定されてい

るため、税効果会計についても商法規定を分析する必要がある。税効果会計に

関する明文規定は1985年の商法改正により、繰延税金の計算限定区分(Abgren-

zung latenter Steuern)概念の下に、商法典第274条（資本会社の個別決算に

おける繰延税金）と同第306条（コンツェルンの連結決算における繰延税金）

に初めて盛り込まれた。商法上の個別決算利益と課税所得が基準性原則

(Ma B geblichkeitprinzip der Handelsbilanz f Ur die Steuernbilanz) (所得

税法第5条第1項）の下で直線的に結びつき、かつ、連結納税制度の認められて

いないドイツでは税効果会計はあまり必要とはされてこなかったのである。

新商法典が1987年に施行される以前は繰延税金の配分を義務づける明文の規

定は存在せず、商事貸借対照表に繰延税金を計上できるのはそれが貸借対照表

借方および貸方項目について一般的計上原則により計上義務がある場合に限ら

れた。例えば、税務貸借対照表において時間的に限界がある特別償却が実施さ

れ、または準備金が設定され、例外的に商事貸借対照表でこれらに対応した処

理がなされなかった場合に、繰延税金を不確定債務引当金として計上しなけれ

ばならなかった。また特に、繰延税金資産は株式法旧規則の計上原則と両立し

得ないものであった。繰延税金資産は株式法旧第152条第9項による、厳密な期

間関連性や決算日後一定期間についての支出という計算限定項目( Rechnungs-

abgrenzungsposten)の定義を満たさなかったため、貸借対照表の借方計算限

定項目として認識することはできなかった（黒田[1993] p.201)｡

(73 ASB, DZscIJssZo" PapeF､.･ AccoI"z""g /oF･ Tar, 1995
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ところで、EC第4号指令はその第43条第1項第11号に借方および貸方繰延税

金の配分を規定し、その配分結果を貸借対照表または附属説明書に示さなけれ

ばならないとした。その場合、繰延税金とは「営業年度または前営業年度以前

に帰属される租税費用との差額であって、将来の租税費用にとり重要なもの」

であると定義された。

ドイツは個別財務諸表に関するこのEC第4号指令をはじめ連結財務諸表に関

する第7号および監査人の資格に関する第8号指令を国内化するための財務諸表

指令法を1985年に制定し、商法典等を大幅に改正した。税効果会計の導入はこ

うしたEC指令国内化の一環として実現した。

財務諸表指令法は商法典第274条で資本会社に関する税効果会計を規定した

が、その特徴は以下のようにまとめることができる（黒田[1993] p.202)｡

・資本会社、協同組合および開示法に規定された企業にその対象を限定した。

・商法典第274条において繰延税金資産または負債の認識に際し次の条件を満

たすものとした。

営業年度および前営業年度以前の営業年度に帰属させるべき租税費用が、税

務上の利益が商法上の利益より少ないかまたは多いため、過小又は過大であっ

て、かつこの過小または過大租税費用が後の営業年度において均衡すると見込

まれること。

。繰延税金負債の場合には引当金の設定が義務づけられ、繰延税金資産の場合

には限定項目を擬制的貸借対照表項目(bilanzierungshilfe)として計上するこ

とが容認された。

・設定した繰延税金資産または負債は、租税負担増または租税負担減は生じる

か、またはそれらがもはや見込めないときには、直ちにこれを取り崩さなけれ

ばならないとした。
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先に見たように、ドイツ商法典では企業会計上の利益（商法上の利益）と課

税所得計算上の所得が異なることから実際税額と商法上の利益に基づき算出さ

れる租税費用との間に乖離が存在するときには、この差額である過小あるいは

過大租税費用が後の年度における租税負担増減見込額によって均衡すると見込

まれるならば、繰延税金として処理される。より具体的には、課税所得計算に

よる実際税額が商法上の利益にかかる租税費用より小さい場合は、その差額は

貸方繰延税金のための引当金として貸借対照表または附属明細書に区分表示さ

れることが求められる。一方、実際税額が算出された租税費用より大きい場合

は、その差額は擬制的貸借対照表項目として貸借対照表に資産計上することが

容認される。

ここで留意すべき点は、繰延税金負債の計上が強制である一方、繰延税金資

産の計上は任意であって、貸借対照表計上選択権(Bilanzierungswahlrecht )が

認められている点である。また、擬制的貸借対照表項目とは、商法における貸

借対照表計上基準を満足しないために本来ならば貸借対照表能力がないにも関

わらず、法の規定により貸借対照表への計上が求められている項目である。こ

れは、適正な期間損益計算を可能にするため、本来貸借対照表能力を持たない

抽象的項目に対して資産および負債としての計上を認めたものである。そして、

こうした擬制的貸借対照表項目については計上義務ではなく、計上選択権を企

業に与える形で認めている。

また、コンツェルン決算書における税効果会計は商法典第306条において以

下のように規定される。各個別資本会社のコンツェルン連結年度の課税所得計

算による実際税額の合計額が連結年度損益に対する租税費用と異なる場合、そ

の過大または過小の租税費用が将来の年度において均衡すると見込まれるとき

は、その連結計算手続による差額を借方限定項目または、貸方引当金または注

記に区分して表示することが求められる。

これは一見すると個別資本会社の場合と同様の処理のようではあるが、コン
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ツェルン利益とコンツェルン決算書に組み込まれた会社の個別利益の和との差

異が税効果の発生原因である点は、先に見た個別決算書における税効果会計と

は大きく異なっている。さらに、これら商法典第306条で規定されたコンツェ

ルン特有の繰延税金については一般的貸借対照表計上義務が存在するため、個

別会社の場合に見られたような貸借対照表への選択的な計上は認められていな

い。

Ⅱ 他の主要国における税効果会計

1 カナダ

カナダ勅許会計士協会(Canadian lnstitute of Chartered Accountants :CI

CA)のハンドブックには、その第3470項「法人税等」において税効果会計の記

述がある。それによると1968年以前には法人税の処理について、引当金計上に

よって税効果会計を採用した方法と実際税額説に基づき税効果会計を行わない

方法の両法を認めていた。その後統一した処理が求められ、その結果CICAの

調査委員会(Research Committee)は費用収益対応原則を満たすものとして、

包括的配分説による税効果会計を支持した。また、同時に繰延法を繰延税金の

計算方法として推奨した。1988年11月CICAは公開草案「法人所得税」を公表

し、その中で債権債務法への移行を表明したが、一方では従来からの繰延法も

規定に残した。こうした処理はアメリカのGAAPと一部矛盾する点もあり、早

急な調整が求められているところである。

2 メキシコ

税効果会計は、部分的に債権債務法を用いたものが採用されている。この方

法の下で繰延税金は、合理的期間内に実現しかつ完全に識別可能なすべての期
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間帰属差異について、実現する時点の見積実効税率を用いて計上される。実現

しない期間帰属差異および永久差異については認識の対象とはされない。

また、財務諸表上の繰延税金はこの原則への準拠性を確かめるために毎年見

直しをうける。

3 フランス

フランスでは課税所得計算も発生主義に基づいてなされるため、企業会計上

の利益と課税所得計算上の所得の間にはほとんど差が存在しない。差異の多く

は、企業会計と課税所得計算の間の永久的差異（例えば、未実現の換算利益は

企業会計上は認識されないが、課税所得計算上は益金に算入される）である。

また、特に税法による繰戻還付金の対象となる税務上の欠損金については繰延

税金資産の認識が認められている。この場合、当期の税務上の所得は、その欠

損金が発生した年度に処理される（中央監査法人[1995] p.344)。

期間帰属差異による繰延税金については、会計士協会が1987年の勧告で財務

諸表本体への計上を求めたが、実務的には法定財務諸表本体には記録されず、

注記にとどまっている。

一方、連結財務諸表では繰延税金を認識している。その際の処理方法として

は、繰延法と債権債務法の両法が、また、差異の認識範囲としては部分的配分

説と包括的配分説の両説がそれぞれ認められている。会計士協会は資産負債法

および包括的配分説を支持している（中央監査法人[1995] p.345)｡

4 オランダ

オランダにおける標準的な会計実務では、事象の認識基準の違い（企業会計

における発生聿義と課税所得計算における現金主義）により発生する短期的期

間帰属差異や減価償却のように将来のある期間において解消されることが明ら

かなその他の期間帰属差異について税効果会計を行っている。



第4章 諸外国における税効果会計 113

また、法律によって当該営業年度後に発生しかつ当該営業年度以前に課され

るべき租税債務の引当金については、独立した表示が求められる。

GAAPに関するガイドラインは、雇用者、労働組合や営業報告言利用者およ

び監査人により構成される年次報告書委員会(Council for Annual Reporting)

により示される。このガイドラインによれば貸借対照表における繰延税金の評

価を簿価または時価によって行うことを推奨している。時価による評価が選択

された場合には、当該営業年度以前の繰延税金の簿価とともに当該営業年度の

繰延税金の簿価も脚注に表示されなければならない。

5 オーストラリア

現行の税効果会計に関する会計基準は、1974年に公表されその後1976年に一

部修正1989年に改訂されたAAS第3号「法人所得税の会計」である。これによ

ると、税効果会計の対象となる期間帰属差異の認識範囲については包括的配分

説が採用され、繰延税金の計算方法としては債権債務法が用いられている。た

だし、繰延法による処理も容認されている。

6 ニュージーランド

会計実務基準書SSAP第12号「法人税の会計」が1980年に公表され、会社や

組合企業に対し税効果会計を義務づけている。ただし、1990年に公開草案第52

号が示され、税効果会計の適用範囲をすべての外部報告目的の財務諸表に拡大

することが提案された。

基準耆は債権債務法の採用を支持しているが、債権債務法による処理との差

を注記に表示することで繰延法の採用も容認している。

また、期間帰属差異の認識範囲については包括的配分説の立場をとるが、イ

ギリスと同様、差異の解消が確実ではない期間帰属差異については認識対象か

ら除外している。



税効果会計114

公開草案第52号はすべての期間帰属差異について債権債務法を用いた繰延税

金の計算を求めている。しかしながら、包括的配分説を採用することによりも

たらされる未償却繰延税金の累積問題を考慮すると、現行の部分的配分説が継

続される公算が大きい。

こうして概観すると、税効果会計を採用している主要国の中で、期間帰属差

異の認識範囲として明確に部分的配分説の立場をとっているのはイギリスであっ

て、ニュージーランドやオランダは包括的配分説を基本としながら部分的配分

説をも容認する立場をとっている。

また、繰延税金の計算方法としては債権債務法が世界的な主流になりつつあ

ることが同時に理解できる。

諸外国における税効果会計基準をまとめると第4.1表のようになる。
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第4．1表 諸外国における税効果会計

（1993年1月1日現在）

国 名 繰 延 税 金 の 認 識

国 際 会 計 基 準

日 本

米 国

英 国

繰延法または債権債務法

連結上，税の期間配分は容認

債権債務法
〃

債権債務法

繰延法または債権債務法（原則として認識しない）

規定処理なし

債権債務法
〃 （原則として認識しない）
ノノ （原則として認識しない）
ノノ

〃

〃

繰延法

繰延税金なし

繰延法または債権債務法
〃

規定処理なし

債権債務法（連結のみ）
ノノ

ノノ

繰延税金なし

繰延法または債権債務法（注記での開示を要求）

債権債務法
〃

ノノ

〃

〃 （連結のみ）
〃

繰延法または債権債務法（連結のみ）

債権債務法（原則として連結のみ）

債権債務法
〃

ノノ （原則として認識しない）

繰延法または債権債務法（連結のみ）

ア イ ル ラ ；

ァ ル ゼ ン 豊

E C 指

イ ス ラ エ

イ タ リ

イ ン

イ ン ド ネ ミ

オ － ス ト ラ

オ ラ ン

カ ナ

韓

キ プ ロ

シ ン ガ ポ ー

ス テ

ス ウ ェ － ラ

ド
ン
令
ル
ァ
ド
ァ
ァ
ダ
ダ
国
ス
ル
ス
ン
ン
島
国
ク
ッ
ア
ド
ー
ド
ル
ス
｜
港
カ
コ
グ

ン
チ

ソ

リ

デ

イ
レ

ー
ノ

ス ペ イ

チ ヤ ネ ル 詫

中

デ ン マ

ド イ

ナ イ ジ エ リ

諸

－ 1 － ジ ー ラ ン

ノ ル ウ ェ

ブ イ ン ラ ン

ブ ラ ジ

フ ラ ン

ベ ル ギ

香

南 ア ブ リ

メ キ シ

ル ク セ ン ブノIル

(出所）中央監査法人［1995年] p .p .468-469に一部加筆修正。
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(参考資料1）

イギリス会計実務基準書第15号（改訂版）「繰延税金の会計」

第1-16項

第17-23項

第1部 解説

第2部 用語の定義

(省略）

(省略）

第24-45項第3部 会計基準

一般的規定

24繰延税金の計算は債権債務法を用いなければならない。

25期間帰属差異による繰延・繰戻税金は負債・資産の実現可能性が確からし

い場合に認識しなければならない。

26期間帰属差異による繰延・繰戻税金は負債・資産の実現可能性が確からし

くない場合は認識してはならない。

27繰延税金負債・資産の実現可能性に関する査定は合理的前提に基づいてな

されなければならない。

28当該前提には、取締役会で財務諸表が承認される日までに入手可能なあら

ゆる関連情報や経営方針が考慮されなければならない。この情報には将来の税

金負債の予想パターンで査定された程度の十分な期間にわたる財務計画や予定

が含まれることが望ましい。税金負債の実現可能性の査定には慎重な観察がな

されるべきであり、特に財務計画や予定が不確定要因に影響されやすい場合や

十分な期間にわたって作成されていない場合は注意を要する。（第52項参照）

29繰延税金負債の計上額は別の期間帰属差異に由来する繰延税金資産やこれ

ら繰延税金負債を相殺できる前払法人税により減額されなければならない。

(付録第16-17項参照）
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30繰延税金資産純残高は資産として繰り越してはならない。ただし、相当す

る借方残高により置換されることなく回復すると予想される場合はこの限りで

はない。

31.貸借対照表日に支払うべきあるいはその支払が予想される配当についての

前払法人税に関し発生する借方残高は、次期の利益または収益により法人税が

十分あると予想され前払法人税が相殺される限り繰り越される。

32貸借対照表日に支払うべきあるいはその支払が予想される配当についての

前払法人税以外から発生する借方残高は、その回復が合理的に見込めなければ

認識してはならない。そのような回復とは通常、借方残高が次期の利益または

収益により発生する法人税から、相当する借方残高により置換されることなく

回復する場合をいう。

損益計算書

33通常の企業活動に関する繰延税金は、損益計算言本体あるいは注記に通常

活動にかかる税金の一部として別途表示されなければならない。

34非常項目に関する繰延税金は、損益計算書本体あるいは注記に非常項目に

かかる税金の一部として別途表示されなければならない。

35当期に関連するいかなる未計上繰延税金額も注記に開示されるか主要項目

の一部として記述されなければならない。

36税率や控除規定の変更による繰延税金の修正は通常当期税金費用の一部と

して開示されなければならない。ただし、課税基礎の変更や政府の財政政策変

更による影響は非常項目として扱われる。

貸借対照表

37繰延税金残高およびそれらの主要項目については貸借対照表本体あるいは

注記に開示されなければならない。
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38.繰延税金への振替、あるいは繰延税金からの振替は注記に開示されなけれ

ばならない。

39積立金取り崩しにより繰延税金が発生する場合（例えば再評価資産の予定

された処理によるものなど）は、繰延税金へ振り替えられたあるいは繰延税金

から振り替えられた金額が個別に表示されなければならない。

40.いかなる未計上繰延税金の総額も注記に開示されるかまたは主要項目の一

部として記述されなければならない。

41再評価が第20項の期間帰属差異に該当しないため再評価資産にかかる繰延

税金の予想される額が表示されていない場合は、それが期間帰属差異に該当せ

ず税額が計算されない旨を示さなければならない。

42簿価と大きく異なるためその資産価額が注記に表示されている場合は、当

該資産が貸借対照表日に注記された価額で回収された時に予想される税効果額

を併記しなければならない。

連結財務諸表

43.ある企業が集団の構成員である場合は、繰延税金会計に関して、合理的証

拠に基づき適用可能なあらゆる連結所得控除およびそうした控除に係る負担を

考慮しなければならない。連結所得控除等利用する際に考盧された前提は示さ

れなければならない。

44国外利益の送金に関する繰延税金はこの基準害の規定に従って処理されな

ければならない。海外で稼得された利益に係る繰延税金が計上されていない場

合は、その旨を示さなければならない。

発効日

45.この基準言に示された会計実務はできるだけ速やかに採用されなければな

らない。また、1985年4月1日以降に始まる会計期間の財務諸表においては本基
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準書の会計実務が会計基準と見なされる。

第4部 グレートブリテン島における法的要件に関する注記

第46-62項 （省略）

第5部 アイルランドにおける法的要件その他に関する注記

第63-72項 （省略）

第6部 国際会計基準第12号「所得税等の会計」との調整

第73項 （省略）

付録 （省略）



税効果会計120

（参考資料2）

ドイツ商法典（抜粋）

第274条 租税配分

（1）①営業年度及び前営業年度以前の営業年度に帰属させるべき租税費用が，税法の

規定により課税されるべき利益が商法上の利益より少ないため，過小であって，且つ，

営業年度及び前営業年度以前の営業年度の過小租税費用が後の営業年度において均衝す

ると見込まれる場合は，後続営業年度の租税負担増見込額につき第249条第1項第1文

による引当金を設定し，これを貸借対照表又は附属説明書に区分して記載しなければな

らない。②その引当金は，租税負担増が生じるか，又は負担増がもはや見込まれないと

きには，直ちにこれを取崩さなければなせない。

（2）①営業年度及び前営業年度以前の営業年度に帰属させるべき租税費用が，税法の

規定により課税されるべき利益が商法上の利益より多いため，過大であって，且つ，営

業年度及び前営業年度以前の営業年度の過大租税費用が後の営業年度において均衝する

と見込まれる場合は，後続営業年度の租税負担減見込額につき，貸借対照表借方の部に

擬制的貸借対照表項目として限定項目を設定することを許す。②当該項目は相応の名称

を付し区分して表示し，且つ附属説明書において説明しなければならない。③当該項目

を表示するときには，利益の配当は，配当後に残存し何時でも取崩すことができる利益

準備金に繰越利益を加え繰越損失を減じた額がその計上額以上に達するときに限り，こ

れを行うことができる。④その計上額は，租税負担減が生じるか，又は負担減がもはや

見込まれないときには，直ちにこれを取崩さなければならない。

第306条 租税配分

①コンツェルン決算書に表示する年度利益が，本款の規定により講じた措置に基づい

て，コンツェルン決算書組入企業の個別利益の合計より少ないか若しくは多いとき，営

業年度及び前営業年度以前の営業年度につき生じる租税費用は，それが年度利益に対す

る割合において過大である場合には，借方の部に限定項目を設定することにより，又は
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それが年度利益に対する割合において過小である場合には，第249条第1項第1文によ

る引当金を設定することにより，過大若しくは過小租税費用が後の営業年度において均

衝すると見込まれる範囲につき，これを適合修正しなければならない。②その項目は，

コンツェルン貸借対照表又はコンツェルン附属説明書にこれを区分して記載しなければ

ならない。③それについては，第274条による項目とこれを統合することを許す。

(出所）黒田[ 1993 ] p.346, p.361。





第5章 日本における税効果会計の可能性

I 連結財務諸表における税効果会計の現状

現在、日本では税効果会計の適用は連結財務諸表においてのみ公式に認めら

れている。個別財務諸表においても実質的に税効果会計の適用と同様の効果を

持つ長期納税引当金の設定が実務的に定着しつつあるが、形式上は商法第287

条の2の引当金として扱われており、税効果会計は採用されていないことになっ

ている。

そこで、本節では連結財務諸表における税効果会計について、その導入の歴

史的経緯や現状を概観する。そして、次節における個別財務諸表への税効果会

計拡張の可能性に向けた議論の前提とする。

1 税効果会計と現行法令の関係

日本において税効果会計がはじめて公式に議論されたのは連結財務諸表の制

度化の際であった。企業会計審議会が1975年6月に示した「連結財務諸表の制

度化に関する意見書」には税効果会計について以下のような記述があった。

「税金の期間配分を行ういわゆる税効果会計は、わが国の会計実務では未だ慣

行として成熟していないことを考慮して、連結財務諸表原則ではこれを取り上

げていない。しかしながら、企業集団内取引に係る未実現利益の消去に伴う税

金の調整などは、連結財務諸表による財務情報として有意義であると考えられ

るので、税効果会計を適用した連結財務諸表を提出することも差し支えないも

のとする｡」（意見書三・2）

この意見書をうけて「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則

(1976年10月30日大蔵省令第28号)」（連結財務諸表規則）が作成され、その中
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に税効果会計に関する内容が以下のように盛り込まれた。

「連結財務諸表の作成に当たり、連結会社の法人税その他利益に関連する金額

を課税標準として課される租税については、期間配分の処理（収益又は費用の

帰属年度の相違に基づき、各連結会社の課税所得の合計額と連結財務諸表上の

法人税等控除前の利益に差異がある場合において、当該差異に係る法人税等の

額を、連結財務諸表の法人税等控除前の利益に期間配分の方法により合理的に

対応させるための調整を行うことをいう｡）を行うことができる｡」（連結財務
（73）

諸表規則第11条）。

このように税効果会計の適用に際して法的な根拠となるのが上に示した連結

財務諸表規則第11条である。ただし、この中には具体的な処理は何ら示されて

はおらず、この規定に基づいて実際に税効果会計を行う際には期間配分の対象

となる租税の範囲、期間配分処理の対象項目および税効果会計の適用の程度が

改めて検討されねばならなかった(COFRI[1993] p.172)｡

期間配分の対象となる租税の範囲

税効果会計を行う際の期間配分の対象となる租税は、連結会社の法人税その

他利益に関連する金額（課税所得計算上の所得）を課税標準とするもので、具

体的には法人税、法人事業税（課税標準が所得でないものを除く）、法人住民

税（都道府県民税および市町村民税）がその対象となる。また、利子税や加算

金等は除かれるが、源泉所得税は対象に入ると考えられる。

例 このように税効果会計は連結財務諸表において任意適用とされたが、具体的な処

理の方法については何ら示されなかった。そこで、日本公認会計士協会は1976年7

月に連結財務諸表に関する実務の指針となる「連結財務諸表作成要領」を公表し、

その中で税効果会計について具体的な処理の方法を示した。
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期間配分処理の対象項目

ここで注意を要するのは連結財務諸表第11条の性格である。先に示した同条

を詳しく検討すると、括弧内の文言は期間配分処理の定義を意図しているので

はないことがわかる。これは、同条が税金の期間配分の処理基準を創設しよう

としたものではなく、アメリカを中心とした諸外国において会計実務として定

着している税効果会計の概念を紹介し、日本においてもそれが採用できること

を明示するために設けられたと解すれば合理的である。

こうした事情を踏まえて期間配分処理の対象項目について考えると、同条は

日本独自の税効果会計制度の創設を意図したものではないので、諸外国と同様

の事項すなわち未実現利益の消去等連結財務諸表作成上の修正項目のほか、個

別財務諸表上の収益費用の認識時点と法人税法上の益金損金の認識時点との差

により発生する期間帰属差異をも予定されるものと理解する立場もある(COFRI

[1993] p.173)。こうした立場をとれば次のような項目が処理の対象となろう。

（個別財務諸表上の対象項目）

期間帰属差異項目

法人税法上の欠損金

（連結財務諸表上の対象項目）

未実現利益の消去

子会社および関連会社の剰余金

子会社の繰越欠損金

しかしながら、個別財務諸表に関する項目については、関係法令をも考慮に

入れた検討が必要となる。

税効果会計の適用の程度

意見害によれば、本来先に示した対象項目のすべてに対して税効果会計を適

用すべきであるが（税効果会計の全面適用)、こうした会計処理はわが国の会
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計慣行とはなっていないため、特に個別財務諸表の修正を伴う程度までは税効

果会計を適用せず、連結財務諸表上の対象項目について適用すると解される

(税効果会計の部分適用)｡なお、連結財務諸表規則第13条第9号には、連結財

務諸表作成の基本となる事項として「法人税等の期間配分の処理に関する事項」

があげられており、「連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

取扱要領(1992年7月20日蔵証第1005号)」（連結財務諸表規則取扱要領）では、

税効果会計の処理方法を開示するよう以下のような規定が設けられている。

「規則第13条第9号に規定する事項としては、規則第11条に規定する法人税等

の期間配分の処理を行っているかどうかを記載するものとし、当該処理を行っ

ている場合には、その処理方法の概要を簡潔に記載するものとする｡」（連結財

務諸表規則取扱要領第33）

また、法人税の期間配分の処理を行った場合における当該処理による法人税

の調整額は、連結損益計算上は法人税および住民税の次にその内容を示す科目

をもって記載し、連結貸借対照表上はその性格に応じて流動資産、投資その他

の資産、流動負債または固定負債としてその内容を示す科目をもって掲記する

こととした。（連結財務諸表規則取扱要領第82および83）

2 税効果会計の適用状況

実務における連結財務諸表への税効果会計の適用状況は、次の6つに分類で
（74）

きる。

例 適用方法については、有価証券報告書「第6 企業集団の状況」にある「連結財

務諸表作成のための基本となる事項」に「法人税等の期間配分の処理に関する事項」

として注記されている。これらについて解説すると以下のようになる。

1．はアメリカの会計原則およびSECの規定する規則に準拠し包括的に税効果会計

を適用する会社である。「1977年4月1日前から継続して、米国預託証券の発行等に

関して要請されている用語、様式及び作成方法により連結財務諸表を作成．開示し

ている会社が、証券取引法の規定により提出する連結財務諸表については、当分の

間（1998年4月1日以降開始する連結会計年度終了の日前に提出する有価証券報告言
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l米国基準により包括的に税効果会計を適用する会社

2.日本基準により包括的に税効果会計を適用する会社

3連結固有の項目にのみ税効果会計を適用する会社

4.在外連結子会社の一部が税効果会計を適用する会社

5.連結固有の項目に適用するとともに、在外子会社が税効果会計を適用する会

社

6税効果会計を適用していない会社

税効果会計の適用実態を調べた調査①によると、1994年の調査対象会社（東

証1部上場300社中適用実態の判明しているもの) 278社のうち、不適用会社

(同表中のE)が131社(47.1%)、一部適用会社（同表中のB、CおよびD)が102

社(36.7％)、包括適用会社（同表中のA)は45社(16.2%)であった。また、一

部適用会社のうち連結固有の項目のみに税効果会計を適用している会社（部分

適用会社、表のB)は59社(21.2%)であった。

第5．1表 法人税等の期間配分の処理 （調査①）

1994 1993 1992

A・包括的に適用

① 米国基準採用会社

② 国内基準採用会社

B.連結固有の項目にのみ適用(注）

C.在外連結子会社の一部が税効果会計を適用

D・連結固有の項目に適用するとともに、在外

連結子会社が税効果会計を適用

E.適用していないもの

合 計

２
３

９
０

２
２

５
３

３
６

３
８

２
２

５
２

３
６
３

７
２
２
５
２

３
４
７

１
３
７

１
２

３
１
８

１
３

７

１
２

７
８
４

３
７

１
２

(注）未実現利益の消去、貸倒引当金の連結ベースでの修正等が主なものである。

(出所）朝日監査法人[1995] p. 478を一部加筆修正。

まで（平成2年大蔵省令第232 1号))、大蔵大臣が適当と認めた場合に限り、当該用

語、様式及び作成方法によることができる（昭和51年連結財務諸表規則附則Ⅱ,I)」

とされており、いわゆるSEC基準採用会社がこれに該当する。
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第5．2表 業種別の税効果会計の適用状況

（東証一部上場1992年3月決算672社） （調査②）

合 計

5

4

36

33(1)

33(1)

13

65

15

5

5

19

23

32

63(2)

94(12）

5

24(1)

8

17(2)

20(1)

52(4)

10

7

12

16

10

12

4

8

3

1

4

14

672(24）

100%

不 適 用

4

3

21

26 (O)

29 (O)

5

54

9

4

3

15

17

28

47 (O)

55(0）

3

16(0）

7

7(0）

12(O)

39(0）

8

3

7

9

8

11

1

8

3

0

4

6

472(0）

70.2％

用
ｊ
ｊ

ｊ
ｊ

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

Ｄ
％

適
①
①

①
①

①
０
①
①

く
３

部
１
１
２
４
２
７
８
３
０
１
３
６
３
１
７
２
４
０
４
６
７
２
３
２
４
２
１
３
０
０
０
０
４
鍋
８

１
１

用
ゾ
ｊ

ゾ
の

ｊ
う
Ｊ
Ｊ

ｊ躯
％

１
１

２
１

１
１
１

４
く
く

く
く

く
く
く
く

く
５

ｎ
Ｕ

ｎ
Ｕ

Ｑ
Ｕ

ｑ
Ｕ

ワ
白

１
１

ｏ
Ｏ

ｑ
ｕ

１
上

１
１

イ
ｉ

ｎ
Ｕ

１
１

医
Ｊ

Ｏ
凸

ｎ
Ｕ

４
坐

１
１

ハ
Ｏ

ｏ
凸

Ｒ
）
ｎ
Ｕ

１
１
Ｑ
Ｕ
ｎ
Ｄ

ｎ
Ｕ

ｎ
Ｕ

ｎ
Ｕ

ｎ
Ｕ

ｎ
Ｕ

１
１

ｎ
Ｕ

４
生

ワ
ー

・
２

７
１

適
１

業 種

水

鉱

建

食

繊

パ ル プ ・

化 学 工

医 薬

石

ゴ

ガ ﾗ ｽ ･

鉄 鋼

非 鉄 金 属 ・ 金 属 製

機

電 気 機

造

自動 車 ・自 動 車 部

そ の 他 輸 送 用 機

精 密 機

そ の 他 製 造

商

小 売

そ の 他 金 融

不 動

鉄 道 。 （

陸

海

空

倉 庫 。 運 輸 関

通

電

ガ

サ － ビ ス

合 計

合 計 の 構 成 比 率

産
一
業
一
設
品
維
一
紙
一
業
一
品
一
油
一
ム

・ 土

業

金 属 製 品

械

機 器

船

動 車 部 品

：用 機 器

機 器

製 造 業

社

業

金 融 業

産

ス
連

運
運
連
信
力
ス
業

関
（

ス

(注）（）内は米国会計基準採用会社数。

(出所) COFRI [ 1993 ] p l76を一部修正。
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また調査②では1992年における調査対象会社672社のうち不適用会社472社

(70.2%)、一部適用会社123社(18.3%)、包括適用会社77社(11.5%)であった。

この2つの調査から、年々税効果会計を導入する会社数は増加しているものの、

その適用は任意であるため実際の導入には大きなばらつきが見られることが明

らかになった。

さらに税効果会計を採用している会社を対象に、税効果会計による期間配分

額の税金等調整前当期純利益に対する影響を調べた調査③がある。

第5．3表 各適用形態における利益への影響 （調査③）

一 部 適 用包 括 適 用

合 計③
連結固有の
項目だけ

④

連結子会社
の一部

⑤

連結固有およ
び連結子会社

②
日本基準

①
SEC基準

影響割合
／ 、

（＊ノ
部適用計包括適用計

％

66.2

12.0

9.0

6．8

6.0

％

83.3

0.0

16.7

0．0

0.0

６
３

０
０
０

６
９

．
・

・
・

・
８

６
６

６
３

７

％

75.0

12.5

12.5

0.0

0.0

％

46.0

22.0

140

8．0

10.0

％

77.8

6．3

3．2

7．9

4．8

６
０

８
５

３
３

９
．

・
・

。
．

０
０
２
８

８
５
２
１

６
３
１

４
７

５
９

．
・

・
・

・
２
３

５
７

１
４
２
１

１

８
６

２
９

８
８

１
１

５
５
５

５
３

６０
０

２
０
０

１９
４

２
５

３
４ ６

１
１

０
０

３
１

７
４

５

２
１

％
％
％
％

５
蛆
別

別
へ

一
一

一
一
％

０
５
０
０

０
１

２
５

２
５
３

２
２

１１
６
４
２

３
１

100100 13312 100 83合 計 63 100 100lOO 50 100 826 100 24

(＊）影響割合＝期間配分額／税金等調整前当期純利益

（出所）醍醐[ 1995 ] p.p. 154-155を一部修正。

2．は任意に包括的に税効果会計を適用しながら、日本の連結財務諸表原則および

連結財務諸表規則等に準拠して連結財務諸表を作成する会社である。

3．は、連結に固有の会計処理により生じる期間帰属差異項目（未実現利益の消去

や貸倒引当金の連結ベースでの修正等）により、個別会計上の税引前当期純利益を

連結上修正したことに対応する差異について税効果会計を実施する会社である。

4．は、海外の連結子会社の一部がその国の会計原則により税効果会計を取り入れ

た財務諸表を作成している場合に、自らの連結財務諸表作成に際してそれらをその

まま合算している会社である。

5．は3.と4.の併用であり、6．は税効果会計を全く実施していない会社である。（醍

醐[1995] pp.151-152)
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これによると1993年における税効果会計適用会社全体では、法人税等の調整

額の税引前利益に対する割合はおおむね5％未満に収まっているが、全体の3割

以上が5％以上の影響を受け、かつ約2割が10％以上の期間配分を行っているこ

とが判明した。このことは、税効果会計を適用する会社としない会社では連結

当期純利益に無視できない影響が出ていることを示し、両者の当期純利益は異

質でさえありうることを示唆している。

次に適用形態別に概観すると、税効果会計の包括適用会社（同表中の①およ

び②）では影響割合が大きい。一方、一部適用会社（同表中の③④および⑤）

は包括適用会社に比べると期間配分の影響をそれほど受けていないように見受

けられる。このような包括適用会社と一部適用会社との差からは、連結固有の

項目だけでなく個別財務諸表自体にも期間帰属差異金額を多く抱える会社の存

在が読みとれる。

また、一部適用会社の中にも連結固有の項目にだけ税効果会計を適用してい

る会社③と海外連結子会社の一部が税効果会計を適用している会社④との対比

から次のような事実が確認できる。すなわち、会社④は税効果会計の部分適用

の範晴には含まれるものの、金額の重要性から見れば影響は小さいと言える。

個別財務諸表上の期間帰属差異も未実現利益の消去に関わる差異もこのような

会社では全く認識されておらず、これらの会社16社中8社が期間配分額を区分

表記せず法人税等の中に含めており実質的には不適用とほぼ同様である。これ

ら一部適用会社は個別財務諸表上重要な期間帰属差異が存在しないため、包括

的には適用する必要がないとしている。しかし、日本でも期間帰属差異項目は

数多く存在するため、一部適用会社におけるそれら個別財務諸表上の期間帰属

差異項目が僅少かどうかは疑わしい（醍醐[1995] pp.154-155)｡

最後に、調査④および⑤は税効果会計を包括適用ないし一部適用した会社の

うち期間配分額1,000百万円以上の会社をピックアップして、納税額方式によ

る法人税等負担率（図表の(B) / (A) )および税効果会計適用後の法人税等負
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担率（図表の(D)/(A) )を示したものである。各表とも合計欄で見ると両負

担率に大きな差異はないものの、各会社レヴェルでは開きの大きなものもあり、

税効果会計不適用会社と適用会社との間での会社間比較の難しさを読みとるこ

とができる(COFRI[1993] pp.173-174)｡

第5．4表 税効果会計包括適用による税負担率の変動 （調査④）
(東証一部~上場1992年3月決算税効果会計包括適用会社のうち

期間配分額1,000百万円以上の会社)(単位百万円）

’
連結税引

前利益
(A)

法人税等
個

(B)

繰延税額

(C)

修正法人税
等(B)+
(C)=D

税負担率（％）
業 種 会 社 名

(B)/(A) (D)/(A)

建 設

食 品

繊 維

化学工業
医 薬 品
石 油
ゴ ム

機 械
電気機器

大成建設

飛鳥建設
＊日本ハム
＊ワコール

花王

藤沢薬品工業
三菱石油

東洋ゴムエ業
＊クボタ

＊日立製作所
＊東芝
＊マキタ

＊日本電気
＊松下電器産業
＊ソニー

＊ティーディーケイ

日本ビクター

＊京セラ

三菱自動車
＊本田技研工業

オリンパスj噛業
＊リコー

シチズン時計

*大日本印刷
*伊藤忠商事
＊丸紅

*三井物産

*三菱商事
日本信販
三井不動産
大和団地

107,502

-37,831
36,664

14,020

38 , 082
14,908
24,740

2,468

36 , 880
374,882
114,857

21,478

51,445
363,421
197,177

48,432
1,087

57,978

57,530
130,756

6,075
10,613

25,934
97,759

39,116
49,611
80 , 660
104,158
25,623
54,218
1,341

65,385
-3,730

22,464
8,958

20,176

12，191
9,567

1,629

16,918

226,694

69,325
9,769

33 , 048

240,113
73,201
22,604
3,936

27,708
28,231
77,487

7,450
6,024

12,991

53,640
57，716

28,776
67,039
48,015
17，461

26，615

1,261

4,057
-4,796

3,147
-2,020

-10,335
-3,638
6,886

‐1,023
-1,105

-25,878

12，265
10,283

18,874
-1,469

-1,219
‐1.944

５
０

５
１

８
２

０
６
３
２

自 動 車

精密 機 器

２
２
０
８

５
１
１
６

１
８
０
９

７
，
ｊ
，

７
３
３
１

６
１
１

その他製造

商 社

５
８
１
２
９
２
５
２

３
３
４
２
８
９
９
８

５
８
０
３
８
９
３
６

１
，
１
７
７
，
，
－

２
１
１
７
６
５
５

５
３
４
７
６
１
２その他金融

不 動 産

(注）法人税等には長期納税引当金繰入額を含む。

＊印は米国会計基準にて連結財務諸表を作成している企業を示す。

(出所) COFRI [ 1993 ] p l77を一部修正。
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第5．5表 税効果会計一部適用による税負担率の変動 （調査⑤）
(東証一部上場1992年3月決算税効果会計一部適用会社のうち

期間配分額1,000百万円以上の会社）（単位百万円）

連結税

引前利
益

間

修正法
人税等

旧)＋

(C)=D

税人
㈱
⑧

法
等 繰延

税額
税負担率(％）

会 社 名業 種
IB)/M) ｡/(A)

(C)

50.1751.75鹿 島 建 設 122,837 63,572 -1,941 61,630建 設

55.92103.16古 久 根 建 設 2,881 2.972 -1,361 1,611

86.11 75.8412,719 -1,518 11.20114,770ミ サ ワ ホ ー ム

紡 4,339 -195.85 -157.84_1,044鐘 -2,749 5,384繊 維

44.7241.04信越化学工業 44,538 18,280 1,635 19,916化学工業

51.02 48.5535,48973,099 37,294 -1,805電気機器 ｼ ｬ - プ

日 産 自 動 車 60,198 31.69 37.93158,710 50,291 9,907自 動 車

-21.61-32,992 634 6,494 7,128 -1.92精密機器 ミノ ルタカメ ラ

53.9527.238,278 2,254 2,211 4,466その他製造 ヤ マ ノ、

615.07197.03商 社 服部セイ コー 438 863 1.831 2.694

14.208.165 -7,124 1,040 111.517.322その他金融 オ リ ツ ク ス

7,510 146.46 111.86西 武 鉄 道 9,833 -2,323鉄道・バス 6,714

卜13’10211 5571 2,842 -72.94 -21.69日 本 航 空 -13,102 9.557クセ
ーエ -6,715運

(注）法人税等には長期納税引当金繰入額を含む。

(出所) COFRI [ 1993 ] p. 178を一部修正。
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3 税効果会計と会計政策

複数の選択可能な会計処理が存在する場合には、常に会計政策決定の問題が

生じる。日本においても基本的には同様である。

しかし、税効果会計に関しては、複数の会計処理が認められているのではな

く、税効果会計自体を行なうか否かの選択であって、会計に求められる継続性

の問題として取り上げられるべきである。

継続性の原則が要求される理由には期間利益の比較可能性の確保と利益操作

の排除があげられる。日本では、主に後者が重視されている。というのは、仮

に財務諸表の期間比較可能性のみを問題にするのであれば、会計処理の原則や

手続を変更した場合、その旨と影響額を注記すれば済むが、利益操作を問題と

する場合、継続性の変更によって利益数値自体が歪められているためもはや注

記では十分ではないからである（中村[1987] p.31)。税効果会計の適用の存否

を報告利益との関係で観察することにはこうした点から意義がある。

税効果会計に関する継続性の変更の事例には、税効果会計「不適用」から

｢適用」へ変更した会社と「適用」から「不適用」に変更した会社が考えられ

る。ある調査では、1988年度から1991年度の4年間に「不適用」から「適用」

に変更した会社が6社、「適用」から「不適用」に変更した会社が1社あった。

ただ、標本数が非常に少ないため統計的な分析は不可能であって、日本におけ

るこの問題に関した実証的な研究は将来の環境整備を待つしかない。そこで、

本項では先の調査結果を概観することによって、日本における現在の税効果会

計に関する会計政策決定とその可能性について観察する。
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第5．6表 継続性変更会社の連結損益計算書（一部抜粋）
(単位：百万円）

不適用への変更不適用→適用への変更

藤沢薬品 日立工機東 食 相模鉄道 呉羽化学工業北越製紙 神戸製鋼

勺
拠

氾
一

／
３

７

３
ａ

８
１

4／3

11,782

5,957

147

御
班
皿

一
舵 ８

４
虫

＆

3／3

1,791

1,191

３
７

４

／
刷

記
４

－

3／3

24 ,304

12,536

193

３
８

４
７

０
／

０
９

９
３

／
９

９
１

７

４
４

Ｌ
１

１
１

2/10

6,428

3,826

148

御
蝿
蠅

一
一

３
Ｚ

４

元／3

7,751

3,958

2／3

7,428

3,772

2／3

45,653

16,974

3，212

3／10

5,190

3，355

214

‐410

決算期

税金等調整前当期純利益

法人税等

長期納税引当金繰入額

法人税等調整額

3／3

53,094

23,792

3,233

-2,009
Oワ

ームI584-11 註
響
氾
恥
理

当期純利益(A)

変更による影響額(注記）

(B)

変更しなかったと仮定した

場合の当期純利益(A -B)

９
５

９
３

３
０

６
３

２

2,760

２
０

３
１

９
４

１

2,593
１

２

５
９

３
５

Ｌ
Ｌ

的
一

６ ６
４

２
８

４
５

8,625

３
７

２
５

５
１２

7，399 6，190

不明

６
６

１
６

９
１

３

23,255

別
一

β３

不明8,625 -1,634 7,399669 1,0103,881 3,750 23,255 23,364 2,760 1,522 2，593 -241

(出所）醍醐[ 1995 ] p.p.158-159を一部修正。
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税効果会計「不適用」から「適用」へ変更した会社

ここで取り上げられた会社はすべて繰延税金資産の認識による法人税の繰延

を行っており、これにより利益が増加したという。そのうち、税効果会計の新

規適用によって減益決算から増益決算へ逆転した会社がl社、利益減少幅（損

失増加幅）が圧縮された会社が2社、赤字が回避された会社が2社あった。こう

したことから税効果会計の適用には利益操作を目的とした会計政策決定がなさ

れたと解される。

ところで、連結固有の項目にだけ税効果会計を適用した場合はどのような効

果が適用会社にもたらされるのであろうか。連結固有の項目で特に重要とされ

るのは未実現利益の消去であるが、これについては税効果会計を新たに適用す

ると、その計算メカニズム上適用開始年度に税金の前払いが認識され、それが

当期に計上される法人税から控除されることにより当期純利益を増加させる。

これは、税効果会計を導入していない場合に未実現利益の部分について個別財

務諸表上で課された税金が、連結財務諸表上消去されず利益の実現に先行して

計上されているからである。ただし、当然連結財務諸表上未実現損失が生じて

いる場合や貸倒引当金の修正がなされる場合についてはその逆であり、そうし

た場合には税効果会計の新規適用により当期純利益は減少することになる。し

かし、現実にはこうしたことは観察されていない。

税効果会計「適用」から「不適用~」へ変更した会社

本調査によると、過年度において適用していた税効果会計を中止した会社は

1社のみであった。この会社は従来連結財務諸表固有の項目に税効果会計を適

用するほか、海外の連結子会社の一部に税効果会計を適用していたが、「法人

税等の期間配分の調整が僅少のため」に連結財務諸表固有の項目については税

効果会計を行わないものとした。
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第5．7表 税効果会計「適用」から「不適用」へ変更した会社の変更事由

日立工機（株）

連結財務諸表作成の基本となる事項

(自平成2年4月l日 至平成3年3月31日） (目平成3年4月1日 至平成4年3月31日）

8．法人税等の期間配分の処理に関する

事項

未実現利益の消去、貸倒引当金の連

結上での修正等連結手続上固有のも

のについてのみ法人税等の期間配分

の処理を行っている。

また、米国及び英国等の在外連結子

会社は法人税等の期間配分の処理を

行っている。

8．法人税等の期間配分の処理に関する

事項

従来、連結手続上固有のものについ

てのみ法人税等の期間配分を行って

いたが、法人税等の期間配分の調整

が僅少であるため、 当期から行わな

いこととした。

ただし、米国及び英国等の在外連結

子会社は法人税等の期間配分の処理

を行っている。

(出所）大蔵省印刷局発行「同社平成4年3月有価証券報告書総覧」より抜粋。

但し、下線筆者。

Ⅱ 個別財務諸表への税効果会計導入の可能性

現在、税効果会計は連結財務諸表においてのみ認められていることは先述の

通りである。しかしながら、費用収益の対応を尊重する立場からは個別財務諸

表においても当然税効果会計は認められるべきである。実際の申告納付税額を

費用として認識する現行の処理方法は現金主義的であって、費用を発生に基づ

いて認識するという現代企業会計における費用認識理論と整合しない。税引前

当期純利益と法人税費用との合理的な対応関係は税効果会計を積極的に適用す

ることによってはじめて実現するのである。

また、昭和56年の商法改正により、利益留保性引当金としてみなされる租税

特別措置法上の準備金が利益処分方式で設定されることとなった。これにより、

実質的に繰り延べられた課税所得に対応する税金相当額だけ資本の部が水増し
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されることになるが、税効果会計を採用していればこうした不合理も発生しな

い（朝日監査法人[1995] p.329)｡

このように、個別財務諸表においても税効果会計はきわめて有意義であるが、

その導入に際しては明確にされるべき前提がいくつか存在する。そこで本節で

は、まず個別財務諸表への税効果会計導入の前提を検討した上で、その導入の

可能性について論じることとする。

1 税効果会計導入の前提

個別財務諸表への税効果会計の導入に際し考慮されるべき問題は、現行実務

および法令との調整の必要性である。特に税法との関係では確定決算基準への

対応が、また税効果会計を商法領域へも導入することを想定すると商法におけ

る繰延税金の位置づけが重要となる。

確定決算基準は商法上の確定した決算に基づき課税所得計算を行うものと一

般に解されている。この確定決算基準の存在により、企業会計上の利益と課税

所得計算上の所得が相関的に決定されるため、税効果の発生原因である期間帰

属差異の出現が抑えられる。このことから、従来より個別財務諸表に税効果会

計は必要ないものと考えられてきた。

また、税効果会計により生じる繰延税金の計上が商法の思考とは整合しない

ため、法律面でも税効果会計の計算書類への導入は不可能であった。

そして何よりも、企業の経済活動とその結果である財務諸表には従来税効果

会計を必要とするような取引項目が多くはなかったため、税効果会計が実務に

おいて考慮される機会が少なかったのである。

しかし、企業を取り巻く環境が変化し、同時に企業自体の行動も従来の枠を

越えつつある現在においては、会計の領域にもさまざまな新手法が誕生してき

ている。また、企業に対する情報の開示要求はより一層の高まりを見せつつあ

り、こうした動きに企業側も積極的な対応が求められている。このような状況
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の下で、より適正な企業の成果計算およびその表示という税効果会計のもつ本

来の機能が期待されるのは当然であって蕊日本においてもできるだけ早期の導

入が個別財務諸表にも望まれるところである。

そこで、本項では最終的な導入段階である商法計算耆類への税効果会計の導

入に際して、調整の求められるであろう2つの主要な問題、すなわち、確定決

算基準の存在と商法における繰延税金の位置づけについて、個別財務諸表への

税効果会計導入を支持する立場から検討を行う。

確定決算基準

確定決算基準とは、特定の事項について法人が確定した決算で選択した会

計処理を課税所得計算においても採用させ、申告に際してこの決定の変更を容

認しないという要請である。

法人税法ではある種類の費用および損失について、当該法人が確定した決算

においてその処理に対しどのような意思表示をしたかが重視される。会計上の

取引には客観的な事実に基づく取引（外部取引）と法人の内部的な意思決定に

よって発生する取引（内部取引）がある。外部取引は売上や仕入といった外部

的証拠によって確定される取引であり、内部取引は減価償却や引当金設定といっ

た法人の意思決定により確定される取引である。こうした内部取引は法人の最

高意思決定機関である株主総会等で承認されることにより、最終的に確定する。

法人税法によれば、この株主総会の承認または総社員の同意等により確定し

た決算を重視し、確定申告は確定した決算に基づき課税標準等および税額等を

記載した申告書の提出により行わなければならないとともに（法人税法第74条

1項)、減価償却等の内部取引や、外部取引である使用人兼務役員の使用人賞与

および役員退職給与の損金算入については損金経理（法人が確定した決算にお

いて費用または損失として処理すること（法人税法第2条26号)）を要求してい

る。また、特定の外部取引に関する収益および費用の認識基準の特例（割賦基
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準、延払基準、工事進行基準）の選択についても確定した決算における所定の

経理を要求している。さらに、使用人賞与および寄付金については確定した決

算において利益または剰余金の処分による経理をしたときは、その損金算入を

認めないものとしている（中村[1990] p.167)。

では法人税法がこのような確定決算基準を採用しているのはいかなる理由に

よるのか。それは、法人税上の課税所得計算の基本構造に由来する。法人税法

は課税所得の計算方法を自らは完結的かつ網羅的には規定せず、別段の定めの

あるものを除き、課税所得計算上の益金の金額には企業会計上の収益の額を、

損金の額には企業会計上の費用および損失の額を算入することとしている。さ

らに、その具体的な計算は公正妥当な会計慣行に委ねているが、こうした計算
（75）

構造を支えているのが確定決算基準である。

先にも示した通り、課税所得は企業会計上の収益および費用ならびに損失の

額を基礎とし、これに法人税法関係法令の別段の定めによる一定の調整を加え

て算出される。したがって、課税所得計算は企業会計に大きく依存することに

なる。ところで、内部取引に基づく費用についてはそれが対外的に実現し得な

い費用であるため、その金額は外部的には確認されず、法人の最高意思決定機

関である株主総会の承認等によって最終的に確定される。このため、企業会計

上は費用として当然認識されるべきものであっても、課税所得計算上は法人が

確定した決算において損金経理をする等の条件をつけた上で損金の額に算入す

ることと法人税法は定めている。

わが国において確定決算基準が要求される事項は具体的には以下の通りであ

る（鈴木[1996] pp.15-16)。

㈲ この点はアメリカの連邦所得税における課税所得の計算方法とは大きく異なる。

アメリカでは財務諸表と税務申告が機能的に分離され、両者は別個に計算される。

したがって、わずかな例外を除けば確定決算基準は採用されていない。
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A複数の会計処理方法の選択適用が認められている事項

a,内部取引に関する事項

1.棚卸資産および有価証券に対する切放し低価法の適用（法人税法施行令28②

および34②）

2.減価償却資産の償却（法人税法第31条①）

3繰延資産の償却（法人税法第32条①）

4資産の評価損の計上（法人税法第33条②）

5.圧縮記帳等（法人税法第42条①、第45条①、第47条①、第50条①および第51

条①）

6.引当金の繰入（法人税法第52条①、第53条①、第54条①、第55条①、第56条

①および第56条の2の①）

7外国為替相場が著しく変動した場合の外貨建債権債務の期末相場での換算

(法人税法施行令139の3②）

8特定の場合の貸倒損失および債権償却特別勘定の繰入（法人税法基本通達9‐

6-2ないし9-6-7）

b.特定の外部取引に関する事項

1割賦基準による経理（法人税法第62条①）

2.延払基準の方法による経理（法人税法第63条①）

3.工事進行基準の方法による経理（法人税法第64条①）

4少額資産の損金算入（法人税法施行令133）

B.費用計上の判断に関する事項

1使用人兼務役員賞与の損金算入（法人税法第35条②）

2.使用人賞与の損金算入（法人税法第35条③）

3役員退職給与の損金算入（法人税法第36条）
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4寄付金の損金算入（法人税法第37条①）

Aは複数の会計処理方法の選択適用が認められている項目であり、しかもa

は内部取引であるから確定的あるいは客観的な取引事実を伴うものではない。

Bはその性質について費用性と利益処分性の区別が暖昧なものである。これら

はいずれもその会計処理について裁量の余地が会社に対して与えられている。

確定決算基準は、より狭い意味で解釈すれば、このような項目の課税所得計

算上の取扱いを確定した決算における会社の意思表示に依拠させようとするも

のである。したがって、これらの処理については商法会計と課税所得計算との

一致が求められる。

他方、A.a､2ないし6およびB.1の項目については、こうした商法会計と課税

所得計算との一致は明文上は要求されていない。これらの項目に関しては確定

決算で損金経理された金額のうち、税法に定められた金額または会社が課税所

得計算上選択した方法に基づいて計算された限度額までが損金算入を認められ

る。したがって、理論的には商法会計で採用される処理方法と課税所得計算で

採用される処理方法とが異なることも可能である。具体的に減価償却を例にと

ると、減価償却費の損金算入金額は「その内国法人が当該事業年度においてそ

の償却費として損金経理をした金額のうち、その内国法人が当該資産について

選定した償却の方法.．．（中略)… に基づき政令で定めるところにより計算し

た金額に達するまでの金額とする」（法人税法第31条①）と規定されているに

過ぎない。したがって、例えば課税所得計算上は定率法を選定し税務署長に届

け出ていれば、商法上は定額法、課税所得計算上は定率法を適用することも可
（76）

能である。

岡 ただし、商法決算で計上された償却額が課税所得計算上で選定された方法による

償却限度額を下回る場合には、損金算入できるのは商法決算で計上された償却額ま

でであり不足額を申告減算することはできないから、結果的には確定決算で計上さ

れた償却額で課税所得計算が行われることになる（鈴木[1996] p.17)。
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このように、現行の確定決算基準という枠組みの下にあっても、企業会計と

課税所得計算を概念的に分離することは可能であって、税効果会計と確定決算

基準は現在の制度においても十分に整合的で共存できる。

商法における繰延税金の位置づけ

現実の財政状態や経営成績を表示する財務諸表上の利益から算出される租税

費用が、期間帰属差異により実際税額より多くなる場合には、その差額が未払

税金として負債に計上されるため健全な配当利益計算を目指す商法の趣旨には

反しないと考えられる。これに対して、企業利益を基礎に算出される租税費用

が実際の税額より少ない場合にはその差額として前払税金が発生する。この前

払税金の資産計上の可能性については議論の分かれるところである。

ところで、法人税が費用であるとするならば、その収益がもたらされた期間

に相当額の法人税を費用として対応させるのは会計上求められるべき処理であ

る。

しかしながら、法律上の確定債務として支払った税額を前払税金として資産

計上することは資産性のない費用を資産として認識することになり、それによっ

て配当可能利益を増加させるのではないかという意見も存在する。これに対し

ては、前払税金を計上するのは①法人税法が認めない債権その他の資産を企業

の実態に応じて削除または評価替えを行った場合、②法人税法が認めない債務

その他の将来損失を企業の実態に応じて計上または評価増を行った場合、であ

るので、計上しない場合に比べ配当可能利益を減らすことになり、商法の資本

維持の立場を堅持し健全な配当可能利益の算出を可能にすると主張する立場も

ある（藤野[1981] p.26)。

この考えによると先にあげた2つの場合、資産減少または負債増加の金額に

相当する税額だけが前払税金として資産に計上されることになるが、配当可能

利益の計算における純資産は、前払税金として資産に計上しなかった場合に比



第5章 日本における税効果会計の可能性 143

べ、資産減少または負債増加の金額だけ減少し、健全な配当可能利益が計算さ

れることになるという（藤野[1981] p.26)。

以上のことから、従来商法への税効果会計導入に際して疑問視されてきた繰

延税金の資産計上は必ずしも商法の趣旨に反するものではないことが理解でき

る。このことは、先に示した税効果会計と確定決算基準の轄合性とも合わせて、

現行商法計算耆類への税効果会計導入の検討を可能にするものである。そして、

繰延税金資産および負債の貸借対照表能力に関するさらなる議論は将来的には、

商法への税効果会計の導入を可能にするかもしれない。ただ、商法会計への導

入は関係法令との整合性確保といった制度的調整が不可欠であって、会計的解

決のみでは実現しえない問題でもある。したがって、現実的には証券取引法が

求める個別財務諸表への税効果会計の導入が最も実現の可能性が高い選択肢と

考えられる。

2 税効果会計の導入領域

日本では、税効果会計は連結財務諸表において選択的に認められているに過

ぎず、個別財務諸表への導入は形式的には一切認められていないことになって

いる。しかしながら、日本においても期間帰属差異は数多く存在するため、個

別財務諸表においても税効果会計の導入されうる範囲は想像以上に広い。事実、

会計実務を概観しても実質的に個別財務諸表に対し税効果会計の採用が散見さ

れる。そして、それらはいずれも長期納税引当金という貸方科目を用いて処理

されている。

そこで本項では、この長期納税引当金の設定原因を分析しながら、個別財務

諸表において税効果会計導入の可能な領域を特定し、同時にこの勘定を用いて
（77）

行われている税効果会計の実態を明らかにする。

” 本文にあげた事項のほかに、債務ではないためその設定が有税となる役員退職慰

労金引当金の計上や租税特別措置法上の新規取得土地等に係る借入金利子課税特例

制度（措法62の2）などが考慮の対象となろう。
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長期納税引当金の設定1－長期為替予約差益に係る長期納税引当金

長期納税引当金は、商法第287条の2の引当金であって確定債務ではない。

この場合の長期納税引当金は、外貨建長期金銭債権債務等について為替予約

を付したことにより生じた為替予約差益のうち、すでに配分された為替差益に

対応する法人税等の将来納付額を見積計上することによって生じる貸方科目で

あった。

外貨建長期金銭債権債務等について為替予約が付された場合の取得時または

発生時の為替相場による円換算額と為替予約による円価額との差額（為替予約

差額）は、企業会計上為替予約を行った日の属する期から決済日の属する期ま

での期間にわたって日数又は月数により配分し、各期の損益として処理するこ

とになっている（｢外貨建取引等会計処理基準」（1979年6月26日企業会計審議

会、最終修正1983年12月22日）注解4-2)。したがって、外貨建社債や長期イン

パクトローン等に為替予約を付し為替予約差額が生じた場合には、その為替予

約差額の配分額が、各期の収益（為替差益）または損失（為替差損）として計

上される。

一方、課税所得計算上では、外貨建長期金銭債権債務等に対して取得時換算

法（取得の時又は発生の時における外国為替の売買相場により円換算額に換算

する方法）のみが認められていたため（法人税法施行令第139条の3①2)、為替

予約の有無に関わらず取得時の為替相場等によるものとされていた（法人税法

基本通達13の2-1-3) ｡したがって、企業会計上で外貨建長期金銭債権債務等に

かかる為替予約差額を期間配分し各期の損益として計上していても、申告調整

でその配分額を加減算しなければならなかった。また、当該外貨建長期金銭債

権債務等が短期になったかあるいは決済された期には、それまでの配分額を含

めた全額が申告調整で減加算され課税所得に含められていた。

このように、外貨建長期金銭債権債務等に長期為替予約を付した場合、企業

会計上の収益又は費用計上の時期と課税所得計算上の益金又は損金計上の時期



第5章 日本における税効果会計の可能性 145

に乖離が生じ期間帰属差異となっていた。特に外貨建普通社債等に為替予約を

組み合わせる取引が一般化した1980年代後半から1990年代初頭にかけては、円

とドルの関係では直先スプレッドがディスカウントとなる状況であったため、

為替予約に伴い為替予約差益が出るケースが相次いだ。したがって、こうした

為替予約差益が巨額な場合に、企業会計上の収益計上のみが先行し、課税が遅

れる（決済日を含む事業年度かその前年まで課税されない）ことによる企業会

計上の損益に与える影響は無視できないほど大きくなった。企業会計上の収益

認識時点ではまだ租税債務として確定していなくとも、将来発生することが見

込まれる租税債務を収益の計上時点に合わせて、費用ないしは損失として計上

する必要が生じたのであった。そこで、企業会計上収益を計上した時点で対応

する法人税を見積り、企業会計原則注解18の引当金として計上したものが長期

納税引当金であった(COFRI [1993] p.200)。

長期為替予約差益に係る長期納税引当金の計上モデル

(設例）第70期首(4月1日）に額面3億米ドルの社債を額面価額で発行し，発行時に

1米ドル＝132円で償還時の為替予約を付した。当該社債は，満期（5年後）に一

括して償還されるものであり，発行時の為替相場は，1米ドル＝152円であった。

なお，長期納税引当金を計上する場合の税率は，法人税が37.5％，法人住民税が法

人税の20.7%,事業税が13.2%である。

① 発行時

（借）現金預金 45,600,000,000 (貸）社 債 39,600,000,000a

長期前受収益 6,000,000,000b

a 300,000,000 (米ドル)×132円= 39,600,000,000円

b 300,000,000 (米ドル)×(152円- 132円) =6,000,000,000円

② 第70期決算時

（借）長期前受収益 1,200,000,000 (貸）為替姜補 1,200,000,000a

（借）長期前受収益 1,200,000,000 (貸）前受収益 1 ,200,000,000b

（借)暑灘悪 “000,000．(賃)長期納税引当金624‘000､00，
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：護鯏蠅蝋(WW獺蝋撫10:算方縫‘ゞ
aと同じ。

c (0.375+0.375×0.207+0.132)÷(1+0.132)×100=52%

法人税及び住民税に係る税率 0.375×1.207÷1.132×100 = 40%

事業税に係る税率 0.132÷1.132×100= 12%

1,200,000,000円×40% =480,000,000円

1,200,000,000円×12% =144,000,000円

480,000,000円+144,000,000円= 624 ,000,000円

6億2,400万円のうち4億8,000万円（法人税及び住民税）は，損益計算害上，法人税

及び住民税の次に記載され，1億4,400万円（事業税分）は，販売費及び一般管理費に含

めて計上される。

(出所）吉野[1995] p. 361。

第5．8表 長期為替予約差益に係る長期納税引当金の設定例

三菱石油（株）

重要な会計方針

第 1()1 期

平成5年4月1日

平成6年3月31日

第 102 期

平成6年4月1日

平成7年3月31日

自
至

自
至

7．引当金の計上基準

長期納税引当金 新株引受権付社債につい

て予約を付したことに伴

う為替予約差益に対して、

将来納付すべき事業税、

法人税及び住民税の納付

に備えるため、当該納付

見積額のうち当期対応額

を計上している。

但し、平成5年4月1日

以後新株引受権付社債に

ついて締結した予約に係

る為替予約差益について

は、税法上予約締結の日

からその支払の日までの

期間に応じて配分するこ

ととなったため当該引当

金を計上していない。

同 左

(出所）大蔵省印刷局発行「同社平成7年3月有価証券報告書総覧」より抜粋。
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ところが、その後「法人税法施行令の一部を改正する政令」（政令第86号、

1993年3月31 B)によって、第139条の8(先物外国為替契約等により円換算額

が確定している場合の特例）が新設され、外貨建長期金銭債権債務等に為替予

約を付したことにより円換算額が確定しているものについては、当該円換算額

を帳簿価額とすることとなった。また、この円換算額と取得時の為替相場によ

り計算した円換算額との差額については、為替予約の締結日を含む事業年度か

ら支払日を含む事業年度までに月数按分して損金又は益金に計上することとさ

れたため、以後はこうした場合の長期納税引当金の新たな計上はなされなくなっ

た。

ところで、長期為替予約差益の期間配分収益に対して将来の課税可能性を認

識することはまさに税効果会計の発想である。しかし、先述のように商法は税

効果会計を認めていないため、同法に基づいて処理するには将来の課税可能性

を引当金として位置づける必要がある。そこで、税効果会計とここで取り上げ

た長期納税引当金との関係が生じた。

商法は特定の支出または損失に備えるために、その営業年度の費用又は損失

とすることを相当する金額を、負債の部の引当金に計上することを認めている

(商法第287条の2)｡しかしながら、商法は引当金の計上要件は示していないた

め、いわゆる掛酌規定（商法第32条②）を介して企業会計原則（注解18）が適

用される。

企業会計原則注解18はその中で次のような要件を満たす場合に引当金の計上

を求めている。

①将来の特定の費用又は損失であること

②その発生が当期以前の事象に起因していること

③その発生の可能性が高いこと

④その金額を合理的に見積もることができること

外貨建長期金銭債権債務等に係る長期納税引当金は以下のようにこうした要
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件を満たすと考えられる（中田[1993a] p､8)。

①将来に納税される法人税等の費用である

②法人税等の費用の発生が、当期以前の為替差益の期間配分額計上に起因して

いる

③租税債務は決済年度に確定する

④法人税等の計上額は為替差益計上額に税率を掛けることによって合理的に見

積もることができる

また、日本公認会計士協会も長期為替予約差益に係る長期納税引当金を企業

会計原則注解18による引当金としており、企業会計上の引当金である以上は原

則的には任意での計上は許されず、先の設定要件を満たす限り必要額を長期納

税引当金として計上する必要があるとしている（日本公認会計士協会[1989] p.

73、中田[1993a] p.8)。

ここで新たな疑問が生じる。それは、課税の繰延をもたらし、同時に先の引

当金の設定要件を満たす事項が外貨建長期金銭債権債務等に限られたことであ

るのか否か、換言すれば他に税効果会計が導入される余地があるのか否かとい

う問いである。これに対しては、長期為替予約差益に係る長期納税引当金の処

理ほど実務的に定着はしていないが、確実に同様の処理が取り入れられつつあ

る領域があるといえる。それは利益処分により設定された租税特別措置法上の

各種準備金および積立金である。これらに対しては、長期為替予約差益に係る

長期納税引当金の場合と同様、長期納税引当金の設定によって実質的に税効果

会計を取り入れた処理が可能である。

長期納税引当金の設定2－租税特別措置法の利益処分による準備金および積立

金に対する長期納税引当金

利益処分によって設定された租税特別措置法上の各種準備金は、将来取り崩

される期において益金算入されるため課税繰延の効果をもつ。この場合、当該
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準備金は計上時において未課税であるから、将来の課税分だけ過大に表示され

ることになる。

（78）

ところで、租税特別措置法に規定された準備金には数多くのものがあるが、

その中でも実務において比較的多く見受けられるのが特別償却準備金と海外投

資等損失準備金である｡

特別償却準備金とは、租税特別措置法による特別償却の適用を受けることの

できる企業が一定限度額まで利益処分により積み立てを許される任意積立金で

あって、課税所得計算上積み立てた期に当該積立額が損金算入されるというも

のである。そして、積み立てられた特別償却準備金については以後7年間にわ

たって課税所得計算上均等に益金算入されるため、結果的に課税の繰延が実現

する。これに対して、企業会計上は特別償却費の認識が一切なされないため、

特別償却限度額が利益処分により任意積立金として計上される同じ期に長期納

税引当金を計上し、以後同じ7年間に均等額を取り崩すことになる。

また、海外投資等損失準備金とは、租税特別措置法が定める特定株式等を取

得する際にその取得価額の一定割合に相当する金額までを利益処分により任意

⑱租税特別措置法上の準備金には次のものがある（1995年6月現在)。

特別償却準備金（措法52の3)、輸入製品国内市場開拓準備金（措法54)、海外投資

等損失準備金（措法55)、特定海外債権に係る海外投資等損失準備金（措法55の2)、

自由貿易地域投資損失準備金（措法55の3)、創業中小企業投資損失準備金（措法55

の4)、下請中小企業振興等準備金（措法55の5)、金属鉱業等鉱害防止準備金（措法

55の6)、特定災害防止準備金（措法55の7)、特定都市鉄道整備準備金（措法56)、

ガス熱量変更準備金（措法56の2)、計画造林準備金（措法56の3)、電子計算機買戻

損失準備金（措法56の4)、プログラム等準備金（措法56の5)、世界都市博覧会出展

準備金（措法20の6,56の6)、証券取引責任準備金（措法570、商品取引責任準備

金（措法57②)、渇水準備金（措法57の2)、使用済核燃料再処理準備金（措法57の3)、

原子力発電施設解体準備金（措法57の4)、異常危険準備金（措法57の5,57の6)、関

西国際空港整備準備金（措法57の7)、再生資源利用促進準備金（措法57の8)、探鉱

準備金（措法58の2①)、海外探鉱準備金（措法58の2②)、農用地利用集積準備金
（措法61の2）

なお、租税特別措置法の規定は時限立法がほとんどであるため、その改正につい

ては留意しなければならない。
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積立金として積み立てるもので、当該積立金額が税務上損金算入される。そし

て一定の据置期間（5年間）経過後5年間にわたり均等額が課税所得計算上益金

に算入されるため、結果的には課税の繰延がなされることになる。この場合も

企業会計上準備金繰入費用は認識されない。したがって、海外投資損失等準備

金を利益処分により任意積立金として計上する期に長期納税引当金を計上し、

以後5年経過後5年間に均等額を取り崩すことになる。

第5．9表 租税特別措置法の利益処分による準備金に対する長期納税引当金

横浜ゴム（株）

重要な会計方針

平成7年1月1日

平成7年3月31日

自
至平成6年1月1日

平成6年12月31日

自
至 ）（）（ 第119期第118期

4．引当金の計上基準

（5）長期納税引当金

同 左

4．引当金の計上基準

（5）長期納税引当金

租税特別措置法に基づく海外投資

等損失準備金及び特別償却準備金の

積立額と、外貨建社債の長期為替予

約により発生した為替差益のうち、

当期までに収益に計上した額に対し、

将来納付する事業税、法人税及び住

民税の見積額を計上している。

(出所）大蔵省印刷局発行「同社平成7年3月有価証券報告言総覧」より抜粋。

ところで、こうした処理を取り入れる企業は着実に増加しているものの、先

に示した長期為替予約差益に係る長期納税引当金設定の場合に比べ極めて少な

いのも現実である。これら特別償却準備金および海外投資等損失準備金に対す

る長期納税引当金の設定は、長期為替予約差益の場合と同じく、先述の引当金

設定要件を以下のように満たすと考えられる。
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①いずれも将来に納付される法人税等の費用である。

②当期までの固定資産または特定株式等の取得に伴う税務申告調整といった事

象に起因する。

③発生の可能性が高い。

④金額を合理的に見積もることができる。

したがって、こうした処理はさらに多くの企業においても採用されるべきで

あり、より適正な期間損益計算とその報告のためにも当該処理による税効果会

計が広く導入されるべきである。

また、租税特別措置法に基づく圧縮記帳による課税繰延は､ 固定資産売却時

に当該売却益相当分を利益処分によって圧縮積立金として計上し申告時に圧縮

記帳相当額を減算することにより実現する。そして、その際に将来納付する税

金の見積額を長期納税引当金として積み立てる。

ここで、固定資産売却益が発生し利益処分により圧縮積立金が設定された期

に圧縮記帳限度相当額が一度に長期納税引当金として計上される。そして企業

会計上と課税所得計算上の減価償却費の差額（償却超過分）が以後毎期、申告

加算され、この金額に対応して長期納税引当金が取り崩される。

なお最後に、ある調査によると1993年4月から1994年3月までに決算期を迎え

た調査対象企業（東証1部上場）300社中、外貨建社債に付された長期為替予

約および圧縮記帳等に対し期間損益の算定をより適正に行うため当期の計上額

に対応する将来納税予定の見積税額を引当計上している会社が107社あったこ

とを付け加えておく（朝日監査法人[1995] p.175)｡
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第5. 10表 租税特別措置法の利益処分による積立金に対する

長期納税引当金の設定例

第一屋製パン（株）

重要な会計方針

自 平成5年1月1日

至 平成5年12月31日

自 平成6年1月1日

至 平成6年12月31日

１

（ ）（ 第53期第52期

4．引当金の計上基準

（4）長期納税引当金

同 左

4．引当金の計上基準

（4）長期納税引当金

租税特別措置法に基づく減価償却

資産を対象として利益処分方式で行

う固定資産圧縮積立金等の積立額に

対応する法人税及び住民税並びに事

業税の課税納付見込相当額（現行税

率で算出）を計上しております。

(出所）大蔵省印刷局発行「同社平成6年12月有価証券報告書総覧」より抜粋。

3 税効果会計全面導入の可能性

前項で個別財務諸表においても実質的には税効果会計的処理が導入されてい

る事実を指摘した。そこでは長期納税引当金を用いた処理が特定の項目におい

て実務的に確立しており、またそうした処理の適用範囲が徐々にではあるが広

がりつつあることが観察された。この事実は連結財務諸表のみならず個別財務

諸表においても税効果会計的実務が定着しつつあることを明らかにし、その網

羅的な導入の可能性を示唆するものであった。さらに、前々項では個別財務諸

表への税効果会計導入の前提とされる項目について検討を加え、それらが理論

的には克服可能な事項であることが確認できた。こうしたことから、日本にお
（79）

いても税効果会計の全面導入が現行制度下にあって十分可能であり、また、

㈲ この場合の全面導入とは、連結領域のみならず個別財務諸表への税効果会計の導

入を意味すると同時に、その適用形態は現行の完全な任意的適用からある程度の強

制的適用への移行を意味する。
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その時期が次第に到来しつつあることが予感できる。

そこで、本書の締めくくりとして本項では、現行制度の下での個別財務諸表

への税効果会計導入に際し留意されるべき問題点を指摘するとともに、それら

に対する解決策の試案を提示することによって全体の結論に代えたい。

税効果会計の適用範囲と長期納税引当金の網羅性

現行制度の下で税効果会計を個別財務諸表に導入する場合、それは当面の間

繰延税金負債の計上を伴うものに限定されるであろう。それは、繰延税金の資

産性についてコンセンサスを得る必要があるからであり、これにはしばらく時

間がかかると思われるからである。したがってここでの議論は専ら課税繰延に

よる貸方繰延税金の問題に限定して進めることとする。

繰延税金負債の認識をもたらす項目に対しては先述の長期納税引当金を用い

た処理が最も現実的である。しかしながら、その際にも留意されるべき問題点

がいくつか存在する。その一つは長期納税引当金設定の網羅性にある。

ある調査では、平成3年3月期の主要上場会社500社のうち外貨建取引等会計

処理基準注解4-2に基づき為替予約差額の期間配分処理を行っていることを開

示した会社が157社であったのに対し、貸借対照表に長期納税引当金を計上し

ていた会社が218社あったことが明らかになった。後者の数字の方が大きいの

は為替予約差額の期間配分を実施している旨の注記を省略していた会社が多数

あったためであろうが、いずれにしても為替予約差額の期間配分をしている会

社のほとんどが長期納税引当金を計上していたと判断される。ところが、同じ

500社の中で150社以上が資本勘定に固定資産圧縮記帳積立金を計上していなが

ら、その圧縮記帳積立金に対して長期納税引当金を設定していると開示した会

社はわずか数社にとどまったという（伊藤[1992] p.208)｡

長期納税引当金は企業会計原則注解18に示された引当金であり、その計上は

任意ではなく計上要件を満たせば強制的に計上しなければならないものである。



税効果会計154

もちろん重要性の原則から、金額が僅少のために設定を省略したものもあるで

あろう。しかしながら、それだけでこうした事実は説明できない。特に圧縮記

帳については他の原因、例えば課税繰延の長期化といった事実も一因であろう。

すなわち、利益処分により圧縮記帳積立金が積み立てられた期に課税の繰延は

発生し長期納税引当金が繰り入れられるが、以後長期納税引当金の取り崩しは

圧縮の対象となる固定資産の耐用年数にわたってなされることになる。つまり、

企業会計上は圧縮記帳の対象となる固定資産の取得価額で減価償却計算がなさ

れるのに対して、課税所得計算上は固定資産の取得価額から圧縮記帳積立金を

控除した金額を償却限度額計算の基礎として減価償却計算が行われる。したがっ

て、企業会計上の減価償却費が課税所得計算上のそれを超過することになり、

その差額に対応する長期納税引当金が毎期取り崩される。このように、圧縮記

帳による課税繰延は長期間にわたり、しかも実際の税金支払が当該期間中の分

割となるため会社が長期納税引当金の設定の必要性を感じないというものであ

る（伊藤[1992] p.209)。

しかしながら、課税繰延の期間に関わらず、要件を満たすものにあっては当

然長期納税引当金は設定されるべきであり、この点の調整が今後求められるこ

とになろう。

ところで、圧縮対象資産が土地などの非償却資産の場合、圧縮記帳積立金に

対する長期納税引当金はどのように処理されるのか。

圧縮記帳の対象となる資産が償却資産の場合は期間の差はあれ耐用年数経過

後の企業会計上の簿価と課税所得計算のそれとは一致する。圧縮記帳積立金を

利益処分形式で積み立てた年度に計上した長期納税引当金は、毎期企業会計上

の減価償却費と課税所得計算上のそれとの差額分だけ取り崩されていき、耐用

年数の経過後は残高がOとなる。

しかしながら、圧縮記帳の対象となる資産が土地等の非償却資産の場合は、

減価償却がなされないため利益処分により積まれた圧縮記帳積立金は当該資産
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が処分されない限り取り崩されることはない。したがって、同様に長期納税引

当金が計上された場合、会社がその土地等を保有する限り取り崩されることな

く存在することになる。

この点に関しては、注解18の立場から長期納税引当金計上の可能性を否定す

べきであろう。これは、注解18が将来の特定の費用又は損失の発生の可能性の

高いことを引当金の設定要件としているため、会社が明確に当該土地の処分を

意図していない限りこの要件を満たさないと考えられるからである。

長期納税引当金を計上する際の税効果の認識方法および税率

税効果の認識方法として、繰延法と債権債務法の両法があることは第1章で

述べたとおりである。長期納税引当金の計算に関しても当該税効果認識時点の

税率に基づいて繰延税金を計算し事後の税率変更については修正計算を施さな

いという繰延法的立場と、将来の長期納税引当金の取崩期の予想税率により長

期納税引当金の繰入額を計算しその間の税率変更には修正計算で臨むという債

権債務法的立場が存在する。長期納税引当金が商法第287条の2の引当金で、将

来納付する法人税等の見積額を計上する引当金である以上、実際の納税期に適

用される税率があらかじめ判明していれば、その税率により長期納税引当金繰

入額を計算するのが合理的であり、債権債務法が支持されるべきである。しか

しながら、実務的には繰延法的処理をする会社も存在するため、この点の統一

的な処理も望まれるところである。

また、税率についても留意すべき問題がある。その一つは事業税の取扱いで

ある。事業税は支払った期に法人税および住民税の計算上損金算入が認められ

ている。一方、期末に未払事業税として計上した金額については当該期の法人

税および住民税の計算上は損金算入が認められず、翌期の算入となる。したがっ

て、税金の期間配分からは当期の確定税金のうち未払事業税に対応する部分の

金額は前払税金として翌期に繰り延べられなければならない。
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このように事業税が法人税および住民税の計算上損金に算入されるため、日
（80）

本企業がSEC基準の財務諸表を作成する場合は実効税率が用いられてきた。

そこで先の問題は長期納税引当金を計算する時に法人税、住民税および事業

税の単純合算税率を用いるか、あるいは実効税率を用いるかという問題につな

がる。長期納税引当金が取り崩される年度においては、その年度に納付される

法人税および住民税の計算上、支払済事業税は損金算入される。また、未払の

ため損金算入されなかった事業税も次期支払われた時には損金算入される。し

たがって、通算すれば事業税が損金算入されるとして計算した法人税および住

民税に当該事業税を加えたものが将来納付する税金の純額ということになる

(伊藤[1992] p.213)。

しかしながら、一方では長期納税引当金計上の基礎概念の中に税金の前払い

に対処する思考は存在しないから、単純合算税率により引き当てるべきとの立

場も成り立つ。実務的にも実効税率を用いて処理を行っている会社も単純合算

税率を用いた処理を採用している会社も存在する。したがって、この点の調整

も求められよう。

欠損時の長期納税引当金の取扱い

欠損金が生じたときの長期納税引当金の繰入および長期納税引当金を計上し

ている会社に欠損金が生じた時の長期納税引当金の取り崩しについては何ら指

針となるべきものは存在しない。これらも対応の求められる問題である。

長期納税引当金を繰り入れる期に欠損金が生じた場合、長期納税引当金繰入

額を除いて企業会計上の税引前損失と課税所得との間に差がないとすると、当

期分の税金の要納付額は発生しない。しかし、将来において本来長期納税引当

金が取り崩されるべき年度に利益が発生し繰越欠損金も解消されれば要納付税

額が発生する。したがって、長期納税引当金の計上が必要となるのは、繰越欠

旧0 実効税率＝（法人税率十住民税率十事業税率）／（1＋事業税率）
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損金が解消されて要納付額が発生することが確実になった時点以降となろう。

また、長期納税引当金を計上している会社に欠損金が生じた場合はどうなる

のか。その場合過年度に計上された長期納税引当金を取り崩すべきか、その時

の条件は何か。これについても指針はなく、企業会計原則注解18の引当金規定

は何ら示してはいない。こうした点についても将来の規定整備が待たれる。
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(参考資料）

日本公認会計士協会「連結財務諸表作成要領」

第九 税金の期間配分

一 税金の期間配分の意義

企業会計上の税引前利益と税法上の課税所得とは一致しないのが通常であるが、この

原因の不一致の一つに、企業会計上の収益および費用の計上時点と税法上の益金および

損金の計上時点との差異がある。

税金の期間配分は、この種の原因によって生ずる企業会計上の税引前利益と税法上の

課税所得との差異に係る税金を合理的に期間配分することを目的としている。すなわち、

この税金の期間配分は、企業の経営成績の指標として税引後利益が重視されている現状

にかんがみ、この税引後利益の算定に重要な影響を与える税金について、これを企業会

計上の立場から、費用として認識するとともに、企業利益に対応する税金の合理的な期

間配分を行うことを目的としているものである。

なお、この期間配分の対象となる税金は、国および地方自治体が企業利益を課税標準

として課する税金である。すなわち法人税、法人事業税、都道府県民税および市町村民

税がこれに該当する。ただし、法人事業税の課税方式が所得基準でない業種を営む企業

の事業税については、ここにいう税金の範囲から除外する。

利子税、加算金等はここにいう税金の範囲に入らないものとし、反対に納付時に確定

申告額から除外される源泉所得税等は、税金の一部の前払いと考えられるので、ここに

いう税金として取り扱う。同族会社の留保金課税は、留保中の企業利益にもとづいて課

されるので、ここにいう税金に該当するものと考えられる。

なお、企業会計上の税引前利益と課税所得との差額のうちに永久的差異と呼ばれてい

るものがある。例えば、寄付金、交際費の限度超過額、罰科金、配当の益金不算入、特

殊な税額控除等があり、これらは上述した税金の期間配分の対象にはならない。ただし、
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その影響が著しく大きい場合には、これを財務諸表の注記等によって説明することが望

ましい。

二 税金の期間配分を必要とする例

一で述べたように税金の期間配分は、企業会計上の収益・費用の認識時点と税法上の

益金・損金の認識時点と差異がある場合に必要となる。これは次のように二つの場合に

分けられる。

(ｲ）税金の支払いが企業会計上前払いとなる場合

例一退職給与引当金限度超過額・貸倒引当金限度超過額・製品保証引当金限度超過

額。割戻引当金・連結上の未実現利益等

(ﾛ）税金の支払いが税法上延期される場合

例一利益処分による特別償却準備金・価格変動準備金・海外投資損失準備金等

税金の期間配分に関連する会計処理吾＝

企業会計上の税引前利益と課税所得との差額で期間帰属の差異にもとづくもの（以下

｢留保差額｣という｡）に対応する税額（以下「税効果｣という。）の会計処理には、次の

2種類の方法が考えられる。

1．損益法の見地に立つ方法

この方法によれば、企業会計の税引前利益とこれに係る税金の期間対応を税金の期間

配分の主たる目的としているので、このための税効果はその発生期の税率によって計算

され、貸借対照表上繰延経理され、その税効果残高は将来その発生原因となった留保差

額が消滅した時点において企業会計上の損益に算入されることになり、途中において、

税率が変更した場合にも税効果残高を新しい税率によって再計算することはしない。

この損益法による税効果の計算方法には、変動差額方式と変動総額方式があり、さら
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にそれぞれの適用にあたって平均法、先入先出法等が用いられる。変動差額方式とは一

会計期間中における留保差額の発生額と消滅額とを区分把握し、消滅額の税効果をその

発生期の税率によって計算する方式をいう。平均法、先入先出法等はたな卸資産の払出

に用いられる方法を税効果残高の取崩しに適用する方式であって、例えば先入先出法に

よれば、貸借対照表に計上されている税効果残高に異なる税率があるとき、古い期の税

率による税効果が先に取崩されることになる。これに対し、後掲設例3に示した配分期

税率法とは一会計期間中における留保差額の発生額と消滅額との差額に対して、その期

の税率を乗じて税効果を計算する方法をいう。すなわち、税効果残高に適用されている

税率によらずに、税効果残高の取崩しの場合にもその期の税率によって取崩し計算をす

る方法をいう。ただし取崩しの結果、税効果残高が零になったときは、それ以上の配分

計算は行わない（設例3を参照)。また、税効果が残存していることにもかかわらず、

当該税効果の発生原因となった留保差額が消滅した場合には、当該税効果残高をその期

に一括償却する。

2．財産法の見地に立つ方法

この方法によれば、税効果を翌期以降の税務申告調整によって支払うべき負債または

翌期以降支払うべき税金の前払いとして把握するので、税効果額の決定に用いる税率も、

理論的には、それぞれの税効果が実現する将来期の予想税率によることとなり、その後

その税率を修正する必要が生じたときは、その時点での借方残高および貸方残高はそれ

ぞれ新しい税率によって再計算されることになる。

四 財務諸表上の表示

1．貸借対照表上の表示（設例2の表3参照）

税金の期間配分を必要とする前記二の(ｲ)の場合には、税効果繰延残高は借方残となり、

(ﾛ)の場合には貸方残となる。

さらにこれらのうちには、1年以内に実現することが明らかな税効果とその実現が長
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期間にわたるものとがある。したがって貸借対照表上の表示方法としては、おおむね次

の方法が考えられる。

A法 税効果残高をその性質によって流動資産、繰延資産（または固定資産)、流動

負債および固定負債のそれぞれの区分に適当な勘定科目で表示する方法

B法 税効果残高をその発生原因となった留保差額の性格により流動区分と固定区分

に区分表示するが、借方残高と貸方残高はこれを相殺して表示する方法

C法 税効果残高の差額を一勘定に集約して繰延資産（または固定資産）または固定

負債区分に表示する方法

2．損益計算書上の表示（設例1参照）

税金の期間配分の表示については、税効果の当期配分額と当期の申告税額とを区分し、

かつ、それらの合計額（または差引残高）を記載することが明瞭性の原則からみて望ま

しい。もしこれらを一括表示する場合には、その明細を注記することが必要である。

3．注記事項

前述のように税金の期間配分には一般に認められた数種類の方法がある。したがって

採用された方法は、これを毎期継続的に適用するとともに、これを注記することが必要

である。

また、申告税額と税効果の期間配分額との合計額（または差引残高）が税引前利益に

標準税率を乗じて求めた金額と著しく異なるときは、その原因を注記によって説明する

ことが望ましい。

五 税法上の欠損金の取扱い

税法上の欠損金額が発生した場合、企業は選択により、前1年以内の所得に対して支

払った法人税のうち、当該欠損金に対する税額相当額まで還付をうけることができる。

したがって損益計算書上では、法人税還付請求額控除前損失から法人税還付請求額を控

除して当期純損失を計上することになる。
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税法上の欠損金額は、地方税は金額、法人税は前記の繰戻還付の対象額を除いた額が

一定期間を限度として将来の期間の課税所得と相殺することができる。しかし将来の利

益は保証できないし、一定期間内の課税所得についてどの程度相殺されるか明確でない。

したがって将来の所得と相殺されるべき税額を資産に計上して繰り延べることは、健全

性の立場から望ましいとはいえない。ただし、必要があれば税法上の繰延欠損金につい

ては注記する。

なお、欠損金の発生原因が一時的なものであって、当該繰越欠損金が翌期以降の利益

によって確実に填補されることが見込まれるときは、その繰越欠損金について税効果を

認めるべきであるとする考え方もある。

六 連結財務諸表に関連する税効果

1．未実現利益

連結会計上未実現利益として翌期に繰延べられる利益は、各連結会社にとっては実現

しているので課税の対象となる。

したがって、未実現利益に対応する税効果を考慮しない場合には、連結上の純利益は

税効果相当額だけ少なく表示されることになる。なお未実現利益の消去について税効果

を考慮した場合の処理は「第五の七 未実現損益と税効果会計」の項を参照のこと。

2．子会社および関連会社の剰余金

子会社および関連会社の剰余金のうち親会社の持分相当額は、連結することによって、

または持分法の適用によって連結剰余金となる。

しかしながら、これらの会社の利益剰余金は、親会社が配当今等として受入れるとき

に課税される場合がある。このような場合で、親会社が配当等による投下資本の回収を

意図しないときを除いて、配当送金等に際して支払うべき税金の見積額は、当該利益を

子会社等が計上した期間においてこれを連結上引当計上する必要がある。
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3．子会社の繰越欠損金

繰越欠損金の税効果は、その実現可能性が将来、しかも一定期間内の課税所得の発生

にかかっているので「五 税法上の欠損金の取扱い」に述べたように、一般的にはこれ

を認識しないこととされている。しかしながら、連結子会社等に繰越欠損金がある場合

で、親会社がその繰越欠損金に係る税効果を活用する方針であり、かつ、そのための十

分な収益力がある場合には、連結財務諸表上そのような子会社繰越欠損金について税効

果を計上することが認められる。

（筆者注：本文中で引用している設例の掲載は省略している｡）
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